
【差替え内容】

S-01〜S-11構造図追加
A-12 追記（赤枠部分）
A-71 建具表SD姿図の不要な点線削除(赤枠部分)





工程ごとの作業内容 環境への配慮 屋根面に設ける足場と装備機材の組合せ

本工事の建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質 別途 図示 D種 E種

① 造成等 造形等の工事 及び性能を有すると共に、次の1)から4)を満たすものとする

有 無 1) 合板、木質系ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ、構造用ﾊﾟﾈﾙ、集成材、単板積層材、MDF、ﾊﾟ

1. ② 基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事 ｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ、その他の木質建材、ﾕﾘｱ樹脂板、壁紙、接着剤、保温材

2. 有 無 、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ及びｽﾁﾚﾝを発散

3. ③ 上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事 しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書を規定する「ﾎﾙﾑｱ

(1) 研修・宿泊施設 鉄筋コンクリート造3階建 改修一式 有 無 ﾙﾃﾞﾋﾄﾞの放散量」の区分に応じた材料を使用する 既存部分の養生 [2.3.1]

建築面積1,341.70ࠉ㎡ࠉ延べ面積2,999.63ࠉ㎡ ④ 屋根 屋根の工事 2) 接着剤及び塗料はﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝ及びｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝの含有量が少ない材料を 既存部分の養生 行う 行わない

(2) 電気設備 改設一式 有 無 使用する 養生方法 ﾋﾞﾆﾙｼｰﾄ、合板等による

⑤ 建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事 3) 接着剤は可塑剤（ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ－n－ﾌﾟﾁﾙ及びﾌﾀﾙ酸ｼﾞ－2－ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ等を含

(3) 機械設備 改設一式 有 無 有しない難揮発性の可盟剤を除く）が添加されていない材料を使用

⑥ その他 その他の工事 する 既存部分の特別養生 行う

（ ） 有 無 4) 1)の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器等 設置範囲及び養生方法 図示

は、ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ及びｽﾁﾚﾝを発散しないか、発散を極め

特定建設資材 て少ない材料を使用したものとする 既存家具、既存設備等の養生

また、設計図書に規定する「ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞの放散量」は、次の通りとする ﾋﾞﾆﾙｼｰﾄ等による

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 規制対象外

① 建築基準法施行令第20条の7第1項に定める 開口部の養生 行う 行わない

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 第一種、第二種及び第三種ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ発散建築材料以外の材料 養生方法 合板張りによる

② 建築基準法施行令第20条の7第4項の規定により国土交通大臣の 設置範囲 図示

建設発生木材 認定を受けた材料

第三種品 固定された備品、机、ﾛｯｶｰ等の移動

① 建築基準法施行令第20条の7第1項に定める第三種ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ発散 行う 行わない

建築材料

② 建築基準法施行令第20条の7第3項の規定により国土交通大臣の 仮設間仕切り [2.3.2][表2.3.1]

特定建設資材以外 認定を受けた材料 仮設間仕切り等の種別

ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 本工事に使用する材料については、ｱｽﾍﾞｽﾄを含有しないものとする A種 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ厚9.5両面張り 片面塗装

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ充填厚さ （ ）

防水ｱｽﾌｧﾙﾄ 室内空気中の (1.5.9)[1.7.9] 合板厚9片面張り�ｸﾞﾗｽｳｰﾙ充填厚さ （ ）

化学物質の濃度測定 １） 施工完了後、引渡前に室内空気中のホルムアルデヒド、トルエン、 B種 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ厚9.5片面張り 片面塗装

ｶﾞﾗｽくず、 キシレン、エチルベンゼン、スチレンの濃度を測定し、想定結果を 合板厚9片面張り

陶磁器くず 監督職員に報告する。 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ厚9.5(内部面)＋合板厚9(外部面)

繊維くず ２） 測定対象室及び測定箇所数等は仕上表による。 C種 ｼｰﾄ張り ―

1. 共通仕様 着工前の測定 仮設扉 合板張り木製扉程度

(1) 図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「公共建築 木くず 行う 行わない

改修工事標準仕様書(建築工事編)(令和7年版)」(以下、「改修標準仕様書」という)により、改 ３） 測定は、ﾊﾟｯｼﾌﾞ型採取機器により行う。 監督職員事務所 [2.4.1]

修標準仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「公共建築工事 非飛散性石綿含有建材 注） 測定ﾊﾞｯｼﾞはﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ用とﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ｽﾁﾚﾝ�用 設けない 設ける 面積規模 （ 20 ）㎡程度

標準仕様書(建築工事編)(令和7年版)」(以下、「標準仕様書」という)による (廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類) 2種類を用いる

(2) 本工事に電気設備、機械設備工事を含む場合の工事特記仕様書は、別図による 非飛散性石綿含有建材 監督職員ｽﾍﾟｰｽと工事監理業務の職員ｽﾍﾟｰｽは間仕切り壁等で仕切る

(3) 受注者等は完了検査(中間検査を含む)の検査には、特定行政庁(建築主事)が求める検査に必要な (ｶﾞﾗｽ、陶磁器くず類)

資料等(報告書等)を用意すること 非飛散性石綿含有建材 監督職員事務所の仕上げ

(汚泥) 特別な材料の工法

2. 特記仕様 廃石こうﾎﾞｰﾄﾞ 改修標準仕様書及び標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法は、 床 合板張り又はﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ張り

(1) 項目は、●印の付いたものを適用する 当該製品の指定工法による 内壁、天井 合板又はせっこうﾎﾞｰﾄﾞ張り、合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝﾍﾟｲﾝﾄ塗り

(2) 特記事項は、●印の付いたものを適用する 上記に示す受入れ施設は参考であり、実施にあたっては関係法令を遵守し、 屋根 塗装溶融亜鉛めっき鋼板張り、又は鉄板張り、調合ﾍﾟｲﾝﾄ塗り

(3) 特記事項に記載の[��]内表示番号は、改修標準仕様書の当該項目、当該図、又は当該表を示す 適切な処理を行うものとする 施工調査 [1.5.2]

(��)内表示番号は、標準仕様書の該当項目、当該図、又は当該表を示す なお、処分場の決定に当たっては監督識員と協議する 施工数量調査 工事用水

(4) ᑥ 印は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」(以下、「ｸﾞﾘｰﾝ購入法」という 調査項目 防水改修 外壁改修 （ ） 構内既存の施設 利用できる （ 有償 無償 ）

)に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針(令和5年12月22日変更閣議決定)」に定め 品質計画 [1.1.2] 調査範囲 図示 （ ） 利用できない

る特定調達品目における判断の基準(特定調達品目「公共工事」においては表１中の品目ごとの 施工計画書で工法を定める場合の風圧力の計算 調査方法 打診及び目視による （ ）

判断の基準)を満たすものを示す 基準風速（VO） （ 46 ）m/s 既存部分の破壊を行った場合の補修方法 図示 工事用電力

(5) 関係法令の改正等により(条例を含む)、工事内容が法令等に抵触する恐れがあることを認識した 地表面粗度区分 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 構内既存の施設 利用できる （ 有償 無償 ）

場合には、その対応等について、監督職員と協議すること 設備工事との 利用できない

(6) 形状寸法の単位は特記なきかぎりミリメートルとする 上記風圧力の1.3倍の風圧力に対する安全性を確保する 取り合い 施工範囲 図面に特記なき場合は、別表－１による

上記風圧力の1.15倍の風圧力に対する安全性を確保する 施工図 設備機器の設置、取り合い等が検討のできる施工図を提出し

監督職員の承諾を受ける 埋戻し及び盛土 (3.2.3)(表3.2.1)

適用エ種 ALCﾊﾟﾈﾙ(外壁、屋根) 押出成形ｾﾒﾝﾄ板(外壁) 種別 A種 B種 C種 D種

外壁石張(乾式) 外装材(外断熱工法) 騒音・粉じん等

長尺金属板葺 折板葺 の対策 防音ﾊﾟﾈﾙ 防音ｼｰﾄ C種の場合 （発生場所 ）

適用基準等 ｱﾙﾐ笠木 ｶﾞﾗｽﾌﾞﾛｯｸ （連絡先 ）

建築工事標準詳細図(令和4年版)（以下「標準詳細図」という） ｼｰﾄ防水(機械式) 屋上緑化用ｼｽﾃﾑ 防音ﾊﾟﾈﾙ等を取り付ける足場等の設置範囲 （運ࠉ搬 発生原因者側 本工事 ㎞ ）

建築物解体工事共通仕様書(令和4年版) （ ｼｰﾄ防水常温粘着 ）

建設発生土の処理 構外指示の場所 (3.2.5)

発生材の処理 [1.3.12] 材料の品質等 [1.4.2] 足場等 [2.2.1][表2.2.1] 受け入れ施設 （ ）

発注者に引き渡しを要するもの （ 金属類 PCB含有物 ） 同等以上の材料・機材等の使用 外部足場 設置する 受け入れ場所 （ ）

（ ） 本工事に使用する材料�・�機材等は設計図書に定める品質及び性能と （施工範囲 工事に必要な範囲 ） 受け入れ場所での処置 （ 敷きならし たい積 ）

引渡し場所 構内 （ ） 同等以上のものを使用する。 設置しない 搬出距離 （ ）㎞

ただし、製造業者が記載されている場合に同等以上のものとする場合 処分費 有償 無償

特定建設資材の分別解体等及び再資源化等 は、あらかじめ監督職員の承諾を受ける 防護シート 設置する 上記に示す受入れ施設等は参考であり、実施にあたっては監督職員

本工事は、特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工ࠉ （施工範囲 工事に必要な範囲 ） と協議のうえ決定する。

に特定建設資材を使用する新築工事等であって、その規模が「建設工事に 材料・機材等の品質及び性能 構内指示の場所

係る資材の再資源化等に関する法律」(平成12年5月31日法律第104号。以 本工事に於いて別表－２に示す材料を使用する場合の材料・機材等の 内部足場 脚立、足場板等 処理の場所 図示 （ ）

下「建設ﾘｻｲｸﾙ法」という。)施行令又は都道府県が条例で定める建設工事 製造業者等は次の(1)から(6)すべての事項を満たすものとし、この証 処理の方法 （ 敷きならし たい積 ）

の規模に関する基準以上の工事に該当する場合は、建設ﾘｻｲｸﾙ法に基づき 明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたこ 材料・撤去材等の運搬方法

分別解体等及び特定建設資材の再資源化等の実施について適切な措置を講 とを示す書面を提出して監督職員の承諾を受ける A種 B種 C種 D種 E種

ずる。また、建設ﾘｻｲｸﾙ法施行令又は都道府県が条例で定める建設工事の (1) 品質及び性能に関する試験ﾃﾞｰﾀを整備していること

規模に関する基準以上の工事に該当しない場合についても分別解体等及び (2) 生産施設及び品質の管理を適切に行っていること

特定建設資材の再資源化等については適切な措置を講ずる。 (3) 安定的な供給が可能であること

工事契約後に明らかになったやむをえない事情により、予定した条件にࠉ (4) 法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること

より難い場合は、監督職員と協議するものとする (5) 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること

(6) 販売、保守等の営業体制を整えていること
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共通事項 新設防水層の種別（既存：屋根露出防水） 改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの種類及び厚さ 合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの種類及び厚さ

施工標識 改修標準仕様書[表3.4.1]から[表3.4.3]による 改修標準仕様書[表3.5.1]から[表3.5.3]による

監督職員と表示内容を協議し、指示の位置に標識を取り付ける M4C C-1 C-3 JIS�A�6013に基づく種類及び厚さ JIS�A�6008に基づく種類及び厚さ

C-2 C-4 種類 厚さ ㎜以上

改修用ﾄﾞﾚﾝ(P0AS、P0ASI、P0D、P0DI、P0S、P0SI、P0Xの場合) M3D D-1 D-3 R種 ㎜以上

取付方法等は、ﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の仕様による P0D D-2 D-4 固定金具の材質及び寸法形状

P0DI DI-1 改修標準仕様書[3.3.2](9) 粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの種類及び厚さ 厚さ0.4㎜以上の防錆処理した鋼板、ｽﾃﾝﾚｽ鋼板又はそれらの鋼板の

降雨等に対する養生 [3.1.3] M3DI (種類) 改修標準仕様書[表3.4.1]から[表3.4.3]による 片面若しくは両面に樹脂を積層加工したもの

方法（とい共） 改修標準仕様書[3.1.3](5)(ｱ)～(ｳ)による M4DI DI-2 (厚さ) 25㎜ JIS�A�6013に基づく種類及び厚さ

R種 ㎜以上 接着工法の場合の脱気装置の種類及び設置数量

既存防水の処理 [3.1.4][3.2.3、4、6] 仕上げ塗料 種類 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の指定

既存保護層の撤去 種類 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の仕様 部分粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの種類及び厚さ

行う（範囲 図示 ） 使用量 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の仕様 改修標準仕様書[表3.4.1]から[表3.4.3]による 設置数量 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の指定

行わない JIS�A�6013に基づく種類及び厚さ (個)

高日射反射率防水の適用ᑥ 有 無

既存防水層の撤去 R種 ㎜以上 接着工法の場合のﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ部材下地の目地処理

行う（範囲 図示 ） M3D、P0D、P0DI、M3DI、M4DIにおける脱気装置及び改修用ﾄﾞﾚﾝ 行う （ 図示 ）

行わない 脱気装置 設ける 設けない 立上がり部の押え金物の材質、形状及び寸法 行わない

改修用ﾄﾞﾚﾝ 設ける 設けない ｱﾙﾐﾆｳﾑ製ࠉL-30×15×2.0(㎜)程度

既存露出防水層表面の仕上げ塗装の除去 S-F1、SI-F1の場合のﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ部材の入隅部の増張り

行う （ M4AS M4ASI M4C M4DI L4X ） 改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの種類及び厚さ 絶縁工法及び絶縁断熱工法の脱気装置の種類及び設置数量 行う （ 図示 ）

行わない 改修標準仕様書[表3.3.3]から[表3.3.9]による 種類 改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の指定 行わない

JIS�A�6013に基づく種類及び厚さ

既存下地の処理 [3.2.6] 設置数量 改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の指定 機械的固定工法の場合の一般部のﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの張付け

既存下地の処理は、改修標準仕様書3.2.6(2)から(6)までによる。 R種 ㎜以上 (個) １章ࠉ適用区分による風圧力の（ 1.0 1.15 1.3

の風圧力に対応した工法

既存下地の補修箇所の形状、長さ、数量等 部分粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの種類及び厚さ 合成高分子系 [3.5.2～4][表3.5.1～3]

図示 改修標準仕様書[表3.3.3]から[表3.3.9]による ルーフィングシート 新規防水層の種別 塗膜防水

JIS�A�6013に基づく種類及び厚さ 防水 新設防水層の種別

P0S工法及びP0SI工法（機械式固定工法）の既存保護層を撤去し、防水層） P0S S-F1 S-M1

を非撤去とした立上り部等の処理 R種 ㎜以上 S4S S-F2 S-M2

改修標準仕様書[3.2.6](4)(ｳ)(g)①～③による S-M3 P0X X-1 主材料の製造所 主材料の製造所

補修 （ 絶縁断熱工法のﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝ廻り及び立上り部周辺の断熱材の張りじまい位置 S3S S-F1 X-2 の仕様 の仕様

図示 S-F2

設備機器架台、配管受部、ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ、貫通ﾊﾟｲﾌﾟ廻り、手すり・丸環の取付 M4S S-M1 S-M3 SD X-1 主材料の製造所 主材料の製造所

け部、塔屋出入口等の欠損部及び防水層末端部の納まり部の処理 絶縁工法及び絶縁断熱工法の脱気装置の種類及び設置数量 S-M2 X-2 の仕様 の仕様

監督職員と協議する 種類 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の指定 P0SI SI-F1 改修標準仕様書[3.3.2](3)(ｴ)(b)

図示 S3SI SI-F2 (種類)

設置数量 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の指定 S4SI (厚さ) 25㎜ 50㎜ 高日射反射率防水の適用ᑥ 有 無

(個) M4SI SI-M1 改修標準仕様書[3.3.2](3)(ｴ)(a)

アスファルト防水 [3.3.2～5] SI-M2 (種類) ｳﾚﾀﾝ系塗膜防水X-1の脱気装置の種類及び設置数量

新設防水層の種別（既存：屋根保護防水） 防水層の種別（屋内防水） (厚さ)(㎜) 25㎜ 50㎜ 種類 主材料の製造所の仕様

P2A A-1 A-3 ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｫﾙﾑ厚0.15㎜以上 P1E E-1 設ける （ 図示 ） 仕上げ塗料 設置数量 主材料の製造所の仕様

A-2 P2E E-2 設けない 種類 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の仕様 (個)

P1B B-1 B-3 使用量 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の仕様

B-2 E-1の工程3を行う部位 貯水槽、浴槽等常時水に接する部位 新設防水層の種別

P2AI AI-1 AI-3 ﾌﾗｯﾄﾔｰﾝｸﾛｽ70g/㎡程度 高日射反射率防水の適用ᑥ 有 無

AI-2 P1Y Y-2 主材料の製造所の仕様による

P1BI BI-1 BI-3 立上がり部の押え金物の材質、形状及び寸法 P0S、S4S、S3S、M4S、P0SI、S3SI、S4SI、M4SIにおける脱気装置

T1BI BI-2 ｱﾙﾐﾆｳﾑ製ࠉL-30×15×2.0(㎜)程度 設ける 設けない P2Y Y-2 主材料の製造所の仕様による

断熱材ᑥの種類及び厚さ 屋根排水溝 図示 P0S、S4S、P0SI、S3SI、S4SI、M4SIにおける改修用ﾄﾞﾚﾝ

(種類) JIS�A�9521に基づく押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材3種bA(ｽｷﾝ層付き) 設ける 設けない シーリング

(厚さ) 25㎜ 50㎜ 改質アスファルト [3.4.2、3] ｼｰﾘﾝｸﾞ改修工法の種類

シート防水 新設防水層の種別（既存：屋根露出防水） SI-F1、SI-F2、SI-M1及びSI-M2における防湿用ﾌｨﾙﾑ ｼｰﾘﾝｸﾞ充填工法

改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの種類及び厚さ 設置する 設置しない ｼｰﾘﾝｸﾞ再充填工法

改修標準仕様書[表3.3.3]から[表3.3.9]による M4AS AS-T1 AS-J1 拡幅ｼｰﾘﾝｸﾞ再充填工法

JIS�A�6013に基づく種類及び厚さ に準ずる AS-T2 S-F1、S-M1、S-F2、S-M2の仕様 非歩行仕様 軽歩行仕様 ﾌﾞﾘｯｼﾞ工法

M3AS AS-T3 AS-J1 ﾎﾞﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶｰ張り 適用する 適用しない

R種 ㎜以上 AS-T4 AS-J3 S-M2またはSI-M2の立上がり部の工法 ｴｯｼﾞﾝｸﾞ材張り 適用する 適用しない

P0AS AS-T3 AS-J1 接着工法（立上り面のｼｰﾄ厚さ 1.5㎜ ）

部分粘着層付改質ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄの種類及び厚さ AS-T4 AS-J3 機械的固定工法 ｼｰﾘﾝｸﾞ材の種類、施工箇所

改修標準仕様書[表3.3.3]から[表3.3.9]による M3ASI ASI-T1 改修標準仕様書[3.3.2](9) 下表以外は、改修標準仕様書[表3.7.1]による。

JIS�A�6013に基づく種類及び厚さ M4ASI ASI-J1 (種類) 防水層の種別（屋内防水）

P0ASI (種類)

R種 ㎜以上 (厚さ) 25㎜

平場の保護ｺﾝｸﾘｰﾄの厚さ P1S S-C1 7㎜以下 ｼｰﾘﾝｸﾞ材の目地寸法

こて仕上げ 水下80㎜以上 仕上げ塗料 図示

床ﾀｲﾙ張り 水下60㎜以上 種類 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の仕様

使用量 ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類の製造所の仕様 絶縁用ｼｰﾄの材質 発泡ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ

立上がり部の保護方法 ｼｰﾘﾝｸﾞ材の接着性試験

乾式保護材 高日射反射率防水の適用ᑥ 有 無 平場のﾓﾙﾀﾙの床塗りにおける床の目地割及び種類 簡易接着性試験 引張接着性試験

窯業系ﾊﾟﾈﾙⅠ類 厚さ （ ）㎜ 幅 （ ）㎜ 目地割 2㎡程度�最大目地間隔3m程度

（品質・性能・試験方法） 建築材料等品質性能表による M4AS、M3AS、P0AS、M3ASI、M4ASI、P0ASIにおける脱気装置及び改修用ﾄﾞﾚﾝ 目地の種類 押し目地

れんが押え （ JIS�R�1250 ） 脱気装置 設ける 設けない

ｺﾝｸﾘｰﾄ押え 改修用ﾄﾞﾚﾝ 設ける 設けない

ﾓﾙﾀﾙ押え（屋内）

M3ASI、M4ASI、P0ASIにおける防湿層 設ける 設けない

用途による区分 材料構成による区分 厚ࠉさ

用途による区分 材料構成による区分 厚ࠉさ

絶縁用ｼｰﾄ施工箇所種ࠉ別工ࠉ法

防
水
改
修
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修
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備ࠉ考
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3 3 3 3
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本山ࠉ治美

川本ࠉ雅史

一級建築士： 271307�号 国土交通省ࠉ九州地方整備局ࠉ営繕部 <2024.08.30>
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株式会社ࠉｍ3那覇建築事務所
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種ࠉ別

工ࠉ法 種ࠉ別 施工箇所 各工程数及び工程の使用量 保護層

PU-2（ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞﾀｲﾌﾟ）打継ぎ目地、ひび割れ誘発目地
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管理技術者：
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とい [3.8.2、3] ポリマーセメント [4.2.2] 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ 一般部分 Uｶｯﾄｼｰﾙ材充填工法

モルタル （性能・試験方法） 材料等品質性能表による 部分ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 指定部分 材料

たてどい 硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管 狭幅部分 ｼｰﾘﾝｸﾞ材

配管用鋼管 ポリマーセメント [4.2.2] 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ 一般部分 充填材料 1成分形又は2成分形ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系

ｽﾃﾝﾚｽ鋼管 スラリー 全面ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 指定部分

硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管(ｶﾗｰ) 狭幅部分 ｼｰﾘﾝｸﾞ材の上にﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙの充填

軒どい 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面一般部分 行う 行わない

ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法 指定部分 ｼｰﾘﾝｸﾞ材の試験 改修標準仕様書3章�防水改修工事による

とい受け金物 保水係数：0.35～0.55 粘調係数：0.50～1.00 狭幅部分 可とう性ｴﾎﾟｷｼ樹脂

材種 改修標準仕様書[表3.8.2]による 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ 一般部分

（溶融亜鉛めっきを行ったもの） 既製調合モルタル [4.2.2] ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入ﾀｲﾙ固定 指定部分 ｼｰﾙ工法

ｽﾃﾝﾚｽ製 ﾓﾙﾀﾙ下地としたﾀｲﾙ工事に使用する張付け用ﾓﾙﾀﾙとして、ｾﾒﾝﾄ、細骨材、混 工法 狭幅部分 材料 ﾊﾟﾃ状ｴﾎﾟｷｼ樹脂 可とう性ｴﾎﾟｷｼ樹脂

形状 市販品（とい径100以下）� 和剤等を予め工場において所定の割合に配合した材料とする 目地改修 目地ひび割れ改修工法

25x4.5㎜以上（とい径100を越えるもの） （品質・性能・試験方法） 建築材料等品質性能表による 伸縮目地改修工法 欠損部改修工法 [4.1.4][4.2.2][4.4.9]

取付け間隔 改修標準仕様書[表3.8.2]による 充填工法

外壁改修数量表 ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し仕上げ面 材料 ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ

ひび割れ部改修工法 [4.1.4][4.2.4、5、6、7]

足金物 樹脂注入工法 ﾓﾙﾀﾙ塗替え工法

材種 改修標準仕様書[表3.8.2]による ひび割れ部 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 0.2㎜以上1.0㎜未満 現場調合材料（ｾﾒﾝﾄは改修特記仕様書[8.2]ｺﾝｸﾘｰﾄ工事による）

（溶融亜鉛めっきを行ったもの） 改修 ｼｰﾙ工法 0.2㎜未満 自動式低圧 0.2以上～1.0未満 200～300 130 既調合材料

Uｶｯﾄｼｰﾙ材充填工法 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法

形状 市販品 欠損部改修 充填工法(ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ) 100×100×30 手動式ｴﾎﾟｷｼ樹脂 0.2以上～0.3未満 50～100 40 既製目地材 使用する （ 形状 図示 ）

露出鉄筋等の処理無し 100×200×30 注入工法 0.3以上～0.5未満 100～200 70

取付け間隔 改修標準仕様書[表3.8.2]による 100×300×30 機械式ｴﾎﾟｷｼ樹脂 0.5以上～1.0未満 150～250 130 仕上厚又は全塗厚が25㎜を超える場合の処置 図示

充填工法(ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ) 100×100×30 注入工法

露出鉄筋等の処理有り 100×200×30 浮き部改修工法 [4.1.4][4.2.2][4.4.10～15]

防露材のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 F☆☆☆☆ 100×300×30 ｴﾎﾟｷｼ樹脂 低粘度形 中粘度形

充填工法(ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ)

既存のといその他の撤去及び降雨等に対する養生方法 注入状況の確認方法

図示 ﾓﾙﾀﾙ塗り仕上げ面 ｺｱ抜取りを行う ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分 16 25 25

ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法

鋼管製といの防露巻き 改修標準仕様書[表3.8.4]による 抜取り個数 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面 13 20 12 20 25

ひび割れ部 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 0.2㎜以上1.0㎜未満 長さ500ｍ毎及びその端数につき1個 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法

改修 ｼｰﾙ工法 0.2㎜未満 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面 13 20 12 20 50

ﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝの材種その他 Uｶｯﾄｼｰﾙ材充填工法 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法

欠損部改修 充填工法(ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ) 100×100×30 抜取り部の補修方法 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分 9 16 25

ろく屋根用 ねじ込み式 80 100 125 露出鉄筋等の処理無し 100×200×30 ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ又は無収縮ﾓﾙﾀﾙ等で埋め戻す 図示 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法

たて形Ⅰ型 150 露出鉄筋等の処理有り 100×300×30 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面 9 16 9 16 25

ろく屋根用 ねじ込み式 80 100 125 充填工法(ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ) Uｶｯﾄｼｰﾙ材充填工法 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法

横形Ⅰ型 150 ﾓﾙﾀﾙ塗り替え工法 材料 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面 1 16 9 16 50

ﾊﾞﾙｺﾆｰ用 ねじ込み式 50 80 100 浮き部改修 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分ｴﾎﾟｷｼ 一般部分 ｼｰﾘﾝｸﾞ材 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法

差し込み式 50 75 100 樹脂注入工法 指定部分 充填材料 1成分形又は2成分形ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系 充填工法 ― ― ― ― ―

ﾊﾞﾙｺﾆｰ中継用 ねじ込み式 50 80 100 狭幅部分 ﾓﾙﾀﾙ塗替え工法 ― ― ― ― ―

差し込み式 50 75 100 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面ｴﾎﾟｷｼ 一般部分 ｼｰﾘﾝｸﾞ材の上にﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙの充填

樹脂注入工法 指定部分 行う 行わない ｱﾝｶｰﾋﾟﾝの材質

たてどい金物の取付け 狭幅部分 可とう性ｴﾎﾟｷｼ樹脂 ｽﾃﾝﾚｽ鋼(SUS304)呼び径4㎜の丸棒で全ﾈｼﾞ切り加工したもの

図示 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面ﾎﾟﾘﾏｰ 一般部分 ｼｰﾙ工法

ｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法 指定部分 材料 ﾊﾟﾃ状ｴﾎﾟｷｼ樹脂 可とう性ｴﾎﾟｷｼ樹脂

ﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝの取付け 狭幅部分 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝの材質

水はけよく、床面より下げ、周囲の隙間にﾓﾙﾀﾙを充填する。 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ 一般部分 欠損部改修工法 [4.1.4][4.2.2][4.3.7] ｽﾃﾝﾚｽ鋼(SUS304)呼び径外径6㎜程度

部分ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 指定部分

狭幅部分 充填工法

アルミニウム製笠木 [3.9.2、3] 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ 一般部分 材料 ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ 注入工法用材料

全面ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 指定部分 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ

ｵｰﾌﾟﾝ形式 押出250形 BA-1 標準色 狭幅部分 既存モルタル塗りの [4.1.4][4.2.2][4.4.5、6]

押出300形 BA-2 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面一般部分 撤去 行う （ 全面 図示の範囲 ） 行わない

押出350形 BB-1 特注色 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法 指定部分

BB-2 狭幅部分 ひび割れ部改修工法 樹脂注入工法

板材折曲げ形 保水係数：0.35～0.55 粘調係数：0.50～1.00

2.0以上 ﾀｲﾙ張り仕上げ面 自動式低圧 0.2以上～1.0未満 200～300 130

ｼｰﾙ形式 板材折曲げ形 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 充填工法用材料

2.0以上 手動式ｴﾎﾟｷｼ樹脂 0.2以上～0.3未満 50～100 40 ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ

ひび割れ部 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 0.2㎜以上1.0㎜未満 注入工法 0.3以上～0.5未満 100～200 70

既存笠木等の撤去 改修 ｼｰﾙ工法 0.2㎜未満 機械式ｴﾎﾟｷｼ樹脂 0.5以上～1.0未満 150～250 130 ﾓﾙﾀﾙ塗替え工法用材料

行う（範囲 図示 ） Uｶｯﾄｼｰﾙ材充填工法 注入工法 現場調合材料（ｾﾒﾝﾄは改修特記仕様書[8.2]ｺﾝｸﾘｰﾄ工事による）

行わない 欠損部改修 充填工法(ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ) 100×100×30 既調合材料 （ ）

露出鉄筋等の処理無し 100×200×30 ｴﾎﾟｷｼ樹脂 低粘度形 中粘度形

下地補修の工法 露出鉄筋等の処理有り 100×300×30 既製目地材

図示 充填工法(ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ) 注入状況の確認方法 使用する （ 形状 図示による ）

ﾀｲﾙ部分張替え工法 ｺｱ抜取りを行う

板材折り曲げ形の笠木の取付方法 ﾀｲﾙ張替え工法 仕上げ厚又は全塗厚25㎜を超える場合の措置

図示 浮き部改修 ﾀｲﾙ部分張替え工法 抜取り個数 図示による

ﾀｲﾙ張替え工法 長さ500ｍ毎及びその端数につき1個

棟上避雷導体ｼｽﾃﾑ 無 有 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分ｴﾎﾟｷｼ 一般部分

樹脂注入工法 指定部分

笠木の固定金具の工法等 狭幅部分 抜取り部の補修方法

１章ࠉ適用区分による風圧力の（ 1.0 1.15 1.3 ）倍 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面ｴﾎﾟｷｼ 一般部分 ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ又は無収縮ﾓﾙﾀﾙ等で埋め戻す 図示

の風圧力に対応した工法 樹脂注入工法 指定部分

● 常温ｱｽﾌｧﾙﾄ塗膜防水 田島ルーフィング㈱ࠉアスクールＣ 狭幅部分

日新工業㈱ࠉキュービックコート ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面ﾎﾟﾘﾏｰ 一般部分

昭石化工㈱ࠉフジマウントコート ｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法 指定部分

狭幅部分
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共通事項 浮き部改修工法 [4.1.4][4.2.2][4.5.9～15] タイルの形状、 [4.2.2] マスチック塗料塗り [4.1.5][4.6.2][表4.6.1]

ﾀｲﾙ張りの撤去 外壁ﾀｲﾙ張り全面 図示の範囲 寸法等 ﾀｲﾙの形状、寸法等 種別 A種 B種 （仕上材塗りEP-G B種 A種 ）

撤去位置 下地ﾓﾙﾀﾙまで 張付けﾓﾙﾀﾙまで ﾀｲﾙのみ 外壁用塗膜防水材 [4.1.5][4.7.2、3][表4.7.1]

ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分 16 25 25 塗り

ひび割れ部改修工法 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 凹凸状 凸部処理 吹付け

改修箇所 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面 13 20 12 20 25 ゆず肌 さざ波 ﾛｰﾗｰ塗り

既存ﾀｲﾙ張り面 既存ﾀｲﾙ撤去面 （ ｺﾝｸﾘｰﾄ面 ﾓﾙﾀﾙ面 ） ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法

ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面 13 20 12 20 50 外壁用仕上塗材の耐候性 JIS�A�6909の耐候性1種相当

樹脂注入工法 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法

注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分 9 16 25 下地挙動緩衝材の適用

自動式低圧ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 0.2以上～1.0以下 130 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 適用する 適用しない

200～300 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面 9 16 9 16 25

手動式ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 0.2以上～0.3未満 �50～100 �40 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 吹付け工法の模様材の種類

機械式ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ全面 9 16 9 16 50

0.3以上～0.5未満 100～200 �70 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ注入工法 （ 所要量 0.3㎏/㎡以上 ㎏/㎡）

注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ 25 標準的な曲がりの役物は一体成形とする

0.5以上～1.0以下 150～250 130 ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入ﾀｲﾙ固定工法 外壁用仕上塗材の種類

ﾀｲﾙ部分張替え工法 試験張り 行う 行わない

ﾀｲﾙ張替え工法 見本焼き 行う 行わない （ 所要量 0.25㎏/㎡以上 ㎏/㎡）

ｴﾎﾟｷｼ樹脂 低粘度形 中粘度形

ｱﾝｶｰﾋﾟﾝの材質 ｺﾝｸﾘｰﾄ面のひび割れ部及び欠損部は、改修特記仕様書�4章外壁改修工事

注入状況の確認方法 ｽﾃﾝﾚｽ鋼(SUS304)呼び径4㎜丸棒で全ﾈｼﾞ切り加工したもの 既存塗膜等の除去、 [4.5.4] （ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し仕上げ外壁改修）による

ｺｱ抜取りを行う 下地処理及び

下地調整 ｻﾝﾀﾞｰ工法 既存仕上面全体 行う ﾓﾙﾀﾙ面のひび割れ部及び欠損部は、改修特記仕様書�4章外壁改修工事（ﾓﾙ

抜取り個数 注入口付ｱﾝｶｰﾋﾟﾝの材質 図示 ﾀﾙ塗り仕上げ外壁改修）による

長さ500ｍ毎及びその端数につき1個 ｽﾃﾝﾚｽ鋼(SUS304)呼び径外径6㎜程度 高圧水洗工法 既存仕上面全体 行う 30～100Mpa程度

図示 100～250Mpa程度 既存塗膜等の除去、下地処理及び下地調整は、改修特記仕様書�4章外壁改

塗膜はく離剤 既存仕上面全体 行う 修工事（塗り仕上げ外壁等改修）による

抜取り部の補修方法 ﾀｲﾙ部分張替え工法 工法 図示

ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ又は無収縮ﾓﾙﾀﾙ等で埋め戻す 図示 接着剤の種類 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ 水洗い工法 上記処理範囲以外の 行う 10～30Mpa程度

JIS�A�5557に基づく一液反応硬化形変成ｼﾘｺｰﾝ樹脂系 既存仕上面全体

Uｶｯﾄｼｰﾙ材充填工法 図示

材料 ﾀｲﾙ張替え工法

ｼｰﾘﾝｸﾞ材 充填材料 1成分形又は2成分形ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系 張り替え用材料 下地調整塗材 [4.5.2]

JIS�A�5557に基づく一液反応硬化形変成ｼﾘｺｰﾝ樹脂系 下地調整塗材 （ C-1 C-2 CM-2 ）

ｼｰﾘﾝｸﾞ材の上にﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙの充填 行う 張り付けﾓﾙﾀﾙ （ 現場調合材料 既製調合ﾓﾙﾀﾙ ） ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ

行わない

可とう性ｴﾎﾟｷｼ樹脂 仕上塗材仕上げ [4.1.5][4.5.2][表4.5.1]

伸縮調整目地及びひび割れ誘発目地の位置 建物内部に使用する塗料のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量

欠損部改修工法 [4.1.4][4.2.2][4.5.8] 改修標準仕様書[表4.4.2]による 図示 F☆☆☆☆

ﾀｲﾙ部分張替え工法

接着剤の種類 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ 外装ﾀｲﾙ張り下地等の下地ﾓﾙﾀﾙ及び下地調整材塗りの接着力試験 新規仕上塗材の種類

JIS�A�5557に基づく一液反応硬化形変成ｼﾘｺｰﾝ樹脂系 行う 行わない 薄付け仕上げ塗材

ﾀｲﾙ張替え工法 ｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙによるﾀｲﾙ（ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ）張り

張り替え用材料 下地ﾓﾙﾀﾙ塗りを行うｺﾝｸﾘｰﾄ素地面の処理 適用する

JIS�A�5557に基づく一液反応硬化形変成ｼﾘｺｰﾝ樹脂系 目荒し工法（改修標準仕様書[4.4.9](3)による） 適用する

張り付けﾓﾙﾀﾙ （ 現場調合材料 既製調合ﾓﾙﾀﾙ ）

ﾀｲﾙ張りの工法 厚付け仕上げ塗材

外装ﾀｲﾙ 密着張り 改良圧着張り

伸縮調整目地及びひび割れ誘発目地の位置 改良積上げ張り ﾕﾆｯﾄﾀｲﾙ ﾏｽｸ張り

改修標準仕様書[表4.2.2]による 図示 ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ張り 適用する 適用する

ｼｰﾘﾝｸﾞは、改修特記仕様書�3章防水改修工事により 適用する 適用する

外装ﾀｲﾙ張り下地等の下地ﾓﾙﾀﾙ及び下地調整材塗りの接着力試験

行う 行わない 有機系接着剤によるﾀｲﾙ（ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ）張り 複層仕上塗材

ﾓﾙﾀﾙ塗りを行うｺﾝｸﾘｰﾄ素地面の処理

ｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙによるﾀｲﾙ（ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ）張り 目荒し工法（改修標準仕様書[4.4.9](3)による）

下地ﾓﾙﾀﾙ塗りを行うｺﾝｸﾘｰﾄ素地面の処理 溶媒 水系 耐候型

目荒し工法（改修標準仕様書[4.4.9](3)による） ｼｰﾘﾝｸﾞ材の種類 3種

打継ぎ目地、ひび割れ誘発目地 樹脂 ｱｸﾘﾙ系 耐候型

ﾀｲﾙ張りの工法 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系 2種

外装ﾀｲﾙ 密着張り 改良圧着張り 伸縮調整目地、その他の目地 外観 つやあり 耐候型

改良積上げ張り ﾕﾆｯﾄﾀｲﾙ ﾏｽｸ張り 変成ｼﾘｺｰﾝ系 ﾒﾀﾘｯｸ 1種

ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ張り 目地改修工法 ｼｰﾘﾝｸﾞのその他の事項は、改修特記仕様書�3章防水改修工事による[4.1.4][4.5.16]

ｼｰﾘﾝｸﾞは、改修特記仕様書�3章防水改修工事により

可とう形改修用仕上塗材

有機系接着剤によるﾀｲﾙ（ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ）張り 目地ひび割れ部改修工法

ﾓﾙﾀﾙ塗りを行うｺﾝｸﾘｰﾄ素地面の処理 伸縮調整目地改修工法

目荒し工法（改修標準仕様書[4.4.9](3)による） 伸縮調整目地の位置及び寸法 溶媒 水系 耐候型

図示 3種

ｼｰﾘﾝｸﾞ材の種類 樹脂 ｱｸﾘﾙ系 耐候型

打継ぎ目地、ひび割れ誘発目地 ｼｰﾘﾝｸﾞは、改修特記仕様書�3章防水改修工事による 2種

ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系 外観 つやあり 耐候型

伸縮調整目地、その他の目地 ﾒﾀﾘｯｸ 1種

変成ｼﾘｺｰﾝ系

ｼｰﾘﾝｸﾞのその他の事項は、改修特記仕様書�3章防水改修工事による
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改修工法 [5.1.3] 網戸等 [5.2.3][5.3.3] 鋼製軽量建具 [5.2.2][5.5.2～4] 木製建具 [5.7.2～4]

網戸等 性能値等 建具材の加工、組立時の含水率 A種 B種

ｱﾙﾐﾆｳﾑ製建具 建具表による 簡易気密型ﾄﾞｱｾｯﾄ

樹脂製建具 建具表による 防虫網 合成樹脂製 適用する （建具符号 ： 建具表による ） 建物内部の木材建具に使用する表面材及び接着剤のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量

鋼製建具 外部 建具表による ｶﾞﾗｽ繊維入り合成樹脂製 0.25㎜以上 16～18ﾒｯｼｭ 適用しない F☆☆☆☆

内部 建具表による ｽﾃﾝﾚｽ(SUS316)製 防音ﾄﾞｱ、防音ｻｯｼ

鋼製軽量建具 建具表による 防鳥網 ｽﾃﾝﾚｽ（SUS304)線材 1.5㎜ 網目寸法15㎜ 遮音性の等級 （ ） ﾌﾗｯｼｭ戸 表面材のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量

ｽﾃﾝﾚｽ製建具 建具表による （建具符号 ： 建具表による ） 改修標準仕様書[5.7.2](2)(ｲ)(a)による

木製建具 建具表による 樹脂製建具 [5.2.2][5.3.2～5][表5.3.1] 断熱ﾄﾞｱ、断熱ｻｯｼᑥ
性能等級 断熱性の等級 （ ）

新規に建具を設ける場合 外部に面する建具の種別（ｺﾝｸﾘｰﾄ系下地及び鉄骨下地） （建具符号 ： 建具表による ） 表面材の合板の種類

壁部分の開口の開け方 A種（建具符号 建具表による ） 耐震性能

図示 B種（建具符号 建具表による ） 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による 普通合板ᑥ 表面の樹種

新規建具周囲の補修工法及び範囲 C種（建具符号 建具表による ） 生地、透明塗料塗り

図示 材料 （ ﾗﾜﾝ程度 ）

外部に面する建具の種別（木下地） 鋼板 不透明塗料塗り

建具周囲のｼｰﾘﾝｸﾞは、改修特記仕様書3章�防水改修による D種（建具符号 建具表による ） 亜鉛めっき鋼板 ﾋﾞﾆﾙ皮膜鋼板 ｶﾗｰ鋼板 ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 （ しな程度 ）

E種（建具符号 建具表による ） ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 板面の品質 （ ）

防火戸 [5.1.4] SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1 接着の程度 （ 1類 2類 ）

防火戸の指定 上記によらない場合 召合せ、縦小口包み板の材質 天然木 樹種名 （ ）

指定する 適用箇所 （ 建具表による ） 耐風圧性の等級（ ） 鋼板 化粧合板ᑥ 接着の程度 （ 1類 2類 ）

指定しない 気密性の等級 （ ） ｽﾃﾝﾚｽ製のくつずりの仕上げ 特殊加工 化粧加工の方法

水密性の等級 （ ） HL程度 №2B 化粧合板ᑥ （ ｵｰﾊﾞｰﾚｲ ﾌﾟﾘﾝﾄ 塗装 ）

防火戸の自動閉鎖機構及び防火戸とﾋｭｰｽﾞ装置、熱感知器又は煙感知器 （建具符号： 建具表による ） 表面性能（ ）ﾀｲﾌﾟ

との連動 形状及び仕上げ 接着の程度 （ 1類 2類 ）

連動させる （ 建具表による ） 防音ﾄﾞｱ、防音ｻｯｼ 鋼板類の厚さ 改修標準仕様書[表5.5.1]による

連動させない 遮音性の等級 （ T-1 T-2 ） ㎜ 使用箇所 （ ） 表面板の厚さ 改修標準仕様書[表16.7.6]による

（建具符号 ： 建具表による ）

防犯建物部品 [5.1.7] 断熱ﾄﾞｱ、断熱ｻｯｼᑥ 標準型鋼製軽量建具の形式及び寸法

適用する （ 建具表による ） 断熱性の等級 （ H-4 H-5 H-6 ） 建具表による かまち戸

適用しない （建具符号 ： 建具表による ） かまち樹種 （ ）

外部に面する建具の日射熱取得性の等級 ステンレス製建具 [5.2.2][5.4.2][5.6.2～5] 鏡板樹種 （ ）

アルミニウム製建具 [5.2.2～5][表5.2.1、2] 性能値等 見込み寸法 36㎜ 建具表による

性能等級 簡易気密型ﾄﾞｱｾｯﾄ

外部に面する建具の種別（ｺﾝｸﾘｰﾄ系下地及び鉄骨下地） 材料 適用する （建具符号 ： 建具表による ）

A種（建具符号 建具表による ） ｶﾞﾗｽ 適用しない ふすま

B種（建具符号 建具表による ） 建具表による 複層ｶﾞﾗｽ 外部に面する建具の耐風圧性 張りの種別 （ Ⅰ型 Ⅱ型 ）

C種（建具符号 建具表による ） ｽﾃﾝﾚｽ製のくつずりの仕上げ S-4 上張り（押入等の裏側以外）

HL程度 №2B （ 建具符号： 全て 建具表による ） 鳥の子 鳥の子又はﾋﾞﾆﾙ紙程度

外部に面する建具の種別（木下地） S-5 縁仕上げ

D種（建具符号 建具表による ） 形状及び仕上げ （ 建具符号 ： 全て 建具表による ） 塗り縁 生地縁(素地) 生地縁(ｳﾚﾀﾝｸﾘﾔｰ塗装)

E種（建具符号 建具表による ） 枠の見込み寸法 建具表による S-6 見込み寸法

表面色 標準色 （ ） 特注色 （ ） （ 建具符号 ： 全て 建具表による ） 19.5㎜ 建具表による

上記によらない場合 防音ﾄﾞｱ、防音ｻｯｼ

耐風圧性の等級（ S-7 ） 工法 水切り板、ぜん板 図示 遮音性の等級 （ ） 戸ふすま

気密性の等級 （ A-4 ） （建具符号 ： 建具表による ） 表面板の仕上

水密性の等級 （ W-5 ） 鋼製建具 [5.2.2][5.4.2～5][表5.4.2] 断熱ﾄﾞｱ、断熱ｻｯｼᑥ 建具表による

（建具符号： 建具表による ） 性能値等 断熱性の等級 （ ） 見込み寸法

簡易気密型ﾄﾞｱｾｯﾄ （建具符号 ： 建具表による ） 30㎜ 建具表による

防音ﾄﾞｱ、防音ｻｯｼ 適用する（建具符号 ： 建具表による ） 耐震ﾄﾞｱ

遮音性の等級 （ ） 適用しない 面内変形追随性の等級 （ ） 紙張り障子

（ 建具符号： 建具表による ） 外部に面する建具の耐風圧性 （建具符号 ： 建具表による ） 見込み寸法

断熱ﾄﾞｱ、断熱ｻｯｼᑥ S-4 30㎜ 建具表による

断熱性の等級 （ ） （ 建具符号 ： 全て 建具表による SD-4以外 ） 材料

（ 建具符号： 建具表による ） S-5 ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 枠、くつずりの材料 建具表による

耐震ﾄﾞｱ （ 建具符号 ： 全て 建具表による ） SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1

面内変形追随性の等級 （ ） S-6 ｽﾃﾝﾚｽ製のくつずりの仕上げ

（ 建具符号： 建具表による ） （ 建具符号 ： 全て 建具表による SD-4 ） HL程度 №2B

防音ﾄﾞｱ、防音ｻｯｼ

形状及び仕上げ 遮音性の等級 （ 宿泊室Ｔ－2 ） 形状及び仕上げ

枠の見込み寸法 建具表による （ 建具符号： 建具表による ） 表面仕上げ HL 鏡面仕上げ

断熱ﾄﾞｱ、断熱ｻｯｼᑥ
表面処理の種別 断熱性の等級 （ H-4 H-5 H-6 ） 工法

外部に面する建具 （ 建具符号 ： 建具表による ） ｽﾃﾝﾚｽ鋼板の曲げ加工

(種別) BB-1種 BB-2�(改修標準仕様書[表5.2.2]) 耐震性能 普通曲げ 角出し曲げ （ a角 b角 c角 ）

(着色) 標準色 （ ) 特注色 （ ） 建築非構造部材の耐震性能に係る特記事項による

屋内に使用する建具

(種別) BC-1種 BB-2�(改修標準仕様書[表5.2.2]) 材料

(着色) 標準色 （ ) 特注色 （ ） ｽﾃﾝﾚｽ鋼板

SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1

材料 ｽﾃﾝﾚｽ製のくつずりの仕上げ

ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 HL程度 №2B

SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1

ｽﾃﾝﾚｽ製のくつずりの仕上げ 形状及び仕上げ

HL程度 №2B 鋼板類の厚さ 改修標準仕様書[表5.4.2]による

㎜ 使用箇所 （ ）

結露水の処理方法

処理方式 水貯め式 排水式 標準型鋼製建具の形式及び寸法

設置箇所 建具表による 図示 建具表による

水切り、ぜん板 建具表による 図示
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建具用金物 [5.8.2～4][表5.8.1～5] 車椅子使用者用便房出入口引き戸用駆動装置 軽量シャッター [5.12.2～4] 熱線反射ｶﾞﾗｽ

ﾏｽﾀｰｷｰ 製作する （ 新規 既存に合わせる ） 性能値 開閉形式 手動式 電動式（手動併用） 材料板ｶﾞﾗｽの種類及び厚さによる種類

その他の鍵の製作本数 標準仕様書[表5.9.2]による 建具表による

（ 防錆 適用する 適用しない ） 耐風圧強度 （ ）Pa 日射熱遮蔽性による区分

以下による 1種 2種 3種

ｼﾘﾝﾀﾞｰ箱錠 耐電圧 （ ) 安全装置 電動ｼｬｯﾀｰの障害物感知装置 耐久性による区分（日射熱遮蔽性による区分が2種の場合）

ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙ 材質 ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金 ｽﾃﾝﾚｽ 黄銅 温度上昇 （ ) （ 設置箇所 建具表による ） A種 B種

座金 丸座 長座 耐久性（ｻｲｸﾙ） （ ) 映像調整

握り玉 材質 ｽﾃﾝﾚｽ 防錆 （ ) ｽﾗｯﾄの材質の種類 行わない 行う

電源 （ ) JIS�G�3312（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）

本締り錠 （品質、性能） 建築材料等品質性能表による めっき付着量 （ Z06又はF06 ） 倍強度ｶﾞﾗｽ

引き戸用検出装置 JIS�G�3322（塗装溶融55％ｱﾙﾐﾆｳﾑ－亜鉛合金めっき鋼板及び鋼帯） 材料板ｶﾞﾗｽの種類及び厚さによる種類

空錠 性能値 めっき付着量 （ AZ90 ） 建具表による

ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙ 材質 ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金 ｽﾃﾝﾚｽ 黄銅 標準仕様書[表5.9.3]による

座金 丸座 長座 （ 防錆 適用する 適用しない ） ｽﾗｯﾄの形状 ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ形 ｵｰﾊﾞｰﾗｯﾋﾟﾝｸﾞ形 ｶﾞﾗｽの留め材及び溝の大きさ

握り玉 材質 ｽﾃﾝﾚｽ 以下による

耐電圧 （ ) ｶﾞｲﾄﾞﾚｰﾙ・座板の材質 ｽﾃﾝﾚｽ(SUS304) 溶融亜鉛めっき鋼板 ｱﾙﾐﾆｳﾑ製 ｼｰﾘﾝｸﾞ材(SR-1) 建具の製造所の仕様による

ｸﾞﾚﾓﾝ錠 防錆 （ ) ｶﾞｽｹｯﾄ 図示

ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙの材質 亜鉛合金 ｽﾃﾝﾚｽ 防滴 （ ) 電動式の場合の電源 単相100V（過電流保護装置付） ｸﾞﾚｲｼﾞﾝｸﾞﾁｬﾝﾈﾙ形

製造所 図示 電源 （ )

オーバーヘッドドア [5.13.2、3] 鋼製及び鋼製軽量 ｼｰﾘﾝｸﾞ材(SR-1) 建具の製造所の仕様による

ﾋﾟﾎﾟｯﾄﾋﾝｼﾞ 引き戸用検出装置の種類 図示

ｶﾊﾞｰ部の材質 ｽﾃﾝﾚｽ 亜鉛合金 光線(反射)ｾﾝｻｰ 熱線ｾﾝｻｰ 音波ｾﾝｻｰ ｽﾃﾝﾚｽ製 ｼｰﾘﾝｸﾞ材(SR-1) 建具の製造所の仕様による

光電ｾﾝｻｰ 電波ｾﾝｻｰ 押しﾎﾞﾀﾝｽｲｯﾁ ｽﾁｰﾙﾀｲﾌﾟ 125 ﾊﾞﾗﾝｽ式 ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ形 溶融亜鉛めっき鋼板 図示

ﾌﾛｱﾋﾝｼﾞ Grade1 Grade2 ﾀｯﾁｽｲｯﾁ （ 無線式 光線式 ） ｱﾙﾐﾆｳﾑﾀｲﾌﾟ 100 ﾁｪｰﾝ式 ﾛｰﾍｯﾄﾞ形 ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 樹脂製 ｼｰﾘﾝｸﾞ材 建具の製造所の仕様による

ｶﾊﾞｰ部の材質 ｽﾃﾝﾚｽ 車椅子使用者用便房ｽｲｯﾁ ﾌｧｲﾊﾞｰｸﾞﾗｽﾀｲﾌﾟ 75 電動式 ﾊｲﾘﾌﾄ形 ｶﾞｽｹｯﾄ 図示

（ 大形押しﾎﾞﾀﾝｽｲｯﾁ 非接触ｽｲｯﾁ ） 50 ﾊﾞｰﾁｶﾙ形 ｸﾞﾚｲｼﾞﾝｸﾞﾁｬﾝﾈﾙ形

ﾋﾝｼﾞｸﾛｰｻﾞｰ(丁番型)

材質 鋼(焼付け塗装) 凍結防止措置 行わない 行う 電動式ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾄﾞｱの障害物感知装置

（ 設置箇所 建具表による ） ガラスフィルム

ﾋﾝｼﾞｸﾛｰｻﾞｰ(ﾋﾟﾎﾟｯﾄ型) 駆動力 電気式又は電動油圧式

材質 鋼(焼付け塗装) ガラス [3.7][5.14.2～4]

電源 単相100V(過電流保護装置付) ﾌﾛｰﾄ板ｶﾞﾗｽの品質及び厚さの呼びによる種類 日射調整ﾌｨﾙﾑᑥ SC-1 SC-2

ﾄﾞｱｸﾛｰｻﾞｰ Grade1 Grade2 建具表による 低放射ﾌｨﾙﾑ LE

材質 ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金 補助ｾﾝｻｰ 安全光線ｽｲｯﾁ１組 衝撃破壊対応ｶﾞﾗｽ飛散防止ﾌｨﾙﾑ GI-1 GI-2

各開閉装置毎に補助ｾﾝｻｰを設ける 型板ｶﾞﾗｽの厚さによる種類 相関変位破壊対応ｶﾞﾗｽ飛散防止ﾌｨﾙﾑ GD-1 GD-1

押棒、押板 建具表による ｶﾞﾗｽ貫通防止ﾌｨﾙﾑ DF

材質 ｽﾃﾝﾚｽ 黄銅 合成樹脂 自閉式上吊り引戸 [5.10.3]

装置 性能値等 網入りｶﾞﾗｽ及び線入り板ガラス又は線の形状、板の表面の状態及び厚さ 品質は、JIS�A�5759による

ｱｰﾑｽﾄｯﾊﾟｰ 改修標準仕様書[表5.10.1]による の呼びによる種類

材質 鋼（ｸﾛｰﾑめっき） ｽﾃﾝﾚｽ 以下による 建具表による 鍵箱

手動開き力 （ ) 形式 �30本入 （ ）個 �60本入 （ ）個

ｸﾚｾﾝﾄ 手動閉じ力 （ ) 合わせｶﾞﾗｽ 120本入 （ ）個 本入 （ ）個

材質 建具製造所の仕様による 閉じ速度の調整 （ ) 材料板ｶﾞﾗｽの種類及び厚さの組合せ並びに合わせｶﾞﾗｽの合計厚さ

制動区間 （ ) 建具表による 鋼製市販品とし、監督職員の承諾による

排煙ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ （ 埋込 露出 ） 開閉繰返し （ ) 形状による種類

耐衝撃性 （ ) 平面合わせｶﾞﾗｽ 曲面合わせｶﾞﾗｽ

握り玉、ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙ、押板類、ｸﾚｾﾝﾄの取付け位置 落球衝撃はく離特性並びにｼｮｯﾄﾊﾞｯｸ衝撃特性による種類

建具表による 重量シャッター [5.11.2、3] Ⅰ類 Ⅱ-1類 Ⅱ-2類 Ⅲ類

ｼｬｯﾀｰの種類

金物の種類及び見え掛り部の材質等 強化ｶﾞﾗｽ

改修標準仕様書[表5.8.1]により適用は建具表による 管理ｼｬｯﾀｰ （ ）Pa 電動式（手動併用） 手動式 形状による種類、材料板ｶﾞﾗｽの種類による名称

外壁用防火ｼｬｯﾀｰ （ ）Pa 電動式（手動併用） 手動式 建具表による

屋内用防火ｼｬｯﾀｰ 破片の状態及びｼｮｯﾄﾊﾞｯｸ衝撃特性による種類

金属製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ 防煙ｼｬｯﾀｰ Ⅰ類 Ⅲ類

改修標準仕様書[表5.8.2]による 建具表による

安全装置 熱線吸収板ｶﾞﾗｽ

樹脂製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ 電動式ｼｬｯﾀｰの急降下制動装置、急降下停止装置 板ｶﾞﾗｽによる種類、厚さによる種類

改修標準仕様書[表5.8.3]による 建具表による （ 設置箇所 建具表による ） 建具表による

電動式ｼｬｯﾀｰの障害物感知装置 性能による種類

木製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ （ 設置箇所 建具表による ） 1種 2種

改修標準仕様書[表5.8.4]による 建具表による 屋内用防火ｼｬｯﾀｰ若しくは防煙ｼｬｯﾀｰの危害防止装置

（ 設置箇所 建具表による ） 複層ｶﾞﾗｽ

木製建具に使用する戸車及びﾚｰﾙ 材料板ｶﾞﾗｽの種類及び厚さの組合せ並びに複層ｶﾞﾗｽの厚さ

改修標準仕様書[表5.8.5]による 建具表による 管理用ｼｬｯﾀｰのｼｬｯﾀｰｹｰｽ 設ける 設けない 建具表による

断熱性による区分

自動ドア開閉装置 [5.9.2、3] ｽﾗｯﾄ及びｼｬｯﾀｰｹｰｽ用鋼板 T1 T2 T3 T4 T5 T6

戸の開閉方式 鋼板の種類 JIS�G�3302（溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯） 日射取得性、日射遮蔽性による区分

建具表による JIS�G�3312（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯） G S

めっきの付着量 Z12又はF12 乾燥気体の種類

引き戸用駆動装置 空気 ｱﾙｺﾞﾝ

性能値 電動式の場合の電源 三相200V0.75ࠉkw以下（過電流保護装置付）

標準仕様書[表5.9.1]による

（ 防錆 適用する 適用しない ） ﾘﾓｺﾝの有無 無 有 （ ﾘﾓｺﾝの個数 個 ）

以下による

種類・開閉方法 （ ) ｶﾞｲﾄﾞﾚｰﾙ、まぐさ、雨掛りに用いる座板及び座板のｶﾊﾞｰ、雨掛りに用いる

耐電圧 （ ) ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ類のふたの材質

温度上昇 （ ) ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1

耐久性（ｻｲｸﾙ） （ )

防錆 （ )

電源 （ )

A－6
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改修範囲 [6.1.3] 「集成材の日本農林規格」による化粧ばり造作用集成材 「合板の日本農林規格」による天然木化粧合板ᑥ 軽量鉄骨天井下地 [6.6.2～4]

既存間仕切壁の撤去に伴う当該壁の取合う天井、壁及び床の改修範囲 野縁等の種類

壁面より両面100㎜程度とし、既存仕上げに準じた仕上げを行う 屋外 （ 25形 19形 ） 屋内 （ 19形 25形 ）

図示 化粧薄板： 1等 1類 適用する

天井内の既存壁の撤去に伴う当該壁の取合う天井の改修範囲 2等 2類 適用しない 屋外の軒天井、ﾋﾟﾛﾃｨ天井等

壁面より両面600㎜程度とし、既存仕上げに準じた仕上げを行う 芯材： 野縁受、吊りﾎﾞﾙﾄ及びｲﾝｻｰﾄの間隔 900程度

図示 「合板の日本農林規格」による特殊加工化粧合板ᑥ 周辺部の端からの間隔 図示

既存天井の撤去に伴う取合部の壁面の改修 野縁の間隔 300程度

既存のまま 工法

図示 1類 適用する １章ࠉ適用区分による風圧力の（ 1.0 1.15 1.3 ）

「集成材の日本農林規格」以外の造作用集成材 2類 適用しない 倍の風圧力に対応した工法

既存床の撤去及び [6.2.2]

下地補修 ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ等の除去 ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞᑥ 既存の埋込ｲﾝｻｰﾄ 使用する 使用しない

仕上材のみ（接着剤とも） 15%以下

下地ﾓﾙﾀﾙとも （ 図示の範囲 除去範囲全て ） あと施工ｱﾝｶｰの引抜き試験

合成樹脂塗床材の除去工法 15%以下 15 13ﾀｲﾌﾟ P又はM 行う 試験箇所数 屋内の場合、当該階において3箇所

機械的除去工法 目荒し工法 （ ） 箇所

既存ｺﾝｸﾘｰﾄ又はﾓﾙﾀﾙ面の下地処理に用いるﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ及びｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙ 確認強度 吊りﾎﾞﾙﾄ受け等の間隔が900㎜以下かつ天

ﾀﾙは、改修標準仕様書�4章�外壁改修工事による。 「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり造作用集成材 JAS�0360�に基づく構造用ﾊﾟﾈﾙ 井面積構成部材等の単位面積あたりの質量

が20㎏/㎡以内の天井の場合は400N程度

既存壁の撤去及び [6.3.2] （ ） N

下地補修 間仕切壁撤去に伴う他の構造体の補修 化粧薄板： 15%以下

改修標準仕様書[4.3.10]によるﾓﾙﾀﾙ塗り

（全塗り厚25㎜を超える場合の処置 図示 ） 芯材： MDFᑥ 吊りﾎﾞﾙﾄの間隔が900㎜を超える場合

補強方法 図示

施工一般 [6.5.2] 天井のふところが1.5m以上3.0m以下の場合

材料のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 補強方法 図示

F☆☆☆☆又は改修標準仕様書[6.5.2](1)(ｳ)(b)による 造作用単板積層材ᑥ
JAS�0701に基づく造作用単板積層材 接合具等 [6.5.3] 天井のふところが3.0mを超える場合

造作材の化粧面の釘打ち 補強方法 図示

製材ᑥ [6.5.2] 隠し釘打ち 釘頭埋め木 つぶし頭釘打ち 釘頭現し

JAS�1083-5�製材－第5部に基づく下地用製材 適用する 屋内外への耐震補強

適用しない 諸金物 行う

適用する かすがい、座金、箱金物、短冊金物 補強箇所 図示

2級 A種 適用しない （改修標準仕様書[表6.5.3～5]に示す程度の市販品 補強方法 図示

B種 （のF種程度[表8.20.1]ࠉ 行わない

JAS�0701以外の造作用単板積層材

形状 ： 寸法 ： 材質 ： 軽量鉄骨壁下地 [6.7.3][表6.7.1]

ｽﾀｯﾄﾞ、ﾗﾝﾅｰの種類

14%以下 適用する 接着剤 [6.5.3、4] 改修標準仕様書[6.7.3]によるｽﾀｯﾄﾞの高さによる区分に応じた種類

JAS�1083-2�製材－第2部に基づく造作用製材 適用しない 接着剤は可塑剤(難揮発性の可塑剤を除く)が添付されていないものとする 図示

14%以下 適用する

適用しない ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 F☆☆☆☆ ｽﾀｯﾄﾞの高さが5.0mを超える場合

見え掛り面 上小節 A種 図示

B種 JAS�3079に基づく直交集成板（CLT） 防腐・防蟻処理 [6.5.5]

防腐、防蟻処理を省略できる樹種による製材 出入口及びこれに準ずる開口部の補強

見え掛り面以外 小節以上 A種 適用部位（ ） 標準仕様書(14.5.4)(5)による

B種

薬剤の加圧注入による防腐・防蟻処理 ビニル床シートᑥ [6.8.2、3]

JAS�1083-6�製材－第6部に基づく広葉樹製材 K2 K3 K4 防汚性ＦＳ(複層ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ) 無地 2.0

K2 K3 K4 ﾏｰﾌﾞﾙ柄

合板等ᑥ 柄物

1等 10%以下 「合板の日本農林規格」による普通合板ᑥ 薬剤の塗布等による防腐・防蟻処理

A種 目地処理する場合の工法 熱溶接工法

B種 薬剤の製造所の仕様による JIS�K�5171に適合又は同等品

5.5 ﾗﾜﾝ 1類 広葉樹 適用する ビニル床タイルᑥ [6.8.2]

しな 2類 2等以上 適用しない

1等 TT�(単層ﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ(接着型)) 無地 300×300 2.0

針葉樹 薬剤の接着材への混入による防腐、防蟻処理 FT�(複層ﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ(接着型)) 柄物 450×450 2.5

JAS�1083（製材）以外の製材 C-D以上 適用部位（ ） KT�(ｺﾝﾎﾟｼﾞｼｮﾝﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ) 500×500 3.0

FOA�(置敷きﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ(置敷き型))

合板等の加圧注入処理等の適用 FOB�(置敷きﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ(置敷き型))

適用する A種 適用部位（ ）

(造作材の場合) 適用しない B種 特殊機能床材 [6.8.2]

A種 B種 「合板の日本農林規格」による構造用合板ᑥ 内部間仕切軸組及び [6.5.6]

床組 間仕切軸組に用いる木材の樹種名（製材を用いる場合） 帯電防止床ｼｰﾄ

杉又は松 ( )

2級以上 1類 C-D以上 12 適用 適用 帯電防止床ﾀｲﾙ

造作用集成材ᑥ [6.5.2] 1級 特類 する する 床組に用いる木材の樹種名（製材を用いる場合） ( )

「集成材の日本農林規格」による造作用集成材 適用 杉又は松 耐動荷重性床ｼｰﾄ

しない 適用 ( )

しない 窓、出入口その他 [6.5.7] 防滑性床ｼｰﾄ

1等 窓、出入口その他に用いる木材の樹種名（製材を用いる場合） ( )

2等 「合板の日本農林規格」による化粧ばり構造用合板ᑥ 吊元枠、水掛けの下枠及び敷居はひのき、その他は松又は杉 防滑性床ﾀｲﾙ

1等 ( )

2等

1類 適用する

特類 適用しない

種ࠉ類 厚さ(㎜) 寸ࠉ法 性ࠉ能 備ࠉ考

6 6 6 6

内
装
改
修
工
事

内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

難燃性による
区分

7
構造一級建築士： 6037�号

(A3) S=1/200

A－7
主任技術者： 本山ࠉ治美

国土交通省ࠉ九州地方整備局ࠉ営繕部 <2024.08.30>

種類の記号 色ࠉ柄 厚さ(㎜) 備ࠉ考

管理技術者： 川本ࠉ雅史

種ࠉ類 色ࠉ柄

施工箇所 厚さ(㎜)

寸ࠉ法 厚さ(㎜) 備ࠉ考

難燃性による
区分

厚さ(㎜) 表面性能
化粧加工
の方法

防虫処理

設
ࠉ
計
ࠉ
者

株式会社ࠉｍ3那覇建築事務所

一級建築士： 271307�号

施工箇所 厚さ(㎜)
表裏面の状態に
よる区分

曲げ強さによる
区分

接着剤による
区分

防虫処理

適ࠉ用ࠉ部ࠉ材 保存処理性能区分

施工箇所 厚さ(㎜)

防虫処理
間伐材
の適用

施工箇所 厚さ(㎜) 単板の樹種名 接着の程度

板面の品質

ﾗﾜﾝ

施工
箇所

厚さ
(㎜)

等級
単板の
樹種名

接着の程度
間伐材
の適用

防虫処理 強度等級

間伐材
の適用

施工箇所 厚さ(㎜)
化粧板に使用する
単板の樹種名

適ࠉ用ࠉ部ࠉ材
間伐材
の適用

接着の程度
化粧薄板の
厚さ(㎜)

見付け材
面数

単板の
樹種名

接着の
程度

板面の品質 防虫処理

防虫処理

施工箇所 品名 樹種名 寸法(㎜)
化粧薄板の
厚さ(㎜)

見付け材
面数

見付け材面
の品質

寸法(㎜)

寸法(㎜)
間伐材
の適用

表面の品質
間伐材
の適用

強度等級 種別
接着性能
(使用環境)

樹種

間伐材
の適用

ラワン

施工箇所 品名 樹種名

寸法(㎜)品ࠉ名施工箇所

表裏面の状態による
区分

曲げ強さ
による区分

耐水性による
区分

寸法(㎜)

間伐材
の適用

接着の程度施工箇所

間伐材
の適用

等級

間伐材
の適用

保存処理施工箇所 含水率

保存処理

防虫処理
間伐材
の適用

含水率

含水率
間伐材
の適用

保存処理

含水率寸法(㎜)施工箇所

施工箇所 寸法(mm)

施工箇所 等級寸法(㎜)

見付け材面
の品質

窓枠 ラワン

樹種施工箇所

宿泊室（Ａ）

宿泊室（Ｂ）

見付け材面数寸法(㎜)品名

含水率寸法(㎜)樹種施工箇所
見付け材面
の品質

見付け材面
の品質

間伐材
の適用

含水率表面の品質 防虫処理
間伐材
の適用

施工箇所 品名

処理の方法 薬剤の種類

施工箇所 寸法(㎜)

等級寸法(㎜)

造作材の材面の品質

施工箇所



ビニル幅木 [6.8.2] せっこうボード、 [6.13.2、3] 壁紙張り [6.14.2、3] 標準的な曲がりの役物は一体成形とする

材質の種類 軟質 硬質 その他ボード及び 合板類、MDF及びﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ、接着剤のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞの放散量 ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 F☆☆☆☆

高さ(㎜) 60 75 100 合板張り F☆☆☆☆ 試験張り 行う 行わない

厚さ(㎜) 1.5以上 見本張り 行う 行わない

カーペット敷きᑥ 木質系ｾﾒﾝﾄ板ᑥ 硬質木毛ｾﾒﾝﾄ板 15 20 25 内装壁ﾀｲﾙ接着剤張りに使用する有機質接着剤のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量

ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 普通木毛ｾﾒﾝﾄ板 15 20 25 F☆☆☆☆

ﾙｰﾌﾟﾊﾟｲﾙ 第一種 500×500 6.5 帯電防止 繊維強化ｾﾒﾝﾄ板 けい酸ｶﾙｼｳﾑ板 突付け 目透し 不燃 準不燃 セルフレベリング材

第二種 及び ﾀｲﾌﾟ2(無石綿) 6 8 不燃 準不燃 塗り 種類及び品質 せっこう系 ｾﾒﾝﾄ系

ｶｯﾄﾊﾟｲﾙ 第一種 500×500 6.5 防汚加工品 化粧けい酸ｶﾙｼｳﾑ板 910×2,730 不燃 準不燃

第二種 ﾀｲﾌﾟ2(無石綿) 目地 目透しｼｰﾘﾝｸﾞ工法 標準塗厚(㎜)

ｶｯﾄ、ﾙｰﾌﾟ併用 第一種 500×500 6.5 ｼﾞｮｲﾅ工法 ﾓﾙﾀﾙﾌﾟﾗｽﾀｰ面の下地調整 RA種 RB種

第二種 ( ｱﾙﾐ製 樹脂製 ) ｺﾝｸﾘｰﾄ面の下地調整 RA種 RB種 フリーアクセス

厚さ 6(不燃) 8(不燃) せっこうﾎﾞｰﾄﾞ面の下地調整 RA種 RB種 フロア

色柄 無地 柄物

仕上げ UV塗装 ｼｰﾄ張り モルタル塗り [6.15.3、5、6] 450角以上 100 3000 帯電防止床ﾀｲﾙ

ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄの敷き方 突板張り 一般塗装 モルタル 現場調合材料 600角以上 120 5000 ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ

（平ࠉࠉ場） 市松敷き 模様流し 火山性ｶﾞﾗｽ質複層板 既調合材料 （材料： ）

（階段部分） 市松敷き 模様流し 繊維板ᑥ 450角以上 100 3000 帯電防止床ﾀｲﾙ

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞᑥ 既製目地材 設ける 施工箇所 （ ） 600角以上 120 5000 ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ

見切り、押え金物 吸音材料 ﾛｯｸｳｰﾙ化粧吸音板 突付け 形状 （ 図示 ）

材質 （ ） ﾌﾗｯﾄﾀｲﾌﾟ 設けない 450角以上 100 3000 帯電防止床ﾀｲﾙ

種類 （ ） 9(不燃) 12(不燃) 600角以上 120 5000 ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ

形状等 図示 床の目地 設ける

凹凸ﾀｲﾌﾟ 目地の種類 押し目地

合成樹脂塗床 [6.10.2～3] 12(不燃) 15(不燃) 目地割り 2㎡程度 適用地震時水平力

19(不燃) 最大目地間隔 3m程度 １階及び地階 0.6G以上

厚膜型塗床材 平滑仕上げ 300×600 455×910 設けない 中間階（ ～ 階） 0.6G以上 1.0G以上

弾性ｳﾚﾀﾝ樹脂系塗床 防滑仕上げ ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音ﾎﾞｰﾄﾞ 25(厚手ｶﾞﾗｽｸﾛｽ) 最上階（ 階） 1.0G以上

つや消し仕上げ 32K 留め付け材(樹脂製ﾌﾟﾗｸﾞ@300程度) タイル張り [6.16.2～4]

厚膜型塗床材 薄膜流し展べ工法 平滑仕上げ 伸縮調整目地の位置 床ﾀｲﾙ 縦、横とも4m以内ごと 帯電防止床ﾀｲﾙ

ｴﾎﾟｷｼ樹脂系塗床 厚膜流し展べ工法 防滑仕上げ せっこうﾎﾞｰﾄﾞ製品 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ 突付け(ﾍﾞﾍﾞﾙｴｯｼﾞ) 継目処理 図示 置敷ﾀｲﾌﾟ ﾊﾟﾈﾙ一体ﾀｲﾌﾟ

樹脂ﾓﾙﾀﾙ工法 12.5(不燃) 15(不燃) 床ﾀｲﾙ以外 図示 （ﾊﾟﾈﾙ一体ﾀｲﾌﾟ以外の仕上げ材は、別途内装工事とする）

薄膜型塗床材 平滑仕上げ 910×2,730 910×1,820

不燃積層せっこう 突付け 伸縮調整目地のｼｰﾘﾝｸﾞ材、目地寸法は改修特記標準仕様書３章による 寸法精度 標準仕様書(20.2.2)(b)(5)(ⅰ)～(ⅲ)による

塗料のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 F☆☆☆☆ ﾎﾞｰﾄﾞ 9.5(不燃) 厚ࠉさ ±0.5㎜

化粧無し(下地張り用) ｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙによるﾀｲﾙ（ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ）張り 平坦度 ﾊﾟﾈﾙ周辺部1.0ࠉ㎜以下

フローリング張りᑥ [6.11.2～6][表6.11.1～5] 化粧有り(ﾄﾗﾊﾞｰﾁﾝ模様) ﾀｲﾙの形状、寸法等 図心と各頂点を結ぶ線上部2.0ࠉ㎜以下

単層ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ（ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ1等） 450×910 910×910

工法 釘留め工法 （ 根太張り 直張り ） 接着工法 ｼｰｼﾞﾝｸﾞせっこう 12.5(不燃) 表面仕上材の品質、性能は標準詳細図19章による

樹種 なら ﾎﾞｰﾄﾞ

間伐材等の適用 適用する 適用しない 強化せっこうﾎﾞｰﾄﾞ 12.5(不燃) 15(不燃) 床ﾊﾟﾈﾙの材質 ｱﾙﾐ合金ﾀﾞｲｶｽﾄ製、ｽﾁｰﾙ製又は複合材等

ﾄﾗﾊﾞｰﾁﾝ模様9.5ࠉ（準不燃）

単層ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ（ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ1等） 9.5 ｽﾛｰﾌﾟ及びﾎﾞｰﾀﾞｰ 製造所の仕様による 図示

樹種 合板類 普通合板ᑥ 表面の樹種名

厚さ 板面の品質 配線用取り出しﾊﾟﾈﾙ

大きさ 厚さ 図示 ﾌﾘｰｱｸｾｽﾌﾛｱ全体面積に対する設置割合

間伐材等の適用 適用する 適用しない 接着の程度 1種 2種 50％以上 20～30％

防虫処理 行う 行わない 配線取り出し開口

複合ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ 天然木化粧合板ᑥ 化粧板の樹種名 ﾊﾟﾈﾙ1枚につき、40㎜×80㎜程度の開口1箇所以上 図示

工法 釘留め工法 （ 根太張り 直張り ） 接着工法 厚さ 図示 標準的な曲がりの役物は一体成形とする 空調用吹き出し(吸い込み)ﾊﾟﾈﾙ

樹種 なら 接着の程度 1種 2種 なし あり（形式、施工箇所：図示）

種別 A種 B種 C種 防虫処理 行う 行わない 試験張り 行う 行わない

間伐材等の適用 適用する 適用しない 特殊加工化粧合板ᑥ 化粧加工の方法 見本張り 行う 行わない （性能・試験方法）

ｵｰﾊﾞｰﾚｲ ﾌﾟﾘﾝﾄ ﾛｰﾘﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ性能 適用しない

ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ及び接着剤のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 F☆☆☆☆ 塗装 既調合ﾓﾙﾀﾙ 適用する

表面性能 ﾓﾙﾀﾙ下地としたﾀｲﾙ工事に使用する張付け用ﾓﾙﾀﾙとして、ｾﾒﾝﾄ、細骨材 適用室（

接着工法の場合の裏面緩衝材 厚さ 図示 、混和剤を予め工場において所定の割合に配合した材料となる ﾛｰﾘﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ性能については所定荷重1,000N(5,000Nの積載荷重は1,000N

合成樹脂発泡ｼｰﾄ 接着の程度 1種 2種 （品質・性能・試験方法） 建築材料等品質性能表による 以上(任意))による繰り返し試験後、残留変形3.0㎜以下であること(ﾊﾟ

防虫処理 行う 行わない ﾈﾙ面に目視による著しいわだち及び損傷がないこと。かつ、使用上有害

現場塗装仕上げ その他のﾎﾞｰﾄﾞ類 ﾒﾗﾐﾝ樹脂化粧板 JIS�K�6903による 既調合目地材 ながたつきがないこと）

ｳﾚﾀﾝ樹脂ﾜﾆｽ塗り ｵｲﾙｽﾃｲﾝの上、ﾜｯｸｽ塗り 1.2 （品質・性能・試験方法） 建築材料等品質性能表による

生地のまま、ﾜｯｸｽ塗り ２重床用複合ｱｳﾄﾚｯﾄ用開口

有機系接着剤によるﾀｲﾙ（ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ）張り 適用室 （

畳敷き [6.12.2] ﾀｲﾙの形状、寸法等 開口の数 ﾌﾛｱ面積8㎡につき1ヶ所かつ予備開口を14㎡につき1ヶ所

種別 A種 B種 C種 D種 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ等の下地 図示 開口の大きさ 以下の仕様が入ったｱｳﾄﾚｯﾄが収まる大きさ

（畳床： KT-Ⅰ KT-Ⅱ KT-Ⅲ KT-K KT-N ） （電源）ｺﾝｾﾝﾄ:2P15A接地極付×2

せっこうﾎﾞｰﾄﾞの目地工法 仕上げ表による （電話）情報用ﾓｼﾞｭﾗｰｼﾞｬｯｸ:8極8芯×1

下地の種類 標準仕様書(表16.6.1)による床組 取付方法 ﾌﾘｰｱｸｾｽﾌﾛｱ製造所の仕様とする

ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ床下地（ﾉﾝﾌﾛﾝ）ᑥ 遮音シール材 適用する ｱｸﾘﾙ系又はｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ材

ｼﾞｮｲｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ（JIS�A�6914）

適用しない

畳表及び畳床はﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ及びｽﾁﾚﾝを発散しないか、発散が

極めて少ない材料を使用したものとする 合板類の張付け A種 B種

A－8
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内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

設
ࠉ
計
ࠉ
者

株式会社ࠉｍ3那覇建築事務所

表面仕上材

Ａ棟１階

構造一級建築士： 6037�号
(A3) S=1/200

主任技術者： 本山ࠉ治美

国土交通省ࠉ九州地方整備局ࠉ営繕部一級建築士： 271307�号 <2024.08.30>

管理技術者：

寸法(㎜)

8ｍｍ
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施工箇所

壁紙の種類

防火性能
商ࠉ品ࠉ名

（ࠉ度ࠉ程ࠉ）

紙 繊
維

プ

ラ
ス
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勏

ク

無
機
質

内
装
改
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事
协
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き
卐

規格名称 種ࠉ類 JIS記号 厚さ(㎜)、規格等

HW

NW

0.8FK

1.0FK

0.8FK

DR

GB-L

GB-NC

GW-B

GB-R

GB-S

GB-F

せっこうﾗｽﾎﾞｰﾄﾞ

備ࠉ考

ｵｰﾌﾟﾝﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

種ࠉ別 施工箇所 工ࠉ法 仕上げの種類

ﾊﾟｲﾙの形状 種ࠉ類 施工箇所 寸ࠉ法 総厚さ(㎜)

化粧せっこうﾎﾞｰﾄﾞ GB-D



可動間仕切 (20.2.3) 床目地棒 (20.2.7) ブラインドボックス 再使用する 新設する 錆止め塗料塗り

床仕上げの異なる箇所には目地棒を入れる 及び 溝幅×深さ(㎜) 90×150 120×80 120×150 錆止め塗料塗りの種別

ｽﾃﾝﾚｽ製：⎾⏋型(幅40程度、厚1.5)�(標準詳細図4-31-1) カーテンボックス 150×80 図示

ｽﾀｯﾄﾞ式(内蔵) ﾒﾗﾐﾝ樹脂焼付 36未満 不燃 ｽﾃﾝﾚｽ製：6×12ࠉ(標準詳細図4-31-2) 材質 集成材（ 仕上げ： ） 鉄鋼面 EP-G以外 塗替え A種 C種

ｽﾀｯﾄﾞ式(露出) ｱｸﾘﾙ樹脂焼付 36以上 黄銅製：6×12�(標準詳細図4-31-2) ｱﾙﾐﾆｳﾑ製ࠉ押出型材（市販品） 新規見え掛り A種 A種

ﾊﾟﾈﾙ式 壁紙張り 表面処理 C-1 C-2 新規見え隠れ A種 B種

ｽﾀｯﾄﾞﾊﾟﾈﾙ式 手すり 皮膜等の種類 標準仕様書(表14.2.1)による EP-G 塗替え A種 B種 C種

集成材手すり 新規見え掛り A種 B種 A種

パネル内に取付ける建具 あり （ 図示 ） 鋼製 （ 仕上げ： ） 新規見え隠れ A種 B種 B種

なし 1段 35φ 45φ ﾀﾓ CL 亜鉛めっき面 EP-G以外 塗替え A種 B種 C種

2段 35φ コーナービード 新規鋼製建具等 A種 B種 A種

表面仕上材を壁紙張りとする場合の品質、性能は標準仕様書19章による （壁ﾎﾞｰﾄﾞ出隅保護 材質 ｱﾙﾐﾆｳﾑ押出型材差込型 EP-G 塗替え C種 C種

既製手すり（樹脂製） （金物ࠉ ｼﾙﾊﾞｰ 焼付 ｱﾙﾐ亜鉛合金ﾒｯｷ鋼板ࠉＤＰ 塗替え A種 B種 Ｃ種

ﾊﾟﾈﾙ材料のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 JIS�A�6512によりF☆☆☆☆以上 施工箇所 図示 ｱﾙﾐ面 DP 塗替え A種 B種 C種

O型(1段) 40φ ｱﾙﾐ合金製（心材共） 指づめ防止材共 塗装 [7.4～7.15]

ｶﾞﾗｽ留め材 ｶﾞｽｹｯﾄ ｼｰﾘﾝｸﾞ O型(2段) 34φ 天井見切縁

材質 ｱﾙﾐﾆｳﾑ押出型材 塩化ﾋﾞﾆﾙ製

移動間仕切 (20.2.4) 点字標示板 （ ）箇所 施工箇所 仕上げ表による 合成樹脂調合 木部屋外 B種 A種

ﾍﾟｲﾝﾄ塗り(SOP) 木部屋内 B種 B種

JIS�T�0921に基づく点字の表示原則及び表示方法による 天井点検口 塗料の種類 鉄鋼面 B種 B種 A種

平行方向 手動式 ﾌﾟｯｼｭ式 60程度 鋼板 焼付塗装 36未満 １類 亜鉛めっき鋼面 A種 B種

移動式 電動式 ﾊﾝﾄﾞﾙ式 100程度 壁紙張り 36以上 ﾎﾟﾘｶｰﾎﾞﾈｰﾄﾞ製 大きさ�120×150程度 厚さ�0.1程度 ｱﾙﾐﾆｳﾑ製 450×450 一般型 屋内外用 額縁ﾀｲﾌﾟ 額縁ﾀｲﾌﾟ ２類 (鋼製建具)

二方向 部分電 塩ﾋﾞ製 大きさ�100×125程度 厚さ�0.1程度 600×600 屋内用 目地ﾀｲﾌﾟ 目地ﾀｲﾌﾟ 亜鉛めっき鋼面 B種 B種

移動式 動式 気密型 (鋼製建具以外)

表面仕上材を壁紙張りとする場合の品質、性能は標準仕様書19章による ブラインド (20.2.12) （品質・性能・試験方法） 建築材料等品質性能表による ｸﾘｱﾗｯｶｰ塗り(CL) B種 A種 B種 A種

再利用する 新設する ﾌﾀﾙ酸樹脂ｴﾅﾒﾙ塗り(FE) ― ―

遮音性能は、JIS�A�6512に準拠し、中心周波数500Hzの音についての透過 床点検口 ｱｸﾘﾙ樹脂系非水分散形塗料塗り(NAD) B種 A種 B種 A種

損失とする 耐候性塗料塗り(DP) アルミ面 A種

横形 手動 ｷﾞﾔ式 ｱﾙﾐﾆｳﾑ 25 鋼製 図示 (底板) 鋼製 450×450 一般型 屋内外用 鍵付き 上塗り等級 Ａ 級

ﾊﾝｶﾞｰﾚｰﾙの取付け下地の補強 ｺｰﾄﾞ式 合金製ᑥ 600×600 密閉型 屋内用 鍵なし ｱﾙﾐ亜鉛合金めっき面 A種

取付け全重量の5倍以上の荷重に対して、使用上支障のない耐力及 操作棒式 (枠) ｱﾙﾐﾆｳﾑ製 上塗り等級 Ａ 級

び変形量となるように補強する 電動 カラー系 ｺﾝｸﾘｰﾄ面及び A-1種 B-1種

図示 縦形 手動 2本操作ｺｰﾄﾞ式 ｱﾙﾐｽﾗｯﾄ 80 ｱﾙﾐﾆｳﾑ 図示 (目地) ｽﾃﾝﾚｽ製 押出成形ｾﾒﾝﾄ板面 C-1種

1本操作ｺｰﾄﾞ式 ｸﾛｽｽﾗｯﾄ 100 合金製 つや有り合成樹脂 ｺﾝｸﾘｰﾄ面等 B種 A種 B種

移動間仕切の壁面当たり枠 電動 密閉型とは、ﾎﾞﾙﾄ、ﾅｯﾄ等ﾒｶﾆｶﾙ構造にﾊﾟｯｷﾝを装着したものとする ｴﾏﾙｼｮﾝﾍﾟｲﾝﾄ塗り 屋内の木部 B種 A種

適用する（製造所の仕様による） （品質・性能・試験方法） 建築材料等品質性能表による (EP-G) 屋内の鉄鋼面 B種 A種 B種

横型ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞにおいてｱﾙﾐﾆｳﾑ合金製の製品を使用する場合、ᑥの調達基準は 屋内の亜鉛めっき面 A種 A種

ﾗﾝﾅｰ 以下のとおりとする。 仕上塗材仕上げ 合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝﾍﾟｲﾝﾄ塗り(EP) B種 A種 B種

ﾊﾟﾈﾙ重量の5倍の荷重をﾊﾟﾈﾙ1枚に仕様するﾗﾝﾅｰ数で除した値に対し 建物内部に使用する塗料のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝ模様塗料塗り(EP-T) B種 A種 B種

て、耐力及び変形量が使用上支障のないものとする 70.0以下 40.0%以上 F☆☆☆☆ ｳﾚﾀﾝ樹脂ﾜﾆｽ塗り(UC) B種 A種 A種 B種

70.0～80.0以下 50.0%以上 ｵｲﾙｽﾃｲﾝ塗り(OS) ― ―

80.0以上 60.0%以上 仕上塗材の種類 塗料の種類 （ 油性 水性）

トイレブース (20.2.5) 木材保護塗料塗り(WP) B種 A種 B種 A種

ｽﾗｯﾄの材質 薄付け仕上塗材 内装薄塗材E 砂壁状じゅらく

ｱﾙﾐｽﾗｯﾄ 焼付け塗装仕上げ 内装薄塗材W 京壁状じゅらく つや有合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝﾍﾟｲﾝﾄ塗り（ｺﾝｸﾘｰﾄ面、ﾓﾙﾀﾙ面、ﾌﾟﾗｽﾀｰ面、せっこ

ﾒﾗﾐﾝ樹脂系化粧板 無地 幅木ﾀｲﾌﾟ 標準 ｱﾙﾐﾆｳﾑ製 ｸﾛｽｽﾗｯﾄ 消防法で定める防炎性能の表示がある特殊樹脂加工 軽量骨材仕上塗材 吹付用軽量塗材 砂壁状じゅらく うﾎﾞｰﾄﾞ面、その他ﾎﾞｰﾄﾞ面）の塗替えの場合のしみ止め

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ樹脂系化粧板 柄物 Ｒ ｽﾃﾝﾚｽ製 こて塗用軽量塗材 平たん状 改修標準仕様書[表7.9.1]の工程１の下塗りをしみ止めｼｰﾗｰとする

表面材と同罪 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品を使用する場

合はᑥとする
吊り方式 中心吊り、戸当たり付 材料 合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝﾍﾟｲﾝﾄ塗りの塗替えの場合のしみ止め

カーテン (20.2.14) 屋内で使用する塗料のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 F☆☆☆☆ 改修標準仕様書[表7.10.1]の工程１の下塗りをしみ止めｼｰﾗｰとする

ﾊﾟﾈﾙ材料のﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 JIS�A�6512によりF☆☆☆☆以上 再利用する 新設する

防火材料 屋内の壁、天井仕上げは防火材料とする。

視覚障害者用 (11.2.2)(19.2.2) ｼﾝｸﾞﾙ 片引き 手引き ﾌﾗﾝｽひだ 図示 次の箇所を除き防火材料とする（箇所： ） 高日射反射率塗料塗りᑥ
床タイル ﾀﾞﾌﾞﾙ 引分け ひも引き 箱ひだ、つまひだ

塩化ﾋﾞﾆﾙ製 300×300 7.0 電動 ﾌﾟﾚｰﾝひだ、片ひだ 下地調整

ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙᑥ 300×300 17程度 ｼﾝｸﾞﾙ 片引き 手引き ﾌﾗﾝｽひだ 図示 塗替えRB種の場合の既存塗膜の除去範囲 屋根用 １級 ３級 塗料製造所の

ﾚｼﾞﾝｺﾝｸﾘｰﾄ製 300×300 30 ﾀﾞﾌﾞﾙ 引分け ひも引き 箱ひだ、つまひだ 塗替え面積30％ 図示 高日射反射率塗料 ２級 仕様による

ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙᑥ 300×300 17程度 電動 ﾌﾟﾚｰﾝひだ、片ひだ

ﾚｼﾞﾝｺﾝｸﾘｰﾄ製 300×300 30 既存さび止め塗料の鉛含有調査 行う( 箇所) 行わない 下地調整（改修標準仕様書 表7.2.2 表7.2.3 ）

ｺﾝｸﾘｰﾄ製 300×300 60 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品を使用する場 RA種 RB種 RC種

合はᑥとする 下地調整（新規） 標準仕様書(18.2.1)素地ごしらえによる フッ素樹脂塗装

視覚障害者用ﾌﾞﾛｯｸ等の突起の形状及びその配列は、JIS�T�9251による 打放しｺﾝｸﾘｰﾄ面保護工法

暗幕ｶｰﾃﾝの両端、上部及び召し合せの重なり 300㎜以上 下地調整（塗替え） （下塗材） 水性ࠉ浸透性吸水防止材

樹脂系点字鋲（ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ用） （上塗材） 水性ﾌｯ素樹脂ｸﾘｱｰ 水性ﾌｯ素樹脂ｶﾗｰｸﾘｱｰ

寸法 300角 500角 カーテンレール 木部 不透明塗料塗りの場合はRB種 ―

色 黄色 再使用する 新設する 焼付塗装

材種 ｱﾙﾐﾆｳﾑ製又はｱﾙﾐﾆｳﾑ合金の押出成形材 ｽﾃﾝﾚｽ製 鉄鋼面 RB種 ― 素材 焼付種別 仕上げ ｺｰﾄ ﾍﾞｰｸ 部ࠉ位

樹脂系点字鋲の留付は、両面からの挟み込みﾎｯｸ式又は接着式 型式 ｼﾝｸﾞﾙ ﾀﾞﾌﾞﾙ 片引き 引分け 亜鉛めっき面 RB種 ― ｱﾙﾐﾆｳﾑ ﾌｯ素樹脂 ｿﾘｯﾄﾞ

強さによる区分 10-90 亜鉛めっき面(鋼製建具等) RB種 ― ｳﾚﾀﾝ樹脂 ﾒﾀﾘｯｸ

階段滑り止め (20.2.6) 仕上げ ｱﾙﾏｲﾄ ﾓﾙﾀﾙ、ﾌﾟﾗｽﾀｰ面 RB種 行う 行わない ｱｸﾘﾙ樹脂

材種 ｽﾃﾝﾚｽ製 黄銅製押出形材 形状 角形 ｺﾝｸﾘｰﾄ面(DP以外)、 RB種 行う 行わない ｽﾃﾝﾚｽ ﾌｯ素樹脂 ｿﾘｯﾄﾞ

ｱﾙﾐﾆｳﾑ製押出形材 ALCﾊﾟﾈﾙ面 ｳﾚﾀﾝ樹脂 ﾒﾀﾘｯｸ

押出成形ｾﾒﾝﾄ板面 RA種 RB種 RC種 行う 行わない ｱｸﾘﾙ樹脂

滑り止め材 形状 ひも型 ﾀｲﾔ型 ｺﾝｸﾘｰﾄ面(DP) RB種 RC種 行う 行わない 亜鉛めっき鋼板 ﾌｯ素樹脂 ｿﾘｯﾄﾞ

材質 ｺﾞﾑ又は合成樹脂 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ面及び RB種 ｳﾚﾀﾝ樹脂 ﾒﾀﾘｯｸ

その他ﾎﾞｰﾄﾞ面 ｱｸﾘﾙ樹脂

取付け工法 接着工法 埋め込み工法 ｱﾙﾐﾞ面 RB種 ―

幅(㎜) 図示

端部ﾌﾗｯﾄｴﾝﾄﾞ あり なし
A－9
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―

施工箇所

材ࠉ種

寸ࠉ法材ࠉ種

塗
装
改
修
工
事

7

寸ࠉ法

日射反射率明度L*値

形ࠉ式 径 ﾌﾞﾗｹｯﾄ 仕ࠉ上

形ࠉ式 径 材ࠉ種 仕ࠉ上

白・アイ
ボリー系

ｽﾗｯﾄの材種
ｽﾗｯﾄ幅
(㎜)

ﾎﾞｯｸｽ、ﾚｰﾙ
の材種

幅、高さ、
取付箇所、

色

内ࠉ枠外ࠉ枠形ࠉ式

備ࠉ考型ࠉ式

6 6 6 7

内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

塗
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

構造形式による種類
鋼製基材の種類

ﾊﾟﾈﾙ表面材
の仕上げ

遮音性
(db/500HZ)

防火性能
ｽﾀｯﾄﾞ ﾊﾟﾈﾙ

内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

塗装の種類 塗ࠉ装ࠉ面
工ࠉ程

塗ࠉ替ࠉえ 新ࠉ規

形式 操作方法 種類

塗ࠉ料ࠉそࠉのࠉ他

規格番号 規格名称 種類 等ࠉ級

塗付け量
（㎏/㎡)

２種

工ࠉ程

塗料塗り

塗料の種別 工程の種別塗ࠉ装ࠉ面

主任技術者： 本山ࠉ治美

一級建築士： 271307�号 国土交通省ࠉ九州地方整備局ࠉ営繕部 <2024.08.30>

設
ࠉ
計
ࠉ
者

株式会社ࠉｍ3那覇建築事務所

管理技術者： 川本ࠉ雅史
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構造一級建築士： 6037�号
(A3) S=1/200

JIS�K�5675

下地面の種類 下地調整の種別 ひび割れ部の補修

種ࠉ類 呼ࠉびࠉ名 防火材料 仕上げの形状等

形ࠉ式 開閉操作 ひだの種類 商品名(程度) 取付箇所



床型枠用鋼製ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ 標準仕様書、6章8節に規定する床型枠鋼製ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄを対象 屋上緑化ｼｽﾃﾑ 標準仕様書、23章5節屋上緑化及び改修標準仕様書9章6節に規定する屋上緑化改修工

機器の基礎 電気関係 配電盤・制御盤の基礎 屋内 昇降機関連 機械室・昇降路の躯体 鉄骨柱下無収縮ﾓﾙﾀﾙ 標準仕様書、7章2節に規定する柱底均しﾓﾙﾀﾙを対象 事を主とし、区分は下記による

屋外 機械室の床開口 無収縮ｸﾞﾗｳﾄ材 改修標準仕様書、8章2節に規定する無収縮ｸﾞﾗｳﾄ材とし、主として耐震補強工事及び ① 屋上緑化ｼｽﾃﾑ(板状成形品ﾀｲﾌﾟ)

屋上 機械室の床配管ピット・蓋 逆打ち工事に使用される物を対象 ② 屋上緑化軽量ｼｽﾃﾑ

自家発電機の基礎 機械室の上げ床コンクリート打設・仕上 乾式保護材(防水立上部) 標準仕様書、9章2節に規定する乾式保護材を対象 ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄ 一般庁舎の屋上に単体で設置するもので、ｶﾞﾗｽ等を採光部に用いた小規模の既製金

ﾃﾚﾋﾞｱﾝﾃﾅの基礎 巻上機周囲のチェッカープレート敷 既製調合ﾓﾙﾀﾙ(ﾀｲﾙ工事用) 標準仕様書、11章2節に規定する既製調合ﾓﾙﾀﾙを対象 属部材による製品(開口部は最大2,000mm角または、長辺が3,000mm以下のもの)とし

避雷針の基礎 昇降路内ピット防水・集水桝 既製調合目地材 標準仕様書、11章2節に規定する既製調合目地材とし、主として外装用を対象 30分以上の耐火性能を有するものを対象。また、耐火性の無い、透光性の合成樹脂

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙの基礎 点検用タラップ ﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝ 標準仕様書、13章5節に規定するﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝとし、ｺﾝｸﾘｰﾄ打ち込みﾀｲﾌﾟを対象 系成形ﾄﾞｰﾑ等を持つ製品であっても、下部に網入りｶﾞﾗｽを用い、30分以上の耐火性

特記した基礎 各階出入口穴あけ・同補強 吸水調整材(ﾓﾙﾀﾙ用) 標準仕様書、15章3節に規定する吸水調整材を対象 能を有するものは対象。ただし、大型のｱﾄﾘｳﾑや、特別の形状を持つ特注品及び上部

スリーブ ｱﾙﾐﾆｳﾑ製建具 標準仕様書、16章2節に規定するｱﾙﾐﾆｳﾑ製建具とし、一般的なﾋﾞﾙ用建具を対象。 に人が乗ることを想定したものは対象外

機械関係 受水ﾀﾝｸ及び高置ﾀﾝｸの基礎 三方枠取付・枠廻り埋戻し・同補強 新たに形材を製作するものや金属ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ及び防音ｻｯｼは対象外。但し、断熱ｻｯｼに ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ 改修標準仕様書、4章2節に規定するﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙを対象とし、ｺﾝｸﾘｰﾄ打ち放し

冷却塔の基礎 出入口扉・三方枠及び幕板 ついては③(C種におけるH-3以上)を対象 仕上げ外壁、ﾓﾙﾀﾙ塗り仕上げ外壁及びﾀｲﾙ張り仕上げ外壁に適用するもの

特記した基礎 昇降路がＳ造の時の出入口扉・三方枠及び幕板の固定用鋼材 ① �70-200-8-35�(A種） を対象

昇降路の中間ビーム、ブラケット、レールブラケット支持柱、他昇 ② �70-240-8-35�(B種）  b 鋳鉄製ふた(ﾏﾝﾎｰﾙふた、弁桝ふた) 公共建築工事標準仕様書(機械設備工事編)の当該事項に規定するﾏﾝﾎｰﾙふた・弁桝ふ

開口部 ＲＣ梁の貫通部 補強 降路内の鋼製部材一式 ③ 100-280-2-50�(C種） たを対象

スリーブ 昇降路がＳ造の時の中間ビーム及びブラケットの受けピース 鋼製建具 標準仕様書、16章4節に規定する鋼製建具(標準型鋼製建具を含む)を対象とし、建具

鉄骨梁の貫通部 補強 機械室大梁又は昇降路内にフックの取付(フック含む) の分類は下記による

スリーブ ホール押釦・インジケータ・鋼索などの壁開口 ① 鋼製建具(簡易気密型を除く)

ＲＣ造床及び壁の貫通部 補強 機械室・昇降路内換気設備 ② 鋼製建具(簡易気密型)

スリーブ 点検用コンセント・煙感知器 鋼製軽量建具 標準仕様書、16章5節に規定する鋼製軽量建具（標準型鋼製軽量建具を含む)を対象

型枠 エレベーター制御盤までの動力・照明用電源、アース、火災時管制運転 とし、建具の分類は下記による

デッキプレートの貫通部 補強 要信号、非常用発電時管制運転信号、拡声設備（館内放送用）配管・ ① 鋼製軽量建具(簡易気密型を除く)

切込 配線工事 ② 鋼製軽量建具(簡易気密型)

軽量鉄骨下地天井及び壁の開口部 補強 エレベーター制御盤からエレベーター監視盤又はエレベーター警報 ｽﾃﾝﾚｽ製建具 標準仕様書、16章6節に規定するｽﾃﾝﾚｽ製建具を対象とし、筒易気密型は対象外

補強を要する切込 盤までの配管・配線工事 錠前類 標準仕様書、16章8節に規定する錠前類及び標準型建具用のﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙを対象とし、

補強を要しない切込 エレベーター警報盤又はエレベーター監視盤からエレベーター内監視 下記による。なお、ｸﾞﾚﾓﾝ錠は対象外とする。

埋込形盤類及び箱類の型枠 カメラまでの配管・配線工事 ① ｼﾘﾝﾀﾞ箱錠 (ｼﾘﾝﾀﾞ箱錠) 標準型建具用を含む

上記の開口部の墨出し (※1) 監視カメラ用の監視装置からエレベーター警報盤又はエレベーター監視 (ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙ) 標準型建具用を含む

穴埋め補修(型枠の穴埋めを含む) (※1) 装置までの配管・配線工事 ② ｼﾘﾝﾀﾞ本締り錠

フリーアクセスフロアの複合アウトレット用開口(工場加工) ｸﾛｰｻﾞｰ類 標準仕様書、16章8節に規定するｸﾛｰｻﾞｰ類を対象とし、下記による

フリーアクセスフロアの予備開口(工場加工)及びプレート ① ﾄﾞｱｸﾛｰｻﾞｰ(標準型建具用を含む)

(※1)墨出し、穴埋め補修は、スリーブ工事を行う施工者が実施する。 エレベーター警報盤又はエレベーター監視盤までの保守遠隔監視用 ② ﾋﾝｼﾞｸﾛｰｻﾞｰ

点検口 床、壁、天井 (電話回線)の配管工事 ③ ﾌﾛｱﾋﾝｼﾞ

外部取付ガラリ ダクト、チャンバーの接続用フランジを含む エレベーター監視盤からエレベーター警報盤までの緊急地震速報用 自動ﾄﾞｱ機構 標準仕様書、16章9節に規定する自動ﾄﾞｱ開閉装置(引き戸用)を対象とし分類は

湯沸室のフード の配管工事 下記による。

換気扇 本体 動力計測用電力計から自動制御盤までの配管・配線工事 ① 駆動装置

取付枠 昇降路内の仮設物 ② 検出装置

流し台 本体(排水トラップ共) ③ 車椅子使用者用便房用駆動装置

水栓 自閉式上吊り引戸機構(手動開き式) 標準仕様書、16章10節に規定する自閉式上吊り引戸装置とし、主として身体障がい

防油堤 オイルサービスタンクの防油堤、タンク基礎 者等が使用する一般庁舎等の事務室の出入口、屋内用、屋外用の身体障がい者用便

地下ﾀﾝｸ貯蔵所 主燃料槽(自家発用) 所の出入口を対象

オイルタンク(空調用) 重量ｼｬｯﾀｰ 標準仕様害、16章11節に規定する重量ｼｬｯﾀｰを対象とし、種類は下記による

タンク室(躯体、土工事) ① 用途による種類：管理用ｼｬｯﾀｰ、外壁用防火ｼｬｯﾀｰ、屋内用防火ｼｬｯﾀｰを対象とし

屋内床下各種水槽等のマンホールふた 防炎ｼｬｯﾀｰは対象外

屋外排水管 雨水 ② 開閉機能による種類：上部電動式(手動併用)及び上部手動式を対象

汚水、雑排水 ③ ｽﾗｯﾄの形式による種類：ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ形を対象とし、ｵｰﾊﾞｰﾗｯﾋﾟﾝｸﾞ形は対象外

雨水立管 (たてどい) 軽量ｼｬｯﾀｰ 標準仕様書、16章12節に規定する軽量ｼｬｯﾀｰを対象とし、開閉形式による種類は上

雨水集水管 (ナイフゲート弁以降) 部電動式(手動併用)、手動式を対象

便所内に設置する手すり ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾄﾞｱ 標準仕様書、16章13節に規定するｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾄﾞｱを対象とし、

便所内に設置する手すり(衛生器具ユニットに含まれる場合) JIS�A�4715「ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾄﾞｱ構成部材」による種類は下記による。

はめ込形洗面器用カウンター ① ｾｸｼｮﾝ材料による区分：ｽﾁｰﾙﾀｲﾌﾟ、ｱﾙﾐﾆｳﾑﾀｲﾌﾟ、ﾌｧｲﾊﾞｰｸﾞﾗｽﾀｲﾌﾟを対象

鏡 ② 開閉方式による区分：ﾊﾞﾗﾝｽ式、ﾁｪｰﾝ式、電動式を対象

ガスボンベ転倒防止用の鎖 ③ 強さによる区分：強さの区分50、75、100、125を対象

電気配管配線 機器などへの１次側配管配線及び接続 ④ 収納形式による区分：ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ形、ﾛｰﾍｯﾄﾞ形、ﾊｲﾘﾌﾄ形、ﾊﾞｰﾁｶﾙ形を対象

機器などから操作ｽｲｯﾁ等への２次側配管及び埋込ボックス 防水剤 標準仕様書、15章3節に規定する建具廻り等に使用するﾓﾙﾀﾙに混入する防水剤を対象

機器などから操作ｽｲｯﾁ等への２次側配線及び接続 現場発泡断熱材 標準仕様書、19章9節に規定する現場発泡断熱材でノンフロンを対象。

自動制御盤と動力盤との渡り配管配線 ﾌﾘｰｱｸｾｽﾌﾛｱ 標準仕様書、20章2節に規定するﾌﾘｰｱｸｾｽﾌﾛｱとし、使用用途は一般庁舎等の高さ

個別パッケージの室内機、室外機の渡り配線(接地共) 600㎜以下を対象とし、分類は下記による。また、高さは600㎜以下を対象

煙感知器から連動制御盤を経て防煙ダンパーに至る配管配線 ① 3000N

小便器用節水装置の制御盤以降の２次側の配管配線 ② 5000N

フリーアクセスフロアの複合アウトレット取付及び配線 可動間仕切 標準仕様書、20章2節に規定する可動間仕切を対象とし国土交通省大臣認定の「耐火

防火扉レリーズ 構造間仕切」及び構造形式の空間の仕切り方のうち床置き形は対象外。また、

電極棒 対象の寸法は普通ﾊﾟﾈﾙとし、特注品及び大型ﾊﾟﾈﾙは対象外

ガス漏れ感知器 移動間仕切(ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾄﾞｱ) 標準仕様書、20章2節に規定する移動間仕切を対象とし、使用用途は主として一般庁

電気錠 電気錠及び通電金具(配線を含む) 舎用を対象

ＴＥＮキー及び制御盤 ﾄｲﾚﾌﾞｰｽ 標準仕様書、20章2節に規定するﾄｲﾚﾌﾞｰｽを対象とし、使用用途は主として一般庁舎

シャワーユニット、浴室ユニット、洗濯機パン 用を対象

システム天井 ボード・Tバー 天井点検口 標準仕様書、14章4節に規定する軽量鉄骨天井下地等に取付ける天井点検口を対象。

照明ライン設備プレート また外部軒天井に使用する場合は、その対応が可能なものを対象とする

空調ライン設備プレート 床点検口 一般庁舎等の屋内及び外部玄関ﾎﾟｰﾁ部分の歩行用としｺﾝｸﾘｰﾄ床ｽﾗﾌﾞ用を対象とし、

灌水装置(植栽用) 灌水コントローラー 寸法は600角程度までとする

灌水ボックス ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ 標準仕様書、21章2節に規定するものとし、一般庁舎の構内に使用するｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞとし

灌水コントローラーまでの１次側配管配線及び接続 ている。材質、用途による分類は下記による

灌水ボックスまでの１次側給水配管及び接続 ① 材質による分類：鋼製ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ、ｽﾃﾝﾚｽ製ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞを対象とする

② 用途による種類：溝ふた(横断用、側溝用)、ますふた用、かさあげ用、U字側

溝を対象とし、大ｽﾊﾟﾝ用及び荷重種別T-25用並びに床板用は対象外

主任技術者： 本山ࠉ治美

一級建築士： 271307�号

設
ࠉ
計
ࠉ
者

株式会社ࠉｍ3那覇建築事務所

管理技術者： 川本ࠉ雅史
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<2024.08.30>国土交通省ࠉ九州地方整備局ࠉ営繕部

エレベーター制御盤からエレベーター監視盤又はエレベーター警報
盤までの制御及びインターホンの配管・配線工事
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品ࠉ目



<ポリマーセメントスラリー> (試験方法) <床点検口> ﾌﾟﾚﾐｯｸｽ形及び現場調合形を対象とする。

ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰは以下の仕様を満足した製造所の製品とする。 JIS�A�6909「建築用仕上塗材」の7.10付着強さ試験に準じて行う。試験体をﾀﾞｲﾔﾓﾝ 評価の対象とした床点検口は、一般庁舎等の屋内及び外部玄関ﾎﾟｰﾁ部分の歩行用とし、ｺﾝ (品質・性能等)

ﾄﾞｶｯﾀｰを用いて、ﾀｲﾙ周辺に沿って下地板に達するまで切り込みを入れ、ｴﾎﾟｷｼ樹脂 ｸﾘｰﾄ床用ｽﾗﾌﾞ用を対象とする。また、寸法600㎜角程度までとする。 1) 材質等

接着剤で剛製ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄを接着し、引張試験機を用いて接着強さ試験を行う。なお、 1) 機能による分類 混和材 ｾﾒﾝﾄ系(酸化ｶﾙｼｳﾑ及びｶﾙｼｳﾑ・ｻﾙﾌｧ・ﾙﾐﾈｰﾄ等によって膨張する性質を利用するもの)とする。

<乾式保護材(防水立上部押出成形セメント板)> 接着強さの測定箇所は、試験体の中からまんべんなく5箇所を選び抜き取る。(全て ① 一般形(ﾊﾟｯｷﾝを装着しないもの及びｶﾞﾀﾂｷ防止用ﾊﾟｯｷﾝを装着したもの) ｾﾒﾝﾄ JIS�R�5210「ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ」に適合した普通又は早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄとする。

が0.6N/㎟以上を確保していること)また、試験後の部材破断位置の表示を下記から ② 密閉形(ﾎﾞﾙﾄ、ﾅｯﾄ等ﾒｶﾆｶﾙ構造にﾊﾟｯｷﾝを装着したもの) 砂 土木学会ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書に定められた品質を有するもので、特に精選されたものを絶対乾

選び明記する。 ③ 結露防止形 燥状態で使用しなければならない。

(試験方法) T：ﾀｲﾙの母材破断 TM：既調合ﾓﾙﾀﾙとﾀｲﾙの界面破断 2) 使用箇所による分類 ただし、現場調合形に使用される砂の乾燥状態については、規定しない。

1) 試験室の状態は温度20±2℃、湿度65±10％の標準状態とする。 M：既調合ﾓﾙﾀﾙの母材破断 MG：既調合ﾓﾙﾀﾙと下地板の界面破断 ① 屋内外用 ： 屋外及び屋内の水掛り部分並びに多湿な箇所の床に設けるもの 2) 品質・性能

2) 注入試験 G：下地板の母材破断 で、特に防錆措置を講じた製品とする。 ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ Jﾛｰﾄによる流化時間：練混ぜ完了から3分以内の値は、8±2秒

注入性試験用ﾓｰﾙﾄﾞ(内高700㎜、内法50㎜、間隙3㎜)を鉛直に支持し、片側面中央の注 ② 適用ﾀｲﾙが「小口ﾀｲﾙ・二丁掛けﾀｲﾙ」の場合 ② 屋内用 ： 上記以外で一般室内等の床に設ける製品とする。 ﾌﾞﾘｰｼﾞﾝｸﾞ 練混ぜ2時間後のﾌﾞﾘｰｼﾞﾝｸﾞ率は、2.0％以下とする。

・金属複合板 入口(11㎜φ)より内法8㎜のﾉｽﾞﾙを用いて水平方向に、試料は混練後10分及び40分の2 (試験体の作製) 3) 仕上げ材による分類 凝結時間 凝結開始時間：1時間以上、終結時間：10時間以内

種類の条件下で試験を行う。注入時の圧力は密閉ﾀﾝｸ内の空気圧が15N/㎝、ﾀﾝｸ吐出口 JIS�A�5371「ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品」に規定する普通平板N-300を下地板とし、表 ① 張物用 ： 形状がﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ、ﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙなどの張物に適したﾀｲﾌﾟのもの 膨張収縮(無収縮性) 材齢7日で収縮しないこと。

厚さ(mm) より上方50㎜の刻線から150㎜の刻線までｽﾗﾘｰが到着する間の時間t0(s)及び下方50㎜ 面をｻﾝﾄﾞﾍﾟｰﾊﾟｰを用いて軽く研磨した後、水浸しを行い直ちに1)で調製した試料を ② 充填用 ： 形状が陶磁器質ﾀｲﾙなど下地にﾓﾙﾀﾙ等を充填できるﾀｲﾌﾟのもの 圧縮強度 材齢3日：20.0N/㎟以上、材齢28日：40.0N/㎟以上

幅ࠉ(mm) の刻線までｽﾗﾘｰが到着する間の時間t4(s)を求める。拡がり速さ及び粘調係数は 厚さ7㎜になるように塗付ける。直ちにJIS�A�5209「ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ」に規定するﾀｲﾙで押 ③ 張物・充填用： 上下逆使用により上記1)、2)のいづれにも対応できるﾀｲﾌﾟのもの 塩化物量 0.30㎏/㎥以下

長さ(mm) 出又はﾌﾟﾚｽ成形による施ゆうの「小口ﾀｲﾙ108㎜×60㎜×12㎜」を4枚2列、計8枚を 4) 主要部材の材種 注)現場調合形について上記の各性能は、標準使用量及び標準配合における数値とする。

圧着する。その後、28日間、温度20±2℃、湿度80％以上の状態で湿空養生を行い、 ① 受け枠、蓋枠の材種 (試験方法)

これを試験体とする。 ｱﾙﾐﾆｳﾑ製、ｽﾃﾝﾚｽ鋼製、鋼製(防錆処理) 1) 東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路(旧:日本道路

(試験方法) (ただし、二重蓋の場合の中蓋は、上記のほか鋳鉄製等を含む。) 公団)規格(JHS)312-1999「無収縮ﾓﾙﾀﾙ品質管理試験方法」による。

ただし、Vu：上方向への拡がり速さ(㎝/s)、Vd：下方向への拡がり速さ(㎝/s) 「ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ」の場合と同様に行う。 ② 底板の材種 なお、ﾌﾟﾚﾐｯｸｽ形と現場調合形で混和材が同一の場合の試験はﾌﾟﾚﾐｯｸｽ形のみとする。

3) 保水試験 5) 接着強さ(温冷繰返し後)の試験方法 ｱﾙﾐﾆｳﾑ製、ｽﾃﾝﾚｽ鋼製、鋼製(防錆処理) 2) 塩化物量の試験は、JIS�A�1144「ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ中の水の塩化物ｲｵﾝ濃度試験方法」によ

ｶﾞﾗｽ板(200㎜×200㎜×5㎜)上に、JIS�P�3801「ろ紙(化学分析用)」に規定するろ紙( (試験体の作製) (品質・性能等) る。
曲げ強さ 標準時 直径185㎜)をのせ、その中心部にｺﾞﾑ型ﾘﾝｸﾞ(内法50㎜、外径85㎜、高さ10㎜)を設定す 「ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ」及び「小口ﾀｲﾙ・二丁掛けﾀｲﾙ」とも、各々4)接着強さ(標準時)の試験方 1) 品質
曲げﾓｰﾒﾝﾄ 凍結融解完了時 る。ﾘﾝｸﾞ内に試料を流し込み、ﾍﾗで盛り上がり部分をかきとり、蒸気ｶﾞﾗｽ板をその上 法の「試験体」と同様とする。
(※1) (ｻｲｸﾙ数) からのせて試料をはさみ、天地を逆にして静置し、60分後のろ紙への水分のしみだし (温冷繰返し試験) 受け枠材、・ ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金押出形材 ・ ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金押出形材 <屋上緑化ｼｽﾃﾑ(板状成形品ﾀｲﾌﾟ)>
吸水率 の長径及び短径を測定し、その平均値Dを求める。 「ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ」及び「小口ﾀｲﾙ・二丁掛けﾀｲﾙ」とも、各々JIS�A�6909に規定する「建築 蓋枠材 JIS�H�4100「ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金 屋内外用に同じ。 屋上緑化ｼｽﾃﾑは、以下の仕様を満足した製造所の製品とする。
吸水による長さ変化率 用仕上塗材」に7.11温冷繰返し試験に準じて行う。試験の手順は、試験体を20±2℃の 押出形材」のA6063S-T5又はこれらと ただし、その他の構成材(底板、補強材、 管理方法による区分 屋上緑化ｼｽﾃﾑ(板状成形品ﾀｲﾌﾟ)

難燃性 水中に18時間浸せきした後、直ちに-20±2℃の恒温器中で3時間冷却し、次いで50±3 同等の性能を有するもの。 ｺｰﾅｰﾋﾟｰｽ等)が屋内用の材質のもの。 有効土壌層の最大厚さ(㎝) 表示項目

4) 長さ変化試験 ℃の別の恒温器中で3時間加温し、この24時間を1ｻｲｸﾙとする操作を10回繰り返した後、 (同上表面処理) (同上表面処理) 有効土壌層の最大厚さの質量(N) 表示項目

鋼製円柱体ﾓｰﾙﾄﾞ(内径50㎜、内高100㎜)に試料を流し込み、ﾓｰﾙﾄﾞ上端を定規で水平に 試験室に2時間静置し、ひび割れ及び膨れの有無を目視によって調べる。 JIS�H�8602「ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金 屋内外用に同じ。 透水ﾌｨﾙﾀｰの材質及び透水性能試験専用 材質は、合成樹脂等で耐腐食性及び耐久性のあるもので

ならし、その中心部に5㎜×5㎜のｶﾞﾗｽﾌﾟﾚｰﾄをのせ、糸を直交させて張り押さえる。24 (温冷繰返し後の接着強さ試験方法) の陽極酸化塗装複合皮膜」のB種又は・ ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 土壌を用いた定水位透水試験での透水係あること。透水性能は、その週の数値が直前の週の数値

時間、20±2℃、65±10％RHに放置したのち、ﾓｰﾙﾄﾞ上端中心部の上下方向の長さ変化 「ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ」及び「小口ﾀｲﾙ・二丁掛けﾀｲﾙ」とも、各々温冷繰返し試験完了後の試験 JIS�H�8610「ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金 JIS�G�4305�SUS430又はこれらと同等の 数(㎝/s)の時間変化 より高い値を維持し、透水係数の上昇傾向を確認できる

⊿Lをﾏｲｸﾛﾒｰﾀｰ(1/100㎜)で求める。 体を、標準状態で2日間静置養生した後、標準時の接着強さ試験方法と同様に行う。 の陽極酸化皮膜」のAA15並びにこれ 性能を有するもの こと。

(全てが0.40N/㎟以上を確保していること) らと同等の性能を有するもの (目地ともの場合の表面仕上) 透水、排水層等構成材の主要材質 合成樹脂等で耐腐食性及び耐久性のあるものであること。

6) 長さ変化率の試験方法 ・ ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 屋内外用に同じ。 (保水層を有する場合は、保水層共)

5) 引張接着強さ JIS�A�6203「ｾﾒﾝﾄ混和用ﾎﾟﾘﾏｰﾃﾞｨｽﾊﾟｰｼﾞｮﾝ及び再乳化形粉末樹脂」9.9長さ変化率試験 JIS�G�4305「冷間圧延ｽﾃﾝﾚｽ鋼板及び・ 鋼製 排水層 植物の生育に必要な排水性能を持ち、通気性及び植え込

JIS�A�5371の附属書2に規定する普通平板N-300を下側にし、JIS�A�5430(繊維強化ｾﾒﾝﾄ に準ずる。 鋼帯」のSUS304、SUS430J1L、SUS443 a. JIS�G�3313「電気亜鉛めっき鋼板及 み土壌を支え、流出しない構造を持つこと。

板)に規定するｽﾚｰﾄﾎﾞｰﾄﾞ(s)(300㎜×300㎜×5㎜)の中心部の径11㎜の注入口より、注 7) 曲げ強さの試験方法 J1又はこれらと同等の性能を有する び鋼帯」の類にﾒﾗﾐﾝ樹脂焼付塗装等 排水層の鉛直方向の排水性能(ℓ/㎡・h) 240以上

入試験に準ずる方法で試料を鉛直方向に注入する。注入は、四隅の空気抜きのすべて JIS�A�6916「建築用下地調整塗材」7.11曲げ強さの試験に準ずる。 もの の防錆処理を行ったもの。 耐荷重性能 最大有効土壌層厚の単位面積当たりの重量の1.5倍以上、

剛性(※3) から試料がはみ出るまで続ける。材齢28日における引張接着試験を建研式引張接着試 試験室の状態：試験室は、温度20±2℃、湿度65±10％とする。 (目地ともの場合の表面処理) b. JIS�G�3313の鋼板に公共建築工事標 排水層の許容圧縮強度(N/㎡) かつ一般ﾒﾝﾃﾅﾝｽ時の上部歩行に際し破壊しないこと。3

ｽﾊﾟﾝ40㎝における単位幅1㎝あたりの曲げﾓｰﾒﾝﾄࠉ1※ 験を用いて行う。荷重速度は、毎秒20㎏とする。試験に先立ち、40㎜×40㎜角の鉄製 HL又は№2B仕上げ程度とする。 準仕様書表18.3.1及び表18.3.2のさ ×104以上の載荷重で破損・有害なひずみなど異常のな

明らかに吸水しないと認められるものは耐凍結融解試験を省略できるࠉ2※ ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄをｴﾎﾟｷｼ樹脂系接着剤で所定の試験箇所に、その硬化を見計る <既調合目地材> び止め塗料塗り等の防錆処理を行っ いこと。(保水層を有する場合は、保水層共)

I:製品の断面2次ﾓｰﾒﾝﾄࠉE:素材のﾔﾝｸﾞ係数ࠉ剛性＝E×Iࠉ3※ (品質・性能) たもの。 耐根層及び 耐根層 重ね合わせ部分を含め、ｸﾏｻﾞｻ等の地下茎伸長力の強い

ｽﾊﾟﾝ40㎝幅30㎝の中央曲げ時に荷重720Nの時、たわみが4㎜以下となる剛性ࠉ�ࠉ c. 上記a、b各々に同等の性能を有する 耐根層保護層 植物に対して３年以上の耐根性能を有し、かつ、耐腐食

(試験方法) 試験体個数は、5個とし、その平均値及び変動係数を求める。 もの。 性及び耐久性のあるものであること。

1) 寸法の測定方法 6) 曲げ試験 (試験方法) 耐根層保護層 材質は、合成樹脂等とし、耐腐食性及び耐久性を有し、

厚さ： 供試体の周辺から20㎜以上内側の四隅を0.05㎜まで測定出来る測定器で測り、 曲げ試験は、JIS�A�1171(ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙの試験方法)に準じ、試験体個数は3個とし、 1) 試験の条件 かつ、施工中及び施工後の耐根層を保護するものである

4点の平均値を求めてﾊﾟﾈﾙ厚さとする。 その平均値を求める。試験体成形後、温度21±3℃、湿度80％RH以上で24時間養生し、 試験室は、温度20±2℃、湿度65±5％RHの標準状態とする。また試験に使用する材料、 二重蓋の場合の中蓋 ・ 鋳鉄製：JIS�G�5501「ねずみ鋳鉄品」のFC150、FC200 こと。ただし、耐根層を保護ｺﾝｸﾘｰﾄ(絶縁ｼｰﾄも含む)の

幅： 供試体を平らな台に置き、供試体のほぼ中央1箇所の幅寸法をJIS�B�7512「鋼 脱型後27日間、1)試験条件に示す温湿度で養生した後、曲げ試験を行う。曲げ強度は、 器具などを、予め24時間以上標準状態に置いた後使用する。 ・ その他：塩化ﾋﾞﾆﾙ樹脂製等 下に設ける場合は省略することができるものとする。

製巻尺」に規定する目量が1㎜の1級ｺﾝﾍﾞｯｸｽﾙｰﾙ又は、JIS�B�7516「金属製直尺 次式により求める。 2) 試料の調製 目地材 ・ JIS�H�3100「銅及び銅合金の板並びに条」のC2600、C2720、C2801の類及 ｼｽﾃﾑ総重量(N/㎡) 土壌を除く(表示項目)

」に規定する目量が、1㎜の1級直尺を用いて測定する。 曲げ強度(N/㎟) 0.00234�×�Pmax Pmax：最大荷重(N) 正味質量と標準練り上がり量より、1.0～1.2Lの試料を練り上げるのに要する材料に相 びJIS�H�3250「銅及び銅合金の棒」のC3602、C3604の類又は同等の性能 保水層を有する場合の保水性能(ℓ/㎡) 保水空間体積(表示項目)

2) 曲げ強度試験は、JIS�A�1408「建築用ﾎﾞｰﾄﾞ類の曲げ及び衝撃試験方法」による。 7) 吸水試験 当する量の練りまぜ水を計算して用意する。 を有するもの。 水平方向排水性能(ℓ/㎡) 排水空間体積(表示項目)

試験体は、3号試験体とする。 6)と同様に作成した試験体を脱型後、温度20±2℃、湿度65±10％で27日間養生してか 練りまぜは、JIS�R�5210「ｾﾒﾝﾄの物理試験方法」11.2に規定する練り混ぜ機を使用し、 ・ JIS�G�4305「冷間圧延ｽﾃﾝﾚｽ鋼板及び鋼帯」のSUS304、SUS430J1L、SUS4 植栽 各種の栽培が対応可能な構造とするが種類については評

幅及び厚さは製品寸法とし、支持ｽﾊﾟﾝ長さは400㎜とする。試験方法は試験体の表面か ら吸水試験を行う。吸水直前の質量W0を求め、次に試験体を20±2℃の静水中に浸せき 練りばちに用意した水を入れ、攪拌しながら30秒間に材料を投入し3分間練り混ぜて試 43J1及びJIS�G�4308「ｽﾃﾝﾚｽ鋼線材」のSUS304又は同等の性能を有するも 価の対象とはしない。

らｽﾊﾟﾝ中央全幅に集中荷重を載荷し、試験体が破壊した時の最大荷重を測定する。同 し、72時間経過後、取り出し手早く試験体表面を湿布でふき、直ちに質量W1を求める。 料とする。 の。 再生材の利用 各材料の利用率の分析結果を確認し、表示項目とする

時に破壊時の中央部のたわみ量について、変位計を用いて測定する。測定項目につい 次式により吸水率を計算し、3個以上の平均値を求める。 3) 保水性(ろ紙法) 底板材、受け板材・ ・ ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 ・ ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 自動灌水装置 有 無

ては、凍結融解試験前と同試験100,�200,�300ｻｲｸﾙ完了後の合計4項目に亘って測定す JIS�R�3203「ﾌﾛｰﾄ板ｶﾞﾗｽ及び磨き板ｶﾞﾗｽ」に規定する磨き板(縦200㎜、横200㎜、厚さ 蓋枠材のｺｰﾅｰﾋﾟｰｽ及 JIS�G�4305のSUS304、SUS430J1L、SUS443J1 JIS�G�4305のSUS430又 有の場合は、装置名を記入し、装置の資料を提出する。

る。(窯業系ﾊﾟﾈﾙⅡ類は200ｻｲｸﾙまでとする。)なお、荷重を加える時の平均速度は1～ 5㎜)の上にJIS�P�3810「ろ紙(化学分析用)」に規定する5Aろ紙(直径18.5㎝)をのせ、 び底板補強材 又は同等の性能を有するもの。 はこれらと同等の性能 (試験方法等)

3分間で予想最大荷重に達する程度とする。 8) 耐久試験 その中央部に真ちゅう製ﾘﾝｸﾞ型わく(内径50㎜、高さ10㎜、厚さ3㎜)を設置し、2)で練 JIS�G�4308のSUS304又は同等の性能を有す を有するもの。 1) 透水ﾌｨﾙﾀの透水性能

3) 吸水率試験は、JIS�A�5430「繊維強化ｾﾒﾝﾄ板」に準じて行う。 耐久試験は、促進劣化処理として、1)温冷繰返し処理及び、2)乾湿繰返し処理の2種類 り混ぜた試料を金べらで平滑に詰め込む。その後、直ちにﾘﾝｸﾞ型わく上部にｶﾞﾗｽ板を るもの。 ・ 鋼製 ① JIS�A�1218「土の透水試験方法」の定水位透水試験に準じたｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸの透

4) 不燃の試験は、JIS�A�1321「建築物の内装材料及び工法の難燃性試験方法」に準じて の処理法を適用する。試験回数は、24時間を1ｻｲｸﾙとして10ｻｲｸﾙ行い、劣化の程度の判 当て上下を逆さにし、ろ紙部分が上部になるように静置する。10分後にろ紙へにじみ ・ ｱﾙﾐﾆｳﾑ板 a. 受け枠材、蓋枠材 水性試験装置の下部に試験体(透水ﾌｨﾙﾀ)をｾｯﾄし、その上に砂(JIS�A�5308「ﾚﾃﾞｨﾐ

行う。 定方法として、曲げ強さ(JIS�A�1171)の方法を適用する。 出した水分の広がりが最大と認められた方向とこれに直角な方向の長さをﾉｷﾞｽを用い JIS�H�4000「ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金の板及 の鋼製aに同じ ｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ」付属書Aに規定する砂及びｼﾙﾄ#250を容積比9:1の割合で混合し、高さ8

5) 吸水による長さ変化率試験は、試験体(幅40×長さ160㎜×素材厚さ)を乾燥機に入れ、 て1㎜まで測定する。試験は3回実施し、その平均値を用いて次式により保水率を求め び条」のA1100P�H24又は同等の性能を有す b. 受け枠材、蓋枠材 0㎜の試験容器に加圧せずに均一に充填する。

その温度を60±3℃に保ち24時間経過した後取り出してJIS�K�8123「塩化ｶﾙｼｳﾑ(試薬)」 る。 るもの。 の鋼製bに同じ (試験体1体)

に規定する塩化ｶﾙｼｳﾑ又はJIS�K�1464「工業用乾燥剤」に規定する品質に適合するｼﾘｶ <シリンダ本締まり錠> 保水率(％)�＝�50�/�平均値�×�100 注)�50：ﾘﾝｸﾞ型わくの内法(㎜) (同上表面処理) c. 受け枠材、蓋枠材 ② 常温で1日置いた後、上部より給水する。給水5日間連続後取り出して自然水切り

ｹﾞﾙで調湿したﾃﾞｼﾞｹｰﾀに入れ、常温まで冷却する。次に、試験片の標線間隔が140㎜に (品質・性能) 4) 単位容積質量 JIS�H�8602のB種又はJIS�H�8601B種又はJIS の鋼製cに同じ 2日とした給水ｻｲｸﾙを繰り返す。週2回を下回らない測定回数で圧力差の水頭差110

なるように標線を刻む。その後、1/150㎜以上の精度をもつｺﾝﾊﾟﾚｰﾀを用いて標線間の 1) 外観及び機能 2)で練り混ぜた試料を、JIS�A�1171「ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙの試験方法」の6.4に規定する方 H�8601のAA15並びにこれらと同等の性能を ㎜を保持したまま、1分間の透水量を計量し、透水係数を算出する。なお、乾燥工

長さを測定し、それを基準(L1)とする。次に試験片の長さ方向を水平にこば立てし、 ① 錠及びその付属品は、全体の形状が正しく、傷、鋳すなどがあってはならない。 法で求める。 有するもの。 程の試験室は室温20±3℃、湿度60±5％とする。

その上端が水平下役30㎜となるように保持して、常温の水中に浸せきする。24時間経 ② 操作は円滑で、必要以上のゆるみ、がたつきなどがあってはならない。 5) 長さ変化率 ・ 充填用は、補強材及びｺｰﾅｰﾋﾟｰｽの類がﾓﾙﾀﾙ ③ 水切り工程は試験体の入った試験装置を取り出し、試験室内に水が切れる状態で

過した後、試験片を水中から取り出して湿布で表面に付着した水を拭き取り、再び標 ③ 各部のばねは、弾力が適切でなければならない。 2)で調整した試料を用いてJIS�A�1171の7.8長さ変化率試験に従って行う。 内に埋め込まれる場合は鋼製も可とする。 保管する。

線間の長さ(L2)を測る。吸水による長さ変化率(ΔL)は次式によって求める。 ④ ｼﾘﾝﾀﾞはﾋﾟﾝﾀﾝﾌﾞﾗｰ又はﾛｰﾀﾘｰﾃﾞｨｽｸﾀﾝﾌﾞﾗｰとし、ﾀﾝﾌﾞﾗｰの本数は6本以上とする。 6) 吸水量 ﾊﾟｯｷﾝ材 ・ 塩化ﾋﾞﾆﾙ系ｺﾞﾑ、軟質塩化ﾋﾞﾆﾙ、ｸﾛﾛﾌﾟﾚﾝ、ｽﾎﾟﾝｼﾞﾗﾊﾞｰ及びｴﾁﾚﾝﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ等 ④ 各ｻｲｸﾙごとに透水係数の推移をｸﾞﾗﾌ化し、6週間を過ぎるまでにその週の数値が直

(ΔL)＝(L2－L1)/L1×100 ΔL：吸水による長さ変化率(％) ⑤ ﾊﾞｯｸｾｯﾄは下記による。 2)で調整した試料を用いてJIS�A�1404「建築用ｾﾒﾝﾄ防水剤の試験方法」の7.5に規定す 外枠と蓋枠の材質、形状に滴する弾力性、密着性を有するものとする。 前の週の数値より高い値を維持し、透水係数の上昇傾向を確認できれば目詰まり

L1：乾燥時の標線間の長さ(㎜) L2：吸水時の標線間の長さ(㎜) ｲ) 握り玉の場合は、60㎜以上 ﾛ) ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙの場合は、50㎜以上 る方法で24時間の吸水量を求める。試験体数は3個とし、その平均値とする。 ｱﾝｶｰ材 ・ 鋼製に電気亜鉛めっき又は防錆塗料を行ったもの又は同等の防錆性能を が解消方向にあると判断し、合格とする。

6) 耐凍結融解性能試験は、JIS�A�5422「窯業系ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ」の気中凍結水中融解法によっ ⑥ ﾃﾞｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄの出寸法は、17㎜以上とする。 有するもの。 ⑤ 試験開始後6週間、流水時間合計が30日を超えた時点で透水係数がまだ上昇に転じ

て行う。100,200,300各ｻｲｸﾙ完了時の曲げ強度測定及び外観の状態を観察する。(窯業 ⑦ 鍵付きのものは、3個のかぎを付属しなければならない。なお、ﾏｽﾀｰｷｰ、ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾏｽ 取っ手 ・ 黄銅鋳物製、黄銅製、ｱﾙﾐﾆｳﾑ押出形材・合金鋳物製、ｽﾃﾝﾚｽ鋳鋼品、ｽﾃﾝ ない場合は、その後も透水量が増加する方向へ向かうまで流水時間を延長して確

系ﾊﾟﾈﾙⅡ類は200ｻｲｸﾙまでとする。)凍結融解操作の試験条件は、試験片の切断小口面 ﾀｰｷｰ、ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝｷｰなどのｷｰｼｽﾃﾑが構築できること。 <天井点検口> ﾚｽ鋼製など堅牢な材質とする。 認することも可とする。この場合は申請者と協議するものとする。

をあらかじめｼｰﾙし、5～35℃の清水中に24時間浸せきさせた後、凍結融解試験装置の 2) 錠前類の性能 材質等 合成樹脂製等はｽﾃﾝﾚｽ鋼材、ｱﾙﾐﾆｳﾑ押出形材等で表面を被覆し、衝撃によ 2) 保水層の保水性能：保水空間体積の算定値または実測値による。

槽内に設置し、-20±3℃の気中で約2時間の凍結、20±3℃の水中で約1時間の融解を行 ① 性能は、評価委員会が認める試験機関でJIS�A�1541-1「建築金物－鍵－第１部：試 1) 内外枠の材質はｱﾙﾐﾆｳﾑ製とし、下記による。 る変形・割れが生じない構造のものとする。 （保水層を有する場合のみ）

う約3時間を1ｻｲｸﾙとする。 験方法」による試験を行い、その結果を確認している。但し、耐蝕性については確 ① ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金押出形材JIS�H�4100�A6063S又は同等の性能を有するものと 錠 ・ 黄銅製、ｽﾃﾝﾚｽ製、亜鉛合金製(ｸﾛﾑめっき)の類とする。 3) 排水層の排水性能：排水量の算定値または実測値による

7) 耐衝撃性能試譲は、JIS�A�1408「建築用ﾎﾞｰﾄﾞ類の曲げ及び衝撃試験方法」の衝撃性試 認していない。 する。 2) 許容差 4) 耐根層の耐根性能：3年間の実績資料の確認(その他)による。

験に準じて行う。試験体の支持装置は記号S2対辺単純支持方法による。試験体の大き ② 各試験における性能基準及び試験回数は、JIS�A�1541-2「建築金物－鍵－第２部： ② 表面処理：「ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金の陽極酸化被膜」JIS�H�8601（AA6)又は同等の 製品の寸法許容差�[単位：㎜] 5) 排水層の耐荷重性能

さは、4号(長さ長さ400㎜,幅300㎜)とする。おもりは、鋼製のなす形おもりとし、記 実用性能項目に対するｸﾞﾚｰﾄﾞ及び表示方法」のｸﾞﾚｰﾄﾞ3とし、下記により確認して 性能を有するものとする。 ① 最大土壌層の単位面積当たりの重量の1.5倍かつ3×104N/㎡の等分布荷重による加
号(W1-1000)、質量1000gとする。試験体を支持装置で支持して、堅固な床に水平に置 いる。 2) 内枠及び外枠のｺｰﾅｰﾋﾟｰｽ 圧試験を行い、排水層及び耐根層等に有害な変形・破壊の起きない事を確認する。

き、おもりをを試験体のほぼ中央の鉛直上1.0mから試験体の弱点部に自然落下させ、 性能試験項目 ① 鋼板に亜鉛めっき等の防錆処理を行ったもの又は同等の性能を有するものとする。 3) 性能 又その時の圧縮応力に対する歪み(％)を測定する。(保水層を有する場合は保水層

裏面に達する穴の「有・無」を確認する。金属複合板の残留変形量は最大くぼみ深さ ｷｰによる施錠機構の施解錠繰り返し試験 3) 外枠の取付け金物 ① 構造 も対象とする。)

を測定する。 ｷｰ抜き差し繰り返し試験 ① 吊り金物 ｲ) 加工は、受け枠・蓋枠とも四隅の接続部に目違い・ずれ・隙間等がない構造で ② 試験体は耐根層から透水層までを通常使用状態にｾｯﾄした3体とする。

ﾃﾞｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄの押込み強度試験 鋼板に亜鉛めっき等の防錆処理を行ったもの又は同等の性能を有するものとする。 あること。 加圧速度は10㎜/min以下とする。

ﾃﾞｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄの側圧強度試験 ② 同上取付ﾎﾞﾙﾄ ﾛ) 組立は、受け枠・蓋枠とも四隅の接続部を溶接接合及び留付補強材などにより (その他確認事項)

<ポリマーセメントモルタル> 鋼製に亜鉛めっき等の防錆処理を行ったもの又は同等の性能を有するものとする。 留付けた堅牢な構造であること。 実績は施工後3年間以上、かつ、施工面積100㎡以上の案件を1件以上含む販売実績5件以上

1) 性能 4) 内枠の仕上げ材留付金具 ﾊ) 閉鎖状態において蓋枠と受け枠に面外の目違いのない構造であること。また、 について下記事項を確認している。なお、複数の製品を申請している場合、材質・部材構

<既製調合モルタル> ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金押出形材、亜鉛めっき鋼板の類及びこれらと同等の性能を有す 蓋と受け枠の接触部は、歪みなく、歩行などに際してがたつきその他の支障が 成が異なるなど下記1)～5)の各項目について各々個別に確認を要するときは、その実情に

下がり量(㎜) ﾓﾙﾀﾙ下地としたﾀｲﾙ工事に使用する張付け用モルタルとして、ｾﾒﾝﾄ、細骨材、混和剤を予め るものとする。 生じない構造であること。 応じて別途確認している。

表面の状態 工事において所定の割合に配合した材料とする。 性能等 ﾆ) 錠付きの場合の施錠・解錠は、鍵又は開閉用ﾊﾝﾄﾞﾙ式とする。 当該の案件に対し、下記に関する最近の調査報告書を提出する。

曲げ強さ(N/㎟) (品質・性能) 1) 構造 ﾎ) ｱﾝｶｰは、四隅均等かつ堅固に固定できる位置にあること。 1) 植物の生育状態 ： 施行時と比べ順調に生育していること。

圧縮強さ(N/㎟) ① 加工は、外枠・内枠とも四隅の接続部に目違い・ずれ・隙間等がない構造である ② 試験性能 2) 耐根層の状態 ： 根が貫通したり、耐根層が痛んでいないこと。

標準条件 こと。 ｲ) 蓋中央部が荷重値Pn=1,000Nにおいて残留たわみが点検口の有効径の0.08%以内 3) 耐根層保護層の状態 ： 腐食、破壊されていないこと。

特殊条件 ② 組立は、外枠・内枠とも四隅の接続部に留付補強及び溶接等による堅牢な構造で であること。 4) 排水基盤の状態 ： 腐食、破壊されていないこと。

(試験方法) あること。 ﾛ) 受け枠・蓋その他に使用上支障がないこと。 (保水層を有する場合は保水層共)

透水性 表面の濡れ、水滴の付着がないこと。 1) 試験の調製 ③ 開閉操作は、容易であること。また、閉鎖状態では開閉部が振動などによる開口 ﾊ) 破壊荷重は、荷重値Pnの2倍以上であること。 5) 土壌の安定状態 ： 風雨で土壌が吹き飛ばされていないこと

1) 均質で有害と認められる異物の混入がないこと。 製造業者に定める、正味質量と標準練り上がり量より換算して、所定量の試料を練り ・脱落などが生じない構造であること。 (耐荷重試験方法) 6) 排水路への土壌の流出状況 ： 排水路はきれいに保たれていること

2) 高分子ｴﾏﾙｼｮﾝは、常温。常湿において製造後6ヶ月間保存しても 上げるのに要する材料と練まぜ水を計算して用意する。 ④ 閉鎖状態において内蓋(内枠)と外枠にずれ・目違いが生じない構造であること。 1) 試験体 7) その他全般的な問題の有無

変質しないこと。 練りまぜは、JIS�R�5201「ｾﾒﾝﾄの物理試験方法」の10.2に規定する練りまぜ機を使用 ⑤ 天井下地に設けた取付け用補強材への固定は、施工が容易で、且つ緩み・脱落が 試験体は、受け枠・蓋枠ともｱﾙﾐﾆｳﾑ製を含む場合は、ｱﾙﾐﾆｳﾑ製(目地材にｽﾃﾝﾚｽ製等を

接着耐久性(N/㎟) し、練りばちに用意した水を入れ、攪拌しながら30秒間に材料を投入し、3分間練り混 生じない構造であること。また、吊り金物は外枠を天井下地取付け用ﾁｬﾝﾈﾙに直接 使用したものも可)を優先する。また、仕上げ材を張付けないもの(底板面)とし、下

透水量(mℓ/hr) ぜて試料とする。 留付ける方式(天井ﾎﾞｰﾄﾞなどの仕上げ材を挟んで固定しない方式)であること。 記製品について実施する。

吸水量(g) 2) 保水率の試験方法 ⑥ 内蓋と仕上げ材の剥離・脱落が生じない構造であること。 ① 貼り物用とし、600㎜角程度とする。

長さ変化率(％) JIS�R�3202「ﾌﾛｰﾄ板ｶﾞﾗｽ及び磨き板ｶﾞﾗｽ」に規定する磨き板ｶﾞﾗｽ(縦150㎜、横150㎜、 2) 耐久性能(繰り返し開閉試験) ② 枠見込みは、原則として、40㎜以下(申請品の中で耐荷重に対してたわみ値が大き

(試験方法) 厚さ5㎜)の上にJIS�P�3801「ろ紙(化学分析用)」に規定する5Aろ紙(直径11㎝)をのせ、 ① 繰返し試験後の内蓋の垂れ下がりが、100回及び300回で、0.5㎜以内。 いと想定される製品)とし、蓋の底板は単層の製品で、補強材は各製品のうち断面

1) だれの試験は、JIS�A�5371「ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品」の附属書B(規定)及び推奨仕様 その中央部に真ちゅう製ﾘﾝｸﾞ型わく(内径50㎜、高さ10㎜、厚さ3㎜)を設置し、1)で調 ② 繰返し試験後、使用上支障をきたす異常がないこと。 係数が小さいものとする。また、材質・厚さ・形状・位置は常時生産品とする。

B-1に規定する普通平板の表面をﾜｲﾔｰﾌﾞﾗｼ等で洗浄し、その上に厚さ10㎜、幅100㎜、 製した試料を金べらで平滑に詰込む。 3) 寸法許容差(枠の許容差) 2) 試験

長さ50㎜の寸法にﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙを塗り付け、塗り付け開始から5分後に、平らに置か その後、直ちにﾘﾝｸﾞ型わく上部にｶﾞﾗｽ板を当てて上下を逆さまにし、ろ紙部分が上部 ① 試験は、蓋枠の四周を支持させ、蓋の中央部にφ50㎜の加圧板を設置し加圧する。

れていた平板を直角に立て起こし、そのままの状態静置する。24時間後のﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄ になるようにして静置する。60分後にろ紙へにじみ出した水分の広がりが最大と認め ② 本試験前に200Nを加圧した後、本試験を行う。

ﾓﾙﾀﾙの変形状態を観測し、その形状異常の有無とだれの長さを測定する。 られた方向とこれに直角な方向の長さをﾉｷﾞｽを用いて、1㎜の単位まで測定する。試験 4) 外部軒天井への取付け ③ 本試験は、1000Nで加圧、荷重除去を3回繰り返しを行った後、その後試験体が破壊

2) 曲げ強さ、圧縮強さの試験は、JIS�A�1171「ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙの試験方法」の7.2による。 は3回実施し、その平均値を用いて次式により保水率を求める。 ① 吊り及び固定金具の支持方法について現地の条件に適合させること。 する(終局荷重)まで加圧する。

3) 接着強さの試験は、JIS�A�1171の7.3による。 保水率�＝�50�/�平均値�×�100 (注)�50：ﾘﾝｸﾞ型わくの内径(㎜) ② 内外枠の表面処理は、JIS�H�8602「ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金の陽極酸化塗装複合被 3) 測定

4) 透水性の試験は、JIS�A�5430「繊維強化ｾﾒﾝﾄ板」の10.6による。 3) 単位容積質量の試験方法 膜�」のB種又は同等以上の性能を有するものとする。 測定は、蓋中央部にかかる加圧を200N増す毎にたわみと受け枠の変形その他の異常に

5) 接着耐久性試験(温冷繰返し後)は、JIS�A�1171の7.9による。 JIS�A�1171「ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄの物理試験方法」に準ずる。 ③ 内枠閉鎖時の固定は、2点締り等閉鎖機構の追加が可能であること。 ついて1,000Nまで3回繰り返し荷重毎に記録する。また、終局荷重を記録する。

6) 透水量試験は、JIS�A�6916「建築用下地調整材」の7.15による。 4) 接着強さ(標準時)の試験方法 ④ 仕上げ材の固定は押え枠の追加、留付けﾋﾞｽの追加に対応できること。 4) 試験結果の判定は下記による

7) 吸水量試験は、JIS�A�1171の7.4による。 ① 適用ﾀｲﾙが「ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ」の場合 試ࠉ験 ① 蓋中央部の加圧荷重値Pn=1,000Nにおいて

8) 長さ変化率試験は、JIS�A�1171の7.6による。 (試験体の作製) 1) 試験体は、一般事務室用とし、枠見込み40㎜内外(ただし、申請品のうち枠見込みが少 ｲ) 残留たわみが点検口の有孔径の0.08％以内であること。

9) 試験室の状態 試験室は、湿度20±2℃、湿度60％以上とする。 JIS�A�5371「ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品」の規定する普通平板N-300を下地板とし、表 ない等変形が生じやすいと想定される場合は、当該製品とする。)を標準とする。吊り金 ﾛ) 受け枠・蓋その他に使用上支障がないこと。

面をｻﾝﾄﾞﾍﾟｰﾊﾟｰを用いて軽く研磨した後、水浸しを行い直ちに1)で調製した試料を 物は外枠を天井下地取付け用ﾁｬﾝﾈﾙに直接留付ける方式(天井ﾎﾞｰﾄﾞなどの仕上げ材を挟 ② 破壊荷重は、荷重値Pnの2倍以上とする。

厚さ5㎜になるように塗付ける。直ちにJIS�A�5209「ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ」に規定するﾀｲﾙで押 んで固定しない方式)とする。国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準

出し又はﾌﾟﾚｽ成形による施ゆうの150角ﾕﾆｯﾄﾀｲﾙ(外のり寸法約300㎜×300㎜)」を圧 仕様書(建築工事編)」１４章４節により製作した試験体固定用天井下地開口補強に試

着する。その後、28日間、温度20±2℃、湿度80％以上の状態で湿空養生を行い、 験体の天井点検口450㎜×450㎜を吊り金具4箇所にて各ﾒｰｶｰ仕様に従い取付ける。なお

これを試験体とする。 、野縁の種類は19形とし、仕上げ材は、せっこうﾎﾞｰﾄﾞ厚さ9.5㎜(JIS�A�6901「せっこ

うﾎﾞｰﾄﾞ製品」のGB-Rの難燃2級又は発熱性2級以上)二重張りとする。

2) 試験は、内蓋を閉じた状態から自由解放状態にする動作を繰り返し行う。

3) 測定は、上記繰り返し試験において、各50回、100回、300回毎に内蓋の垂れ下がり状

態を測定する。
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枠の許容差 外枠と内枠のｸﾘｱﾗﾝｽ(片側)

屋ࠉ内ࠉ外ࠉ用 屋ࠉ内ࠉ用部材名

使用部位名

受け枠と蓋枠のｸﾘｱﾗﾝｽ(片側)

2.0以内

蓋枠寸法の許容差受け枠寸法の許容差受け枠基準寸法

600角程度まで ±0.5 ±0.5

屋ࠉ内ࠉ用屋ࠉ内ࠉ外ࠉ用

項ࠉ目

品質・性能

長さ変化率

0.2％以下(収縮)

単位容積質量

1.80㎏/L以下

吸水量

50g以下

保水率

30.0％以上

章 項目 品ࠉ質ࠉ性ࠉ能

3 1

項ࠉࠉࠉࠉ目 品ࠉࠉ質ࠉ・ࠉ性ࠉࠉ能防
水
改
修
工
事

■この建築材料等品質性能表は、特記仕様書記載の材料（性能は建築材料等品質性
能表による）の品質及び性能を詳細に示したものである。
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原料による区分

・窯業系ﾊﾟﾈﾙ－Ⅰ類
石綿を使用しないこと。耐衝撃性に優れ、ま）ࠉ
（た寒冷地仕様のものࠉࠉ

・窯業系ﾊﾟﾈﾙ－Ⅱ類
（石綿を使用しないこと。一般的な仕様のもの）

寸
法
及
び

許
容
差

製作寸法 許容差

（表示項目） ＋10％、－5％

（表示項目） ±1％

（表示項目） ―

注ࠉ入ࠉ性 耐久性
(劣化曲げ
強さ)

吸水性
(72時間)

性
ࠉ
ࠉ
能

窯業系ﾊﾟﾈﾙ－Ⅰ類 窯業系ﾊﾟﾈﾙ－Ⅱ類 金属複合板

550N･㎝以上 450N･㎝以上 300N･㎝以上

0.07％以下 0.07％以下 0.01％以下

耐衝撃性能

質量1000gのなす
形おもりを高さ
1.0mから試験体
の弱点部に落と
して裏面に達す
る穴があかない
こと

質量500gのなす
形おもりを高さ
1.0mから試験体
の弱点部に落と
して、裏面に達
する穴があかな
いこと

質量500gのなす
形おもりを高さ
1.0mから試験体
の弱点部に落と
して、裏面に達
する穴があかな
いこと。また残
留変形量が1/100
以下

不燃 不燃 表面材は不燃

耐凍結融解性能

300ｻｲｸﾙ後、著し
い割れ、剥離が
なく、外観上の
異常がないこと

200ｻｲｸﾙ後、著し
い割れ、剥離が
なく、外観上の
異常がないこと

300ｻｲｸﾙ後、著し
い割れ、剥離が
なく、外観上の
異常がないこと
(※2)

割れ、貫通、亀裂があってはならない。欠け、ねじ
れ、そり、異物の混入、汚れ、はく離など使用上有害
なものがあってはならない。

含水率
窯業系ﾊﾟﾈﾙは出荷時において含水率10％以下を確保し
ていること

400N･㎝以上(300) 320N･㎝以上(200) 250N･㎝以上(300)

20％以下 20％以下 1％以下

品ࠉ質ࠉ・ࠉ性ࠉ能項ࠉ目

だれ

接着強さ
(N/㎟)

湿潤時

低温時

5�以内

ひび割れの発生が無いこと

�6.0�以上

20.0�以上

�1.0�以上

�0.8�以上

�0.5�以上

品
ࠉ
ࠉ
質

外観

外
壁
改
修
工
事

欠
損
部
改
修
工
法

10万回以上

10KN以上

10KN以上

― ― 80000N･㎠以上

項ࠉ目

品質･性能
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保水率

70.0%以上

単位容器質量

1.8㎏/L以上

接着強さ

標準時 温冷繰り返し後

0.60N/㎟以上 0.40N/㎟以上 0.20%以下

11管理技術者： 川本ࠉ雅史
設
ࠉ
計
ࠉ
者

株式会社ࠉｍ3那覇建築事務所

構造一級建築士： 6037�号

A－11

4.0N/㎟以上

選
択
項
目

�1.0�以上

�0.5�以下

20.0�以下

0.15�以下

一級建築士： 271307�号

国土交通省ࠉ九州地方整備局ࠉ営繕部 <2024.08.30>

主任技術者： 本山ࠉ治美

その他

4.9N/㎟以上 15%以下
4.9N/㎟

以上

Vu�＋�Vd

2
広がり速さ(㎝/s) ＝

収縮3%以下
保水係数

0.35～0.55

粘調係数

0.5～1.00
0.49N/㎟以上

＝保水係数 50 ×

）＋

長さ変化率(％)

I

粘調性

3㎝/s以上

広がり速度

Vu

Vd
＝粘調係数 ＝

＝ （

D

＝
⊿L

100
× 100

曲げ性能
(材齢28日)

引張接着性
(材齢28日)

長さ変化性保水性

10/tu
＋

td

10/td tu

I

tu

I
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＝
W1�－�W0
V0

× 100

＝引張接着強さ(N/㎟)
最大荷重
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＝

外
壁
改
修
工
事
协

続
き
卐

内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

9 3

環
境
配
慮
改
修
工
事

屋
上
緑
化
シ
ス
テ
ム

曲げ強さ長さ変化率

6 16

内
装
改
修
工
事

タ
イ
ル
張
り

6 32

内
装
改
修
工
事
协

続
き
卐

点
検
口

V0：試験体の体積(㎤)
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10万回以上

吸水率(％、vol)



<屋上緑化軽量システム>
管理方法による区分 屋上緑化軽量システム

植栽基盤の質量(㎏/㎡) 60以下(表示項目)

適用土壌の種類 植物の生育に適している人工軽量土としていること

有効土壌層の最大厚さ(㎝) 表示項目

有効土壌層の飽和時のかさ比重 表示項目

透水、排水層等構成材の主要材質 合成樹脂等で耐腐食性及び耐久性のあるものであること。

(保水層を有する場合は、保水層共)

透水層 目詰まりにより植物の生育に支障を生じることなく、植

込み用土を流出させない構造であること。

排水層 植物の生育に必要な排水性能を持ち、通気性及び植え込

み土壌を支え、流出しない構造を持つこと。

排水層の鉛直方向の排水性能(ℓ/㎡・h) 240以上

耐荷重性能 一般ﾒﾝﾃﾅﾝｽ時の上部歩行に際し破壊しないこと。また、

排水層の許容圧縮強度(N/㎡) 3×104以上の載荷重で破損・有害なひずみなど異常のな

いこと。(保水層を有する場合は、保水層共)

耐根層及び 耐根層 重ね合わせ部分を含め、ｸﾏｻﾞｻ等の地下茎伸長力の強い植

防水層保護層 物に対して貫通防止能力を有し、３年以上の体根性能、

耐腐食性及び耐久性のあるものであること。

(施工要領書及び5件以上の実績資料を提出すること。)

防水層保護層 材質は、合成樹脂製等とし、耐腐食性及び耐久性を有し、

施工中及び施工後の耐根層を保護するものであること。

ただし、耐根層を保護ｺﾝｸﾘｰﾄ(絶縁ｼｰﾄも含む)の下に設け

る場合は省略することができるものとする。

ｼｽﾃﾑ総重量(N/㎡) 土壌を除く(表示項目)

保水性能(ℓ/㎡) 保水空間体積(表示項目)

水平方向排水性能(ℓ/㎡) 排水空間体積(表示項目)

植栽 専用植栽のｾｯﾄとし、通常の屋根環境で自生・生育するも

のとする。

再生材の利用 各材料の利用率の分析結果を確認し、表示項目とする。

自動灌水装置 有 無

有の場合は、装置名を記入し、装置の資料を提出する。

(試験方法等)

1) 保水層の保水性能：保水空間体積の算定値または実測値による。

(保水層を有する場合のみ)

2) 排水層の排水性能：排水量の最低値または実測値による。

3) 耐根層の耐根性能：3年間の実績資料の確認(その他)による。

4) 排水層の耐荷重性能

ｲ) 3×104N/㎡の等分布荷重による加圧試験を行い、排水層及び耐根層等に有害な変
形・破壊の起きない事を確認する。又その時の圧縮応力に対する歪み(％)を測定

する。(保水層を有する場合は保水層も対象とする。)

ﾛ) 試験体は耐根層から透水層までを通常使用状態にｾｯﾄした3体とする。加圧速度は

10㎜/min以下とする。

(その他確認事項)

実績は施工後3年間以上、かつ、施工面積100㎡以上の案件を1件以上含む販売実績5件以上

について下記事項を確認している。なお、複数の製品を申請している場合、材質・部材構

成が異なるなど下記1)～5)の各項目について各々個別に確認を要するときは、その実情に

応じて別途確認している。

当該の案件に対し、下記に関する最近の調査報告書を提出する。

1) 植物の生育状態 ： 施行時と比べ順調に生育していること

2) 耐根層の状態 ： 根が貫通したり、耐根層が痛んでないこと

3) 保水・排水基盤の状態 ： 腐食、破壊されていないこと

4) 土壌の安定状態 ： 風雨で土壌が吹き飛ばされていないこと

5) 排水路への土壌の流出状況： 排水路はきれいに保たれていること

6) その他全般的な問題の有無

含有建材

A－12

4）塗装材（内部）ࠉ灰色

※当該部分を解体・撤去等を施工する場合は、国土交通省大臣官房営繕部監修

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）令和７年版ࠉ

。環境配慮改修工事によるࠉ９章ࠉ

■この建築材料等品質性能表は、特記仕様書記載の材料（性能は建築材料等品質性
能表による）の品質及び性能を詳細に示したものである。

2）外壁塗材ࠉࠉ灰色

3）軒塗材（外部）ࠉࠉ灰色

5）巾木材（内部）灰色

6）塗装材（外部）灰色

章 項目 品ࠉ質ࠉ性ࠉ能

9 3

環
境
配
慮
改
修
工
事

屋
上
緑
化
シ
ス
テ
ム

4

1）防水材（外部）ࠉࠉ灰色

12管理技術者： 川本ࠉ雅史

構造一級建築士： 6037�号

主任技術者： 本山ࠉ治美

一級建築士： 271307�号

国土交通省ࠉ九州地方整備局ࠉ営繕部 <2024.08.30>

設
ࠉ
計
ࠉ
者

株式会社ࠉｍ3那覇建築事務所
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99

S-01



1
1
d
2
0
d

2
0
d

11
d

B
B
'

A'A

目荒し

スパイラル筋
φ6�100φ@50

接着系あと施工アンカー
D16用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

ナット付き接合筋
D16@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D13@200(S)
横筋D10@200(S)

目荒し 接着系あと施工アンカー
D16用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D13@200(S)
横筋D10@200(S)

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D13@200(S)
横筋D10@200(S)

@

既存柱ࠉ

ࠉ
既
存
壁

増
設
補
強
壁
ࠉ

径
※Pは接合筋の
。ﾋﾟｯﾁを示すࠉ

増設補強壁ࠉ

割裂補強スパイラル筋

補強壁配筋

P
P

P
P

P
P

ナット付き接合筋(定着長さ20da）

ナット付き接合筋(定着長さ20da）

ナット付き接合筋
(定着長さ20da）

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

D16

D13

D19

260mm

320mm

380mm

104mm以上

128mm以上

152mm以上

,

Fm=30N/mm

本体：メ－カ－により素材強度が補償されたもの

,

,

以上

2

2

２．使用鉄筋

３．使用コンクリ－ト設計基準強度

５．あと施工アンカ－（接着系)アンカ－

６．注意事項

４）後打コンクリ－トは無収縮コンクリ－トとして計画施工する。

４．（無収縮）モルタル設計基準強度

１）スパイラル筋や壁配筋等の素材の加工に先立ち躯体寸法を実測し、これらの補強筋等を実状に

合った寸法に加工する。

２）増設部材と既存コンクリ－ト駆体と接触面については既存コンクリ－ト躯体面を目荒しとし、

コンクリ－ト打設前に十分な水湿しを行う。

ように十分な施工計画を立てる。

３）コンクリ－ト打設にはバイブレ－タ－の使用、又はタタキにより密実なコンクリ－トとなる

５）コンクリ－トの強度発現期間内は十分な湿潤状態で養生する。また養生期間中は振動等を

与えないように注意する。

施工すること。

の耐震改修設計指針同解説」の４.２.(２)に規定された材料を用い、４.７.(４)の規定により

６）グラウトモルタル用材料には財団法人ࠉ日本建築防災協会発行「既存鉄筋コンクリ－ト造建築物

適切に防水処理を行うこと。
７）耐震補強架構増設後、防水層を一時撤去する場合は、架構増設後、防水性能を損なわない様、

アンカ－径 Ln L1

D6～D16：SD295A（JIS規格品）

D19以上：SD345�（JID規格品）

（普通コンクリ－ト）スランプ：15cmFc=24N/mm

※（１）による普通コンクリ－ト施工後、（２）により無収縮モルタルを圧入する

（１）普通コンクリ－ト打設要領 （２）無収縮モルタル圧入要領

型枠と既存コンクリートは
ウレタン系コーキング（速乾性）
で密着させる。

無収縮モルタル圧入
空気抜
モルタル圧入口

型枠

レイタンス等除去水湿し

コンクリ－ト投入口

型枠

外部振動機叩き締め

壁厚壁厚

スパイラル筋

(D=壁厚-80)

D

ピッチ=D/2

接合筋

1
2
d
以
上

接着系あと施工アンカー

ナット付き接合筋Ln及びࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
接着系あと施工アンカー�L1表ࠉࠉࠉࠉࠉ

4
0
d以
上

一般仕様（鉄筋コンクリート補強）

。同解説・（2001年改訂版）」によるࠉࠉ
１．特記なき構造詳細は（財）日本防災協会編「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針

補強壁配筋納まり標準図

コンクリ－ト及びモルタル圧入要領図

開口補強部

2
0
0

割裂補強筋スパイラル筋

壁筋
壁筋

普通コンクリート(無収縮)

壁
厚

50以下

L1 Ln

割裂補強筋
スパイラル筋

無収縮モルタル圧入

壁筋

壁筋

普通コンクリート
(無収縮)ࠉࠉࠉࠉ

壁厚

G.L

B-B'断面図
Y0-1,600通り増設壁詳細図(改修)1/30ࠉࠉ

A-A'断面図
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,
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A1:1/30�
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B

A'

B
'

A

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@400(S)
横筋D10@200(S)

ナット無し接合筋
D13@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D13用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@400(S)
横筋D10@200(S)

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@400(S)
横筋D10@200(S)

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@400(S)
横筋D10@200(S)

接着系あと施工アンカー
D13用@400(ｼﾝｸﾞﾙ)ࠉࠉࠉ

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@400(S)
横筋D10@200(S)

接着系あと施工アンカー
D13用@400(ｼﾝｸﾞﾙ)ࠉࠉࠉ

２．使用鉄筋

D6～D16：SD295A（JIS規格品）

D19以上：SD345�（JID規格品）

,

Fm=30N/mm

本体：メ－カ－により素材強度が補償されたもの

,

,

以上
2

４）後打コンクリ－トは無収縮コンクリ－トとして計画施工する。

１）スパイラル筋や壁配筋等の素材の加工に先立ち躯体寸法を実測し、これらの補強筋等を実状に

合った寸法に加工する。
２）増設部材と既存コンクリ－ト駆体と接触面については既存コンクリ－ト躯体面を目荒しとし、

コンクリ－ト打設前に十分な水湿しを行う。

ように十分な施工計画を立てる。

３）コンクリ－ト打設にはバイブレ－タ－の使用、又はタタキにより密実なコンクリ－トとなる

５）コンクリ－トの強度発現期間内は十分な湿潤状態で養生する。また養生期間中は振動等を

与えないように注意する。

施工すること。

の耐震改修設計指針同解説」の４.２.(２)に規定された材料を用い、４.７.(４)の規定により

６）グラウトモルタル用材料には財団法人ࠉ日本建築防災協会発行「既存鉄筋コンクリ－ト造建築物

適切に防水処理を行うこと。

７）耐震補強架構増設後、防水層を一時撤去する場合は、架構増設後、防水性能を損なわない様、

３．（無収縮）モルタル設計基準強度

４．あと施工アンカ－（接着系)アンカ－

５．注意事項

一般仕様（鉄筋コンクリート補強）

。同解説・（2001年改訂版）」によるࠉࠉ
１．特記なき構造詳細は（財）日本防災協会編「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針

G.L

B-B'断面図

1
,
45
0

A-A'断面図

Y1通りコンクリートブロック壁増設詳細図(改修)1/30ࠉࠉ
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目荒し スパイラル筋
φ6�100φ@50

2-D13

ナット付き接合筋
D13@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D13用@200(ｼﾝｸﾞﾙ) 2-D13

目荒し

スパイラル筋
φ6�100φ@50

接着系あと施工アンカー
D13用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

目荒し
接着系あと施工アンカー
D16用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D13@200(S)
横筋D10@200(S)

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D13@200(S)
横筋D10@200(S)

接着系あと施工アンカー
D16用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

ナット付き接合筋
D16@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉ
縦筋D13@200(S)
横筋D10@200(S)

@

既存柱ࠉ

ࠉ
既
存
壁

増
設
補
強
壁
ࠉ

径
※Pは接合筋の
。ﾋﾟｯﾁを示すࠉ

増設補強壁ࠉ

割裂補強スパイラル筋

補強壁配筋

P
P

P
P

P
P

ナット付き接合筋(定着長さ20da）

ナット付き接合筋(定着長さ20da）

ナット付き接合筋
(定着長さ20da）

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

D16

D13

D19

260mm

320mm

380mm

104mm以上

128mm以上

152mm以上

,

Fm=30N/mm

本体：メ－カ－により素材強度が補償されたもの

,

,

以上

2

2

２．使用鉄筋

３．使用コンクリ－ト設計基準強度

５．あと施工アンカ－（接着系)アンカ－

６．注意事項

４）後打コンクリ－トは無収縮コンクリ－トとして計画施工する。

４．（無収縮）モルタル設計基準強度

１）スパイラル筋や壁配筋等の素材の加工に先立ち躯体寸法を実測し、これらの補強筋等を実状に

合った寸法に加工する。

２）増設部材と既存コンクリ－ト駆体と接触面については既存コンクリ－ト躯体面を目荒しとし、

コンクリ－ト打設前に十分な水湿しを行う。

ように十分な施工計画を立てる。

３）コンクリ－ト打設にはバイブレ－タ－の使用、又はタタキにより密実なコンクリ－トとなる

５）コンクリ－トの強度発現期間内は十分な湿潤状態で養生する。また養生期間中は振動等を

与えないように注意する。

施工すること。

の耐震改修設計指針同解説」の４.２.(２)に規定された材料を用い、４.７.(４)の規定により

６）グラウトモルタル用材料には財団法人ࠉ日本建築防災協会発行「既存鉄筋コンクリ－ト造建築物

適切に防水処理を行うこと。
７）耐震補強架構増設後、防水層を一時撤去する場合は、架構増設後、防水性能を損なわない様、

アンカ－径 Ln L1

D6～D16：SD295A（JIS規格品）

D19以上：SD345�（JID規格品）

（普通コンクリ－ト） スランプ：15cmFc=24N/mm

NW15

NW15

NW15

※（１）による普通コンクリ－ト施工後、（２）により無収縮モルタルを圧入する

（１）普通コンクリ－ト打設要領 （２）無収縮モルタル圧入要領

型枠と既存コンクリートは
ウレタン系コーキング（速乾性）
で密着させる。

無収縮モルタル圧入
空気抜
モルタル圧入口

型枠

レイタンス等除去水湿し

コンクリ－ト投入口

型枠

外部振動機叩き締め

壁厚壁厚

スパイラル筋

(D=壁厚-80)

D

ピッチ=D/2

接合筋

1
2
d
以

上

接着系あと施工アンカー

ナット付き接合筋Ln及びࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
接着系あと施工アンカー�L1表ࠉࠉࠉࠉࠉ

4
0
d以

上

一般仕様（鉄筋コンクリート補強）

。同解説・（2001年改訂版）」によるࠉࠉ
１．特記なき構造詳細は（財）日本防災協会編「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針

補強壁配筋納まり標準図

コンクリ－ト及びモルタル圧入要領図

開口補強部

2
0
0

割裂補強筋スパイラル筋

壁筋
壁筋

普通コンクリート(無収縮)

壁
厚

50以下

L1 Ln

割裂補強筋
スパイラル筋

無収縮モルタル圧入

壁筋

壁筋

普通コンクリート
(無収縮)ࠉࠉࠉࠉ

壁厚

G.L

B-B'断面図

A-A'断面図

X5通り増設袖壁詳細図(改修)1/30ࠉࠉ

X5

Y0

Y1

Y0

Y1

3
0
0

5,
0
00

3
,
50
0

7,600 1,600

7,600 1,600

2
0
0

一級建築士事務所

株式会社�ｍ３那覇建築事務所
一級建築士事務所�知事登録�174-3409号

沖縄科学技術大学院大学シーサイドハウス改修事業設計その他業務

A1:1/30�
A3:1/60�Ａ棟�X5通り増設袖壁詳細図
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2
0
d

2
0
d

1
1
d

1
1
d

A A'

B
B'

縦筋�2-D13
(開口補強)

ナナメ筋�2-D13
(開口補強)横筋�2-D13

(開口補強)

片面10d又は両面5d
壁はつり出し

既存鉄筋ࠉࠉࠉ
D10@250(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@250(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@250(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D16用(ｼﾝｸﾞﾙ)ࠉ�

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@250(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@250(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D13用@250(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D13用@250(ｼﾝｸﾞﾙ)

既存鉄筋ࠉࠉࠉࠉࠉ
D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

壁はつり出し

目荒し

ナット付き接合筋
D13@250(ｼﾝｸﾞﾙ)

スパイラル筋
φ6�100φ@50

片面10d又は両面5d

接着系あと施工アンカー
D13用@250(ｼﾝｸﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@250(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@250(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@250(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@250(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@250(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@250(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

@

既存柱ࠉ

ࠉ
既
存
壁

増
設
補
強
壁
ࠉ

径
※Pは接合筋の
。ﾋﾟｯﾁを示すࠉ

増設補強壁ࠉ

割裂補強スパイラル筋

補強壁配筋

P
P

P
P

P
P

ナット付き接合筋(定着長さ20da）

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

ナット付き接合筋
(定着長さ20da）

ナット付き接合筋
(定着長さ20da）

D16

D13

D19

260mm

320mm

380mm

104mm以上

128mm以上

152mm以上

アンカ－径 Ln L1

,

Fm=30N/mm

本体：メ－カ－により素材強度が補償されたもの

,

,

以上

2

2

２．使用鉄筋

３．使用コンクリ－ト設計基準強度

５．あと施工アンカ－（接着系)アンカ－

６．注意事項

４）後打コンクリ－トは無収縮コンクリ－トとして計画施工する。

４．（無収縮）モルタル設計基準強度

１）スパイラル筋や壁配筋等の素材の加工に先立ち躯体寸法を実測し、これらの補強筋等を実状に

合った寸法に加工する。

２）増設部材と既存コンクリ－ト駆体と接触面については既存コンクリ－ト躯体面を目荒しとし、

コンクリ－ト打設前に十分な水湿しを行う。

ように十分な施工計画を立てる。

３）コンクリ－ト打設にはバイブレ－タ－の使用、又はタタキにより密実なコンクリ－トとなる

５）コンクリ－トの強度発現期間内は十分な湿潤状態で養生する。また養生期間中は振動等を

与えないように注意する。

適切に防水処理を行うこと。
７）耐震補強架構増設後、防水層を一時撤去する場合は、架構増設後、防水性能を損なわない様、

D6～D16：SD295A（JIS規格品）

D19以上：SD345�（JID規格品）

（普通コンクリ－ト）スランプ：15cmFc=24N/mm

６）グラウトモルタル用材料には財団法人ࠉ日本建築防災協会発行「既存鉄筋コンクリ－ト造

建築物の耐震改修設計指針同解説」の４.２.(２)に規定された材料を用い、４.７.(４)

の規定により施工すること。

NW15

NW15

NW15

NW15
NW15

N
W
15

※（１）による普通コンクリ－ト施工後、（２）により無収縮モルタルを圧入する

（１）普通コンクリ－ト打設要領 （２）無収縮モルタル圧入要領

スパイラル筋

(D=壁厚-80)

D

ピッチ=D/2

接合筋

1
2
d
以
上

接着系あと施工アンカー

4
0
d以
上

型枠と既存コンクリートは
ウレタン系コーキング（速乾性）
で密着させる。

無収縮モルタル圧入
空気抜
モルタル圧入口

型枠

レイタンス等除去水湿し

コンクリ－ト投入口

型枠

外部振動機叩き締め

壁厚壁厚

ナット付き接合筋Ln及びࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
接着系あと施工アンカー�L1表ࠉࠉࠉࠉࠉ

一般仕様（鉄筋コンクリート補強）

補強壁配筋納まり標準図

コンクリ－ト及びモルタル圧入要領図

開口補強部

。同解説・（2001年改訂版）」によるࠉࠉ
１．特記なき構造詳細は（財）日本防災協会編「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針

割裂補強筋スパイラル筋

壁筋
壁筋

壁
厚

50以下

L1 Ln

2
0
0

割裂補強筋
スパイラル筋

壁筋

壁筋

普通コンクリート
(無収縮)ࠉࠉࠉࠉ

壁厚

無収縮
モルタル圧入

普通コンクリート
(無収縮)

G.L

A-A'断面図

B-B'断面図

1
,
50
0

1
,
70
0

Y1+1,600通り増設壁詳細図(改修)1/30ࠉࠉ

X4X3

X4X3 X5

X5

80

4
0
d

40d 40d

40d

2
0
d

1
5
0

1
5
0

1
2
d

3
,
50
0

5,
0
0
0

30
0

2
0
0

4,4304,430

8,860

4,430

8,860

4,4304,430

900

8,860

4,430

8,860

4,430

4,430

2
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d
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A1:1/30�
A3:1/60�Ａ棟�Y1+1,600通り増設壁詳細図
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F4 F4

F4 F4

������開口閉塞範囲

NW15

NW15

N
W
1
5

N
W
1
5

開口追加

開
口
閉
塞
範
囲

開
口
追
加

開
口
閉
塞
範
囲

開
口
追
加

既存

改修

既存既存

改修改修

S22

S22

S22

S22

RG24

3G24

2G24

FG23

RG24

3G24

2G24

FG23

G21

G
2
4

G21
G
2
4

G21

G21
G
2
4

G21

G21
G
2
4

G21

G21

E
W
15

E
W
15

EW
1
5

C1 C1

C1 C1

C21

C21

C21

C21

C21

C21

C21

C21

B27

B27

B27

B26

B27

B26B22

B22

G.L

G.L

X24通軸組図（既存）�S=1/100ࠉ

X24通軸組図（改修）�S=1/100ࠉ

2階柱壁・3階梁床伏図（既存）�S=1/100ࠉ3階柱壁・R階梁床伏図（既存）�S=1/100ࠉ

2階柱壁・3階梁床伏図（改修）�S=1/100ࠉ3階柱壁・R階梁床伏図（改修）�S=1/100ࠉ

X24通軸組図(既存)

X24通軸組図(改修)

3階柱壁R階梁床伏図(改修)

3階柱壁R階梁床伏図(既存)2階柱壁3階梁床伏図(既存)

2階柱壁3階梁床伏図(既存)

Y20 Y21

Y20 Y21
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A1:1/100�
A3:1/200�

Ｃ棟�3階柱壁・R階梁床伏図(既存・改修)
�X24通軸組図(既存・改修)ࠉࠉ
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20d

20d

20d

2
0
d

20
d

2
0
d

20
d

20
d

2
0
d

11
d

1
1
d

1
1
d

1
1
d

1
1
d

1
1
d

11d

11d

11d

A'A

B
'

B

壁はつり出し

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

目荒し
スパイラル筋
φ6�100φ@50

片面10d又は両面5d

既存鉄筋ࠉࠉࠉ
D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

壁はつり出し

片面10d又は両面5d

既存鉄筋ࠉࠉࠉࠉࠉ
D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

目荒し

目荒し

片面10d又は両面5d

壁はつり出し

既存鉄筋ࠉࠉࠉࠉࠉ
D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
縦筋D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)ࠉࠉ
横筋D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

ナット付き接合筋
D19@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D19用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

目荒し

スパイラル筋
φ6�100φ@50

ナット付き接合筋
D19@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

目荒し

スパイラル筋
φ6�100φ@50

ナット付き接合筋
D19@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

目荒し

スパイラル筋
φ6�100φ@50

ナット付き接合筋
D19@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

目荒し

スパイラル筋
φ6�100φ@50

ナット付き接合筋
D19@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D19用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D19用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D19用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D19用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D19用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D19用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D19用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

接着系あと施工アンカー
D19用@200(ｼﾝｸﾞﾙ)

@

既存柱ࠉ

ࠉ
既
存
壁
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壁
ࠉ

径
※Pは接合筋の
。ﾋﾟｯﾁを示すࠉ

増設補強壁ࠉ

割裂補強スパイラル筋

補強壁配筋

P
P

P
P

P
P

ナット付き接合筋(定着長さ20da）

ナット付き接合筋(定着長さ20da）

ナット付き接合筋
(定着長さ20da）

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

接着系ࠉࠉࠉࠉࠉ
あと施工アンカー
(埋め込み長�8da)

D16

D13

D19

260mm

320mm

380mm

104mm以上

128mm以上

152mm以上

,

Fm=30N/mm

本体：メ－カ－により素材強度が補償されたもの

,

,

以上

2

2

２．使用鉄筋

３．使用コンクリ－ト設計基準強度

５．あと施工アンカ－（接着系)アンカ－

６．注意事項

４）後打コンクリ－トは無収縮コンクリ－トとして計画施工する。

４．（無収縮）モルタル設計基準強度

１）スパイラル筋や壁配筋等の素材の加工に先立ち躯体寸法を実測し、これらの補強筋等を実状に

合った寸法に加工する。

２）増設部材と既存コンクリ－ト駆体と接触面については既存コンクリ－ト躯体面を目荒しとし、

コンクリ－ト打設前に十分な水湿しを行う。

ように十分な施工計画を立てる。

３）コンクリ－ト打設にはバイブレ－タ－の使用、又はタタキにより密実なコンクリ－トとなる

５）コンクリ－トの強度発現期間内は十分な湿潤状態で養生する。また養生期間中は振動等を

与えないように注意する。

施工すること。

の耐震改修設計指針同解説」の４.２.(２)に規定された材料を用い、４.７.(４)の規定により

６）グラウトモルタル用材料には財団法人ࠉ日本建築防災協会発行「既存鉄筋コンクリ－ト造建築物

適切に防水処理を行うこと。
７）耐震補強架構増設後、防水層を一時撤去する場合は、架構増設後、防水性能を損なわない様、

アンカ－径 Ln L1

D6～D16：SD295A（JIS規格品）

D19以上：SD345�（JID規格品）

（普通コンクリ－ト）スランプ：15cmFc=24N/mm

NW15

NW15

NW15

NW15

NW15

※（１）による普通コンクリ－ト施工後、（２）により無収縮モルタルを圧入する

（１）普通コンクリ－ト打設要領 （２）無収縮モルタル圧入要領

型枠と既存コンクリートは
ウレタン系コーキング（速乾性）
で密着させる。

無収縮モルタル圧入
空気抜
モルタル圧入口

型枠

レイタンス等除去水湿し

コンクリ－ト投入口

型枠

外部振動機叩き締め

壁厚壁厚

スパイラル筋

(D=壁厚-80)

D

ピッチ=D/2

接合筋

1
2
d
以
上

接着系あと施工アンカー

ナット付き接合筋Ln及びࠉࠉࠉࠉࠉࠉ
接着系あと施工アンカー�L1表ࠉࠉࠉࠉࠉ

4
0
d以
上

一般仕様（鉄筋コンクリート補強）

。同解説・（2001年改訂版）」によるࠉࠉ
１．特記なき構造詳細は（財）日本防災協会編「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針

補強壁配筋納まり標準図

コンクリ－ト及びモルタル圧入要領図

開口補強部

2
0
0

割裂補強筋スパイラル筋

壁筋
壁筋

普通コンクリート(無収縮)

壁
厚

50以下

L1 Ln

割裂補強筋
スパイラル筋

無収縮モルタル圧入

壁筋

壁筋

普通コンクリート
(無収縮)ࠉࠉࠉࠉ

壁厚

A-A'断面図

B-B'断面図

2
,
5
5
0

2
,
5
5
0

X24通り開口閉塞詳細図(改修)1/30ࠉࠉ

Y20 Y21

Y20 Y21 X24

200

200

200

2
0
0

10,800

4001,3259,075

9
0
0

3,
3
0
0

4,
0
00

10,800

4
,
80
0

一級建築士事務所

株式会社�ｍ３那覇建築事務所
一級建築士事務所�知事登録�174-3409号

沖縄科学技術大学院大学シーサイドハウス改修事業設計その他業務

A1:1/30�
A3:1/60�Ｃ棟�X24通り開口閉塞詳細図
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2
0
d

2
0
d

2
0
d

12
d

2
0
d

12
d

1
2
d

2
0
d

1
2
d

20
d

A'A

B
'

C
'

BC

接着系あと施工アンカー
D16用@60(ｼﾝｸﾞﾙ)ࠉ�����

接着系あと施工アンカー
D16用@60(ｼﾝｸﾞﾙ)ࠉ�

既存鉄筋ࠉࠉࠉࠉࠉ
D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

壁はつり出し

片面10d又は両面5d

既存鉄筋ࠉࠉࠉ
D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

横筋�6-D16
(開口補強)

接着系あと施工アンカー
D16用@60(ｼﾝｸﾞﾙ)ࠉ�����

接着系あと施工アンカー
D16用@60(ｼﾝｸﾞﾙ)ࠉ�

横筋�6-D16
(開口補強)

既存鉄筋ࠉࠉࠉࠉࠉ
D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

壁はつり出し

片面10d又は両面5d

既存鉄筋ࠉࠉࠉ
D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

縦筋�6-D16
(開口補強)

縦筋�6-D16
(開口補強)

壁はつり出し

既存鉄筋ࠉࠉࠉࠉࠉ
D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

片面10d又は両面5d

6-D16

目荒し

既存鉄筋����������
縦筋D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

スパイラル筋
φ6�100φ@50

目荒し

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉ����
横筋D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

スパイラル筋
φ6�100φ@50

6-D16

既存鉄筋����������
縦筋D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

新設壁ࠉࠉࠉࠉࠉࠉ����
横筋D10@200(ﾁﾄﾞﾘﾀﾞﾌﾞﾙ)

目荒し

スパイラル筋
φ6�100φ@50

目荒し

スパイラル筋
φ6�100φ@50

6-D16

,

Fm=30N/mm

本体：メ－カ－により素材強度が補償されたもの

,

,

以上

2

2

２．使用鉄筋

３．使用コンクリ－ト設計基準強度

５．あと施工アンカ－（接着系)アンカ－

６．注意事項

４）後打コンクリ－トは無収縮コンクリ－トとして計画施工する。

４．（無収縮）モルタル設計基準強度

１）スパイラル筋や壁配筋等の素材の加工に先立ち躯体寸法を実測し、これらの補強筋等を実状に

合った寸法に加工する。

２）増設部材と既存コンクリ－ト駆体と接触面については既存コンクリ－ト躯体面を目荒しとし、

コンクリ－ト打設前に十分な水湿しを行う。

ように十分な施工計画を立てる。

３）コンクリ－ト打設にはバイブレ－タ－の使用、又はタタキにより密実なコンクリ－トとなる

５）コンクリ－トの強度発現期間内は十分な湿潤状態で養生する。また養生期間中は振動等を

与えないように注意する。

施工すること。

の耐震改修設計指針同解説」の４.２.(２)に規定された材料を用い、４.７.(４)の規定により

６）グラウトモルタル用材料には財団法人ࠉ日本建築防災協会発行「既存鉄筋コンクリ－ト造建築物

適切に防水処理を行うこと。
７）耐震補強架構増設後、防水層を一時撤去する場合は、架構増設後、防水性能を損なわない様、

D6～D16：SD295A（JIS規格品）

D19以上：SD345�（JID規格品）

（普通コンクリ－ト） スランプ：15cmFc=24N/mm

※（１）による普通コンクリ－ト施工後、（２）により無収縮モルタルを圧入する

（１）普通コンクリ－ト打設要領 （２）無収縮モルタル圧入要領

型枠と既存コンクリートは
ウレタン系コーキング（速乾性）
で密着させる。

無収縮モルタル圧入
空気抜
モルタル圧入口

型枠

レイタンス等除去水湿し

コンクリ－ト投入口

型枠

外部振動機叩き締め

壁厚壁厚

スパイラル筋

(D=壁厚-80)

D

ピッチ=D/2

接合筋

1
2
d以

上

接着系あと施工アンカー

4
0
d以

上

一般仕様（鉄筋コンクリート補強）

。同解説・（2001年改訂版）」によるࠉࠉ
１．特記なき構造詳細は（財）日本防災協会編「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震改修設計指針

コンクリ－ト及びモルタル圧入要領図

開口補強部

A-A'断面図

X24通補強詳細図(改修)1/30ࠉࠉ C-C'断面図B-B'断面図

700700

Y20 Y21

Y20 Y21 X24 X24

700700 80 55
120

1
2
d

180

40d
1
2
d

60 60

700700

80 55
120

1
2
d

2
0d

60 60

7
0
0

4
0
d

7
0
0

4
0
d

180

40d

1
5
0

180

2
,
5
5
0

150

150

2
,
55
0

2
0
0

10,800

3
,
30
0

90
0

10,800

4
,
00
0

4,
8
0
0

4,5954,555 1,650

一級建築士事務所

株式会社�ｍ３那覇建築事務所
一級建築士事務所�知事登録�174-3409号

沖縄科学技術大学院大学シーサイドハウス改修事業設計その他業務

A1:1/30�
A3:1/60�Ｃ棟�X24通り補強詳細図
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新
設
鉄
筋
:D13@200

床
は
つ
り
出
し

既
存
鉄
筋

片
面
10d又

は
両
面
5d

既
存
鉄
筋

片
面
10
d又
は
両
面
5d

20020
0

2,
80
0

1,400

200

20
0

既存鉄筋

片面10d又は両面5d

新設鉄筋:D13@200

床はつり出し

既存鉄筋
新設鉄筋:D13@200

片面10d又は両面5d

床はつり出し

・既存部分のコンクリートのみ撤去。復旧は主筋径D13で同ピッチにて配筋すること。

・既存のスラブ筋と新設スラブ筋をフレア溶接(片面10d又は両面5d)にて継手を行うこと。

改修床スラブ配筋詳細図

1
5
0

1
5
0

階段詳細図（１階） Ｓ＝１／３０

Ｓ＝１／３０

2
,
50
0

77
0

650
2,595

40
0

断面詳細図

:はつり範囲を示す。

UP

5 1

2,800

200200

150

X20 X21

Y21

Y10

X1
1

X1
2

X11

▼Z1

▼Z0

4,600500

3
,
60
0

3
0
0

2,800

200 200

1,
60
0

2,
25
0

9,
20
0

1,
70
0

50
0

150

485

3,000

1,250

7,200

2,310280�×�13�=�3,640

1
8
0

1
,
3
9
0

80
0

180
一級建築士事務所

株式会社�ｍ３那覇建築事務所
一級建築士事務所�知事登録�174-3409号

沖縄科学技術大学院大学シーサイドハウス改修事業設計その他業務

A1:1/30�
A3:1/60�改修床スラブ配筋詳細図
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G25(450x1,200)

NB1

1-M12(SS400)@300以内
NB1:[-150x75x6.5x10(SS400)

GPL-9
中ﾎﾞﾙﾄ:1-M12(SS400)

NB1:[-150x75x6.5x10(SS400)

B23B23(300x550)

GPL-9
中ﾎﾞﾙﾄ:1-M12(SS400)

コア抜き箇所は無収縮モルタルを圧入する。

PL-9
A.BOLT�1-M16
�������Wナット締め(ABR400)
座金�32ࠉx32x4.5

無収縮モルタル�t=20

NB1

NB1

N
B
1

N
B
1

N
B
1 NB1

N
B
1

壁撤去

既存

改修

G22

G
2
5

G22

G22

G
2
5

G22

2

※グラウトモルタル用材料には財団法人ࠉ日本建築防災協会発行「既存鉄筋コンクリ－ト造建築物

※（無収縮）モルタル設計基準強度:�Fm=21N/mm�以上

。の耐震改修設計指針同解説」の４.２.(２)に規定された材料を用い、４.７.(４)の規定により施工することࠉ

C22A

C22A

C22A

C22A

B
2
3

B23

B22

B
2
3

B2
3

B
2
3

B23

B
2
3

B2
3

B22

50

5
0

50

5
0

50
50

5
0

50
5
0

5
0 5
0

5
0

5
0

5
0

デッキ方向

3SL

小梁天端

2階柱壁・3階梁床伏図（既存）�S=1/50ࠉ

部分詳細図（改修）�S=1/10,30ࠉ

b

c

アンカー配置図（改修）�S=1/30,50ࠉ

d

aa

e

2階柱壁・3階梁床伏図（改修）�S=1/10,50ࠉ

2階柱壁3階梁床伏図(既存)

aࠉ-ࠉaࠉ詳細図(改修)

アンカー配置図(改修)

dࠉ詳細図(改修)

アンカーボルトの�
座金は、全て全周�
すみ肉溶接とする。

2階柱壁3階梁床伏図(改修)

eࠉ詳細図(改修)

cࠉ詳細図(改修)bࠉ詳細図(改修)

※梁貫通のコア径は30Φとし
、孔が並列する場合の中心間隔はࠉ
。孔の径の平均値の３倍以上とするࠉ

Y20

Y21

X21

X21

Y20

Y21

X21

Y20

Y21

X21

5
,
40
0

80
0

2,
8
0
0

1,
8
00

1
0
,8
0
0

1,505

3,600

3,600

1,505

1
5
0

2,095

@300以内

@
3
00
以

内
@3
0
0以

内

@300以内

62.562.5

7
5

75

へりあき50以上確保の事 へりあき50以上確保の事

3,600

5
,
40
0

80
0

1,
8
00

1
0
,
8
00

2
,
80
0

7
7
5

1
,
8
8
5

68
0

300 1,045

3
,
3
4
0

1,345

1,505

3,600

5
,
40
0

80
0

1,
8
00

1
0
,
8
00

2
,
80
0

@
3
00
以

内

一級建築士事務所

株式会社�ｍ３那覇建築事務所
一級建築士事務所�知事登録�174-3409号

沖縄科学技術大学院大学シーサイドハウス改修事業設計その他業務

A1:1/10,30,�50�
A3:1/20,60,100�Ｃ棟�2,3階スラブ開口閉塞(既存・改修)
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(一社)日本建築学会編「各種合成構造設計指針・同解説」（一社）日本建築学会編「建築工事標準仕

様書・同解説のうちＪＡＳＳ５鉄筋コンクリ－ト工事及びＪＡＳＳ６鉄骨工事」合成スラブ工業

会編「大臣認定・無被覆耐火構法ࠉ合成スラブの設計・施工マニュアル」日鉄デッキプレート

デッキプレート

溶接金網または

梁との接合形式

合成スラブの設計・施工は（一社）日本鋼構造協会編「デッキプレ－ト床構造設計・施工規準」

�EZ50ࠉ

径、長さ、ピッチは構造図による。梁とデッキとの接合は

EZ75

EZ50

ＥＺ５０

SEF

幅調整板

75

�SPW�：�標準溶接径�18mm以上�※溶接位置等は特記による。

�������普通ࠉ

��������18ࠉ

��������70ࠉ

��������95ࠉ

�φ6-150ࠉ

ࠉ��D10-200ࠉ

�焼抜き栓溶接ࠉ

品名

種類

デッキ山上厚さ�(mm)

溶接金網�(JIS�G3551)

異形鉄筋�(JIS�G3112,3117)

種�類 注�����記

コンクリート

スーパーＥデッキ用システム部品

デッキプレート端部仕様

異形鉄筋

アークスポット溶接等による。（焼抜き栓溶接は不要）

600

600

50

EZ50
ｽ

設計基準強度�(N/mm�)

1.���設ࠉࠉࠉࠉ計

�びょう打ちࠉ

2.��耐ࠉ火ࠉ設ࠉ計

3.���施ࠉࠉࠉࠉ工

コンクリ－ト打設

（ｄ）異形鉄筋の継手はＪＡＳＳ５による。

（ａ）規定のサイズを床全面に配筋する。
溶接金網又は異形鉄筋

小口ふさぎ・コンクリ－ト止め

（ｂ）コンクリ－トの強度がでるまでは、床面に重量物を置いたり振動を与

（ａ）コンクリートの初期乾燥収縮を防ぐ為、湿潤養生する。

（ｂ）単位水量の少ない、スランプの小さいコンクリ－トを入念に打設する。

（ａ）コンクリ－ト打設前にデッキプレ－ト面を充分清掃する。

（ｂ）かぶり厚さを確保するスペ－サ－を１ｍ以内に設置する。

小口ふさぎはデッキプレ－トの溝をふさがない独立したものを使用する。

養ࠉ生9

5

8

7

開口部補強6

（図６）

50mm以上

溶接金網又は異形鉄筋

（図５）

30

EZ50

敷込み・仮止め

（ｂ）梁上を清掃し、所定の位置に墨出しをする。

搬入・保管・揚重・仮置・墨出し

（ｂ）頭付きスタッドの施工は�ＪＡＳＳ６�による。

デッキプレートと梁との接合

工法・工程・割付け計画をたてる。（図１）

（f）焼抜き栓溶接（SPW）の溶接条件及び溶接機器仕様

（ｂ）幅方向の調整は、幅調整板（フラッシング）を用いる。

（ａ）デッキ相互をカン合させながら敷込む。

（ａ）揚重は２点吊りとし、デッキプレ－トをワイ

（ａ）敷込み完了後風等で飛ばないように、デッキと梁とをア－クスポット溶接等で接合する。

（ｃ）焼抜き栓溶接の施工位置は特記による。特に指定がない場合には、図３の要領で行う。

（ｄ）施工者は焼抜き栓溶接講習会を受講した方が望ましい。

（図３）

4

3

2

割付け計画1

ﾋ
焼抜き栓溶接又は

発射打込みびょう

大梁

デッキ山部

ヤで傷つけないようにする。

（図４）ࠉ又は、エンドクロ－ズ製品を用いる。

えたりしない。

4-2.���標準納まり:S造（鉄骨造）の場合

焼抜き栓溶接、発射打込みびょう
焼抜き栓溶接、発射打込みびょう

溶接金網又は異形鉄筋

スーパーＥデッキ

※スペーサー：

梁耐火被覆

耐火補強筋

50mm以上D13

又は頭付きスタッド

150mm以上

※配筋はＪＡＳＳ５鉄筋コンクリート工事による

耐火補強筋

D13 50mm以上

壁

又は頭付きスタッド

150mm以上

耐火補強筋：D13

（デッキ各溝）

40

30

溶接金網又は異形鉄筋

コンクリート

(3)建物外周部デッキ幅方向

又は頭付きスタッド

焼抜き栓溶接、発射打込みびょう

焼抜き栓溶接、発射打込みびょう

コンクリート

(9)耐火補強筋の納まり（FP120FL-9114,FP060FL-9102）

梁耐火被覆

溶接金網又は

小口ふさぎ

デッキ受材

コンクリート

(8)デッキ幅方向梁継手部

コンクリート

溶接金網又は

FB65x6等

梁耐火被覆

現場切断
（幅調整板）

ａ－ａ断面図

デッキ受材
ＦＢ６５x6等

デッキ
現場切断

柱

溶接金網又は
異形鉄筋

コンクリート

発射打込みびょう

(5)デッキ幅方向デッキ振り分け

溶接金網又は

幅調整板

200mm以下
焼抜き栓溶接、

梁耐火被覆

ａ

(6)柱廻り

又は頭付きスタッド

溶接金網又は

スーパー

梁耐火被覆

溶接金網又

発射打込みびょう又は頭付きスタッド

焼抜き栓溶接、

梁耐火被覆

50mm以上

コンクリート

小口ふさぎ

50mm

壁

コンクリート

小口ふさぎ

壁

梁耐火被覆

デッキ

柱止りデッキ

デッキ受材

ａ

柱
梁

梁耐火被覆

又は頭付きスタッド

焼抜き栓溶接、発射打込みびょう

異形鉄筋

以上

切欠き

異形鉄筋

異形鉄筋

異形鉄筋

ピッチ1.0m以下

mm

mm

溶接金網又は溶接金網又は

鉄骨梁 50

30

30

40

150

コンクリート

スパン

耐火補強筋

スパン

合成デッキ

<FP120FL-9114又はFP060FL-9102（単純支持）耐火補強筋タイプ>

40

30

150

<FP120FL-9108又はFP060FL-9096(連続支持)>

鉄骨梁
50

30

耐火補強筋

スパン

溶接金網又は

（普通・軽量）

30

150

鉄骨梁

＊梁の耐火被覆は、

150

鉄骨梁

スパン

��必要に応じて行う。
＊梁の耐火被覆は、

鉄骨梁

50

支持条件
許容ｽ

(m)
品名 ひび割れ

拡大防止筋

普通95以上

軽量85以上

普通90以上

軽量85以上

普通95以上

軽量90以上

普通95以上

軽量85以上

普通90以上

軽量85以上

普通80以上

軽量80以上

普通80以上

軽量80以上

3.6�以下 4.4 普通90以上

普通80以上

軽量80以上

普通80以上

軽量80以上

<式１>

<式２>

※注意

認定条件

W�=�5.4×(2.7/L)

W�=�5.4×(3.4/L)

FP060FL

EZ50

単純支持

2.7�以下 <式１>

EZ753.4�以下 <式２>

FP060FL

EZ50

連続支持

3.4�以下 ＜式２＞

3.0�以下

EZ75

3.4�以下

FP120FL

EZ50

単純支持

2.7�以下 ＜式１＞

EZ75

2.7�以下
100x100
または

200x2003.4�以下

＜式１＞ EZ50

EZ75

耐火区分

FP120FL 連続支持

使用条件 断面仕様

5.43.6�以下

＜式２＞

認定番号

厚さ(mm)

-9108

-9114

-9096

-9102

φ6-

D10-

200x200
D10-

100x100
または

200x200
D10-

φ6-

D10-
200x200

または

φ6-
150x150

D10-
200x200

または
150x150
φ6-

○

（普通・軽量）

D13 異形鉄筋

合成デッキ

必要に応じて行う。

（普通・軽量）

D13 異形鉄筋

異形鉄筋

は異形鉄筋

175 125

180 120

Ｅデッキ
Ｅデッキ
スーパー

スーパー
Ｅデッキ スーパー

Ｅデッキ

Ｅデッキ
スーパー

Ｅデッキ
スーパー

コンクリートが漏れるおそれがある場合は、デッキプレート相互を溶接する。

＜式２＞

＜式１＞

200x200

100x100
または

D10-

φ6-

125 175

115 185

-

-○

-○

-○

-○

-○

○○

-○

○○

-○

-○

-○

-○

-○

-○

○○

-○

○○

-○

はり構造

S造
RC造

SRC造

*5�鉄筋比は，０．２％以上としなければならないので，同時打ちでスラブ増打ちをする場合は注意すること。

*4�許容荷重は，全荷重（固定荷重+積載荷重）からスラブ自重を差し引いた数値である。

*7�スパンが３．４ｍを超える場合は，梁との接合を頭付きスタッド（径１６ｍｍ以上，ピッチ３００ｍｍ以下）を使用すること。

*8�耐火補強筋（Ｄ１３）をデッキプレートの各溝中央にかぶり４０ｍｍで配すること。

ｑ：１箇所当りの短期せん断耐力

Qm：１ｍ当りの設計水平せん断力

（単位：Ｎ）

1.2mm

4,000 5,300

1.6mm

（g）焼抜き栓溶接１箇所当り短期せん断耐力

7,350

1.2mmデッキ板厚

SPW

1.6mm

11,025

（単位：Ｎ）

溶接作業者資格

溶接棒及び溶接材料

溶ࠉ接ࠉ機

デッキ板厚（mm）

梁フランジ板厚（mm）

溶接ࠉ電流（A）

溶接ࠉ電圧（V）

アークタイム（sec）

溶接径（mm）

接

件

条

準

溶

標

又はエンジン溶接機230A以上

18�以上

8～12

6�以上

190～230

1.2～1.6

交流アーク溶接機AW250A以上

JIS�Z�3801基本級以上又は

低水素系溶接棒φ4mm

JIS�Z�3841基本級以上

*3 *4 *6*5

*7

*8

*8

*7

デッキプレート幅方向

溶接方法項目

※�左右のスパン比は原則均等とするが、最大3：2までとする。

�耐火構造仕様(詳細は下記の通り)ࠉ �耐火要求なしࠉ

カタログ及び設計・施工便覧による。

※スペーサーの取り扱いはしておりません。

各メーカーへ問合せしてください。

梁耐火被覆

（大梁）接合部2箇所 接合部2箇所

（小梁） 各谷1箇所

中間1箇所

［�］箇所 ［�］箇所

（e）発射打込みびょうの施工は発射打込みびょうメーカーの施工要領による。施工位置は特記による。

板厚および表面処理 表面処理

1.2

1.6

4種の防錆性を有した塗料

*2�JIS�K5621(2008)

*1�JIS�G3352

（注）

板厚�(mm)

なし

塗装

めっき

なし

塗装

めっき

仕様

*2

*2

Z12

種類の記号�*1

SDP1T

SDP2

SDP2G

SDP2GZ27 ���[ࠉࠉࠉ]

Z12 Z27 ���[ࠉࠉࠉ]

＊溝部換算スラブ厚さは、EZ50�24mm、EZ75�36mmです。
特記無き限り下記とする。 特記は括弧内に記す。

����EZ75ࠉ

�軽量２種ࠉ������軽量１種ࠉ

�������21ࠉ

�������85ࠉ�������80ࠉ �90ࠉ

�����100ࠉ [����������]�ࠉ�

��φ6-100� [������������������]�ࠉ�

[�����������������������������]�ࠉ

（接合部で幅調整をしてはならない。）

�������24ࠉ

＊１

＊１

＊1�溶接方法等は合成スラブ工業会Ｑ＆Ａを参照
＊1�溶接方法等は合成スラブ工業会Ｑ＆Ａを参照

＊１

＊1�溶接方法等は合成スラブ工業会Ｑ＆Ａを参照

デッキプレート形状・寸法 システム部品

4-3.�標準納まり:ＲＣ造またはＳＲＣ造の場合

30mm
梁へ定着:150mm以上

又はSRC梁

RC梁

エンクロデッキの
150mm以上

異形鉄筋

梁にのみ込み:30mm

耐火補強筋�D13

スーパーＥデッキ

溶接金網又は

30mm

30

普通コンクリート

プレート

デッキ

梁型枠

小口ふさぎ
釘打

場合の納まり

mm

30

40

耐火補強筋

<デッキプレート幅方向>

RC梁�又は�SRC梁

10mm以上

スーパーＥデッキ

溶接金網又は異形鉄筋
普通コンクリート

13（デッキ各溝）

mm

mm

５．早期に載荷したり、振動を与えない。

４．コンクリート打設後初期には湿潤養生を行い、充分な養生期間を設ける。

３．水セメント比の小さいコンクリートを用いる。

２．溶接金網は、所定の位置に配する。

１．デッキプレートは各溝で梁に接合する。

（Ｂ）施工上の留意点

３．スパンとスラブ厚さの比を小さくし、配筋量を大きくする。
２．ひびわれ拡大防止のため補強筋を設ける。(右図)
１．小梁の剛性を大きくする。

（Ａ）設計上の留意点

以下のひび割れ拡大防止の対策は、必要に応じて行なって下さい。

2

�SEスペーサーࠉ �SEハンガーࠉ

���エンドクローズ �小口フサギࠉ�

�頭付きスタッドࠉ

接合位置は特記による。構造認定を受けた発射打込みびょうを使用すること。

SEスペーサー

SEクローザーSEハンガー SEメンド

許容荷重

(kN/m�)
2

2

2

式中の「Ｗ」は許容荷重(kN/m（注）ࠉ
2

)，「Ｌ」は支持長さ（ｍ）を表す。

。また，Ｗが9.8を超える場合は9.8とするࠉࠉࠉࠉࠉ

。認定の条件であるので，別途施工時の許容スパンを確認することࠉࠉ

*3�許容スパンは，鉄骨梁で支持する場合はその芯間距離とし，RC梁で支持する場合は梁の内法寸法とすること。本表の許容スパンは耐火

*6�デッキプレートの梁へののみ込み代を３０ｍｍ以上とすること。端部補強（Ｄ１３以上，Ｌ＝１ｍ）を梁への定着長さ１５０ｍｍで

配すること。ただし，耐火補強筋（*6�参照）を用いる場合は端部補強筋は不要。

*9�この耐火条件に適合しない場合は，FP060FL-9128あるいはFP120FL-9129（吹付けロックウール被覆耐火構造）を適用すること。

スーパーＥデッキ
コンクリート

（鉄骨鉄筋コンクリート梁）

コンクリート スーパーＥデッキ

50

（図１）コンクリート打設時支持スパンのとり方

※Ｓ造の場合、耐火認定上のスパンは梁芯間距離とする。

※許容スパンは日鉄デッキプレートカタログ等を参照

（図２）

（ｃ）デッキプレートと大梁との接合ができるように、デッキプレート山部が梁上にこないように納める。
（図２）

※構造認定を受けた発射打込みびょうメーカー：日本ヒルティ（株）,日本パワーファスニング（株）

打込みびょう

デッキ板厚

（h）発射打込みびょう１箇所当り短期せん断耐力

（図４）

（ｃ）溶接金網の継手は（１メッシュ＋５０ｍｍ）以上重ねる。
（図６）

のうち大きい値以上

重ね代150ࠉmmまたは1メッシュ＋50mm

スーパーＥ

SEスペーサー等

A

デッキ受材

又は頭付きスタッド

FB65x6等

�床２時間ࠉ

�床１時間ࠉ

コンクリート

鉄筋コンクリート梁

（図５）

・大梁上の補強（例）

ひび割れ

400mm以上

400mm以上

例)補強筋�D10@200

デッキプレート

コンクリート

(1)建物外周部デッキ長手方向

(4)建物内部デッキ長手方向

(7)デッキ長手方向梁継手部

<デッキプレート長手方向>

デッキプレート長手方向溶接ピッチ（P）

施工時スパン

タイプ

焼抜き栓溶接又は
発射打込みびょう

幅調整板

梁耐火被覆

幅調整板を溶接等で

結合する

Ｅデッキ
スーパー

デッキプレートと

用いる場合は不要
※頭付きスタッドを

(2)建物外周部デッキ幅方向

Pࠉ＝ࠉMINࠉ（ࠉ,ࠉ600ࠉP1ࠉ）

P１ࠉ＝ࠉｑࠉ／ࠉQmࠉx1000ࠉ

★原則としてコンクリート硬化後にデッキプレートを切断し、孔あけ（箱抜き）とする。合成スラブの開口部補強

★先に孔をあける場合は、支保工を用いるか小梁でコンクリート打設時に必ずデッキを補強する。

★合成スラブ開口周辺の上端には開口補強（D10以上）を施す。

★本仕様の範囲外の場合は、イ）小梁を設ける

ロ）鉄筋コンクリートスラブとして補強する等の処置を施す。ａ）溝配筋方法

ａ ａ
・耐力補強筋の所要断面積

≧40D
Mｃ ｃ

≧40D ａｔ＝
ｂ ｆｔ・ｊ

Ｍ；開口によって生じる隣接スラブの

・定着長さ；開口端より40D以上 増加曲げモーメントࠉࠉ

ａ・かぶり30；ࠉmm以上 ｃ ｂ

・記号ࠉａ；耐力補強筋（上下端）Ｌ
ｂ；開口補強（配力筋）、D13以上ࠉࠉࠉࠉ

ｃ；開口補強、D10以上ࠉࠉࠉࠉ

ｄ；耐火補強筋、D13以上ࠉࠉࠉࠉ

ａ；かぶり30mm以上ｂ

W ≧40D

。所要配筋量は、ａt�又は�ａd�の大きい方・ࠉࠉ

耐火補強筋
ａを切断 ｄｂ）耐火補強筋を切断する場合 ｃ

ｂｃａ

；ｄࠉ耐火補強筋・ࠉࠉ

n 1 2 3

ａd D22�or�2-D16D16 D19 ｄ 開口（Ｗ）

ａt又はａdの大きい方ｎ�：�切断された耐火補強筋の本数

ａd�：�所要鉄筋サイズ

ｃ）開口の大きさが幅(w)600mm、奥行き(L)900mm程度を越える場合は、小梁を設けて補強する。尚、この場合連続

支持条件などの通則的耐火指定による条件に留意する。（W�はデッキ幅方向を、L�はデッキ長手方向を示すものとする。）

ｄ）連続して３谷（デッキ溝）以上に渡って開口が生じ、耐力補強筋が配筋できないような場合は適用外とする。

（Ａ）箱抜きの場合

１．開口が独立している場合

ａ）φ150mm程度 ｂ）□300程度 c）□600x900程度

ｃｃ
ａ ａ ａ ａ
ｃ ｃ ｃｃｃ

b b

ｃ

b
ｃ；D10（上端）

b

ａ；D16（上下端）
ａ；D22（上下端）

ｂ；D13（上端）
ｂ；D13（上端）ｃ；D10（上端）
ｃ；D10（上端）

２．開口が連続している場合

ａ）φ150mm程度 ｂ）開口群

イ）開口間の内法寸法>３x開口径 開口群を独立した一つの開口と見なし、

□600x900程度の開口部とｃ ｃ ｃ ｃ
同様の補強とする。

ａ ａｃ

ｃ ｃｃ ｃ

ｃ 仮想開口

ｃ；D10（上端） b

ｃ

ロ）開口間の内法寸法≦３×開口径 L≦

900mmａ ａａ
ｃ

b
b

b

ｃ ｃｃｃ W≦600mm

ａ；D13（上・下端）
ａ；W,L≦300の場合はD16

ｂ；D13（上端）、ｃ；D10（上端）
それ以外はD22（上下端）

ｂ；D13(上端)、ｃ；D10(上端)

（Ｂ）コンクリート打設前にデッキプレートを切断し、孔あけする場合

１．φ110mm程度で開口が独立している場合

イ）開口部がデッキプレートの上フランジ又は下フランジにあり、

。ウェブにかからない場合は補強の必要はないࠉࠉ

ｃｃ 注：合成スラブの補強として、

開口補強（ｃ；D10）は行う。

（イ，ロ共通）

ロ）開口部がデッキプレートのウェブにかかる場合は、プレートあるいは山形鋼による補強を行う。

ひび割れ拡大防止のための留意点(参考)ࠉ��.5

（150mm以上）
200mm以上

寸法はφ6-150x150を示す

横筋

又（ࠉ）内寸法はφ6-100x100を示す

重ね代寸法（溶接金網の横筋間の寸法）

溶接金網

<溶接金網>

コンクリート

異形鉄筋�D10@200以下

スーパーＥデッキ

<異形鉄筋>

重ね代45d以上

4-1.���溶接金網又は異形鉄筋の納り(共通)

30mm 30mm

スーパーＥデッキ

６.����開��口��部��補��強ࠉ(例)

開口部まわりは必ず鉄筋等で補強する。（6.開口部補強を参照。）

e-works+開口緩和（EZ50�EZ75）ࠉBCJ評定-ST0076-08ࠉ※詳細は別紙�開口緩和標準仕様書を参照

設計･施工標準仕様書
EZ50，EZ75スーパーＥデッキ

デッキ合成スラブ

溶接ピッチ（P）：特記無き限り600mm以下とする。

(特記)[ࠉ300ࠉ]mm、下式による。
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A1:NON�
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